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1. 東日本大震災以降の建築を取り巻く社会的背景 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、天井の脱落等によってオフィスワーカーの安全

を脅かしたばかりか、首都圏で多くの帰宅困難者を生み出し、オフィス建物に籠城することを余

儀なくされた。震災後も暫くは、輪番停電によって多くの建物で、空調、照明を控えた室内環境

を強いられ、窓の開かないオフィス建築が社会問題にもなった。臨海部の埋め立て地では液状化

が発生し、電力、上下水道、ガス供給の途絶が長期化するなど、都市インフラの脆弱性を目の当

たりにすることとなった。 
これら震災の事象を契機として、建築計画・設計においては、震災時の安全性のさらなる向上

と、震災後一定期間においての自立性が強く求められるようになった。行政側の動きとして、建

築基準法では天井脱落対策として、重大な危害を生ずるおそれのある一定規模・高さの天井（特

定天井）に対して、脱落防止措置を講ずる法改正がなされた。また、東京都では 2012 年に帰宅困

難者対策条例が施行され、事業者に対して従業者の一斉帰宅の抑制と従業者の三日分の食料等の

備蓄についての努力義務を課した。建築設計実務においては、事業継続計画（Business Continuity 
Plan：以下 BCP）に対するクライアントの要求が非常に高まった。 
このような背景から、環境性能と快適性を高い次元で両立する環境建築の計画・設計において

も、BCP 性能をも同時に高める計画が求められることとなった。筆者は環境・設備設計者として

の立場から、その要求に応える環境建築のあり方の一つとして、躯体の熱容量を活用する建築（以

下、躯体熱容量活用型建築と記す）である「自律安定型環境建築」を提案し、自らその設計・構築

に携わってきた。自律安定型環境建築は、次章で詳細を述べるが、外部環境に応じた可変的な特

性を持つ緩衝帯を形成し、躯体の熱容量を活用することで、時間変動の大きい自然エネルギーを

和らげあるいは蓄えながら取り入れ、自律的に安定した内部環境を創り出すとともに、BCP 性能

としての自立性、ロバスト性を生み出すものである。ここで言うロバスト性とは、外気温度、日

射量、風速などの外部環境の変化、人員、照明、OA 機器などの室内負荷条件の変化や偏在化、熱

源・空調システムの制御や発停による状況変化に対して、室内温熱環境がそれらの変化の影響を

受け難い性質を指している。 
建築の躯体熱容量は、従来の建築計画における空調の設計・運用では、空調装置容量の増大と

それに伴う部分負荷運転の増加によってエネルギー効率の低下を招くなど、「蓄熱負荷」と言うマ

イナス面で捉えられてきた。しかし、近年になって、建築の躯体そのものを冷却あるいは加熱す

ることによって躯体熱容量を室内側にある蓄熱体として積極的に活用し、室内温熱環境の安定化

と放射環境の向上、再生可能エネルギー利用促進やピークシフトによってエネルギー効率を高め

る手法が注目されている。 
本論文では、提案する環境建築の最大の特徴である躯体熱容量活用型建築の空調計画手法に着

目し、それによって形成される温熱環境と躯体熱挙動の特性、そしてそれらの特性を活かした運

用手法を研究対象とした。 
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2. 躯体熱容量活用型建築の概念と定義 

躯体熱容量活用型建築とその空調計画手法は、欧米において Thermo-Active Building Systems
（以下 TABS と記す）と呼ばれている。TABS は、1993 年にスイスにおいて、Meierhans が漏水

リスクの少ない架橋ポリエチレン管を躯体に埋設するシステム（以下、埋設配管型 TABS と記す）

を考案し施工したことが契機となり、主として中央ヨーロッパ（ドイツ、オーストリア、オラン

ダなど）において 1990 年代後半から普及し 1) 2) 3)、2012 年には Olesen 1)によって TABS の設計、

施工、制御に関する報告がなされ、同年に ISO11855-4 4)として TABS の計画法が示されている。 
この中で述べられている TABS の運用概念は、図 1.1 1)に示すように、建物を使用していない

時間帯（夜間）に躯体蓄冷し、建物を使用する時間帯（昼間）に室内発熱を躯体蓄熱（吸熱）或い

は換気によって除去を行うことである。 
 

 

図 1.1  TABS の運用概念 1) 

 

 図 1.2 1)はこの運用概念に従った、TABS のピーク負荷削減効果のイメージを表したものであ

る。午後６時から午前８時までの建物を使用していない時間帯に躯体蓄冷する冷水負荷が発生す

るが、午前８時から午後６時までの建物を使用する時間帯には躯体への吸熱が行われて冷水負荷

は発生しない。ただし建物を使用する時間帯には換気の負荷（外気負荷）を処理する必要がある。

一方、通常の空調システムは建物を使用する時間帯に室内顕熱負荷を処理する必要があり、図中

では午後４時にピーク負荷の山が発生する。建物を使用しない時間帯にこのピーク負荷の山を移

行させることで、ピーク負荷を削減することが TABS の運用の理想形である。 
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図 1.2  TABS のピーク負荷削減効果イメージ 1) 

 

 
TABS は、建築の躯体熱容量を能動的に活用することで、安定した室内温熱環境と省エネルギ

ーを両立するシステムであるが、その定義とシステムの範囲は明確ではない。本研究では、図 1.3
に示すように、TABS は躯体熱容量を能動的に活用する機能を有する空調システムの部分と定義

し、TABS によって得られる特性を活かしてエネルギー効率をさらに高める機能をサブシステム

と定義する。TABS には、躯体に配管を埋設する方式と、躯体に空調空気を吹き付けることで躯

体蓄熱を行う方式があるが、本研究ではそれぞれ埋設配管型 TABS、対流式 TABS と分類する。

TABS のサブシステムには、室温に近い冷温水で空調を行うことができる TABS の特性を活かす

機能として、地中熱利用、太陽熱利用などの再生可能エネルギー利用熱源システムや、ピークシ

フトを可能とする TABS の特性を活かす機能として、ナイトパージを行う自然換気システム、空

冷の熱源システムなどが考えられる。 
 

 

図 1.3 本研究における TABS の定義と分類 
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3. TABS の実例と既往の研究 

前節で述べたように、TABS は主として中央ヨーロッパ諸国で発展、普及してきた。その理由

の一つとして、これらの国々では、内部発熱が小さい場合、暖房主体であったことが挙げられる。

図 1.4 は、1990 年代の中央ヨーロッパにおける TABS の事例として、オーストリアのブレゲンツ

の美術館における TABS の断面とシステム図 5)を示す。床スラブと外壁の一部に架橋ポリエチレ

ン管を埋設して TABS を構築している。TABS の温熱源はガス焚ボイラーとしており、冷熱源は

地下水と熱交換した中温冷水を使用している。美術館であるため内部発熱は比較的小さく、地熱

を利用した中温冷水のみで冷房を行っていることがわかる。このように、床暖房に近いディテー

ルを利用して冷房を行っていることと推察され、暖房主体で TABS が運用されてきたことが窺え

る。 

 
図 1.4 1990 年代の中央ヨーロッパにおける TABS の事例 5) 

（Art Museum in Bregenz, Austria） 
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1990 年代は、オフィスでは OA 化が進展し、内部発熱の増大が問題になった時期でもある。暖

房主体であった中央ヨーロッパの国々でも、この時期から冷房に対する要求が高まったと推察さ

れる。図 1.5 は TABS のスラブ断面例を示すが、OA 化による床面の二重構造化が図られており、

暖房主体の床冷暖房から冷房主体の天井放射空調（冷暖房）への移行が見られる。 
 

 

図 1.5 TABS のスラブ断面例 1) 

 
中央ヨーロッパの国々で TABS が普及した理由のもう一つは、夏期において比較的涼冷かつ低

湿度の気候特性を持つため、躯体表面結露のリスクが少ないことと推察される。比較的蒸暑気候

を持つ地方の多い日本では、そのリスクから TABS の普及が遅れていると考えられる。このこと

は、パネル式放射冷暖房方式がヨーロッパで普及し、それに遅れて日本において普及期を迎えて

いることと同様の理由であると考えられる。 
日本においての TABS は、1990 年代に、躯体に空調空気を吹き付けることで躯体蓄熱を行う方

式（以下、対流型 TABS と記す）の実施と研究が行われている。中村ら 6)、金ら 7)、三浦ら 8) 9)

は実際のオフィスへ本方式を導入し、実測調査に基づいてピーク負荷の削減量、電力夜間割引に

よる経済性、スラブ内の温度分布、熱源負荷率への影響などについて報告を行っている。また、

中村ら 10) 11)、相楽ら 12) 13) 14)はそれぞれ、試験室において本方式を構築し、冷温風の吹き付け方

法の違いによる影響、吹き付け温度の影響、蓄熱時間の影響、などについて測定結果を報告して

いる。 
対流型 TABS には、図 1.6 に示すような、通常の天井吹出空調方式に切替ダンパーを備えるこ

とで天井裏空間を利用したものと、図 1.7 に示すような、床吹出空調方式を利用したものがある。

何れの場合も、埋設配管型 TABS と異なり、室内温熱環境に対して放射環境を改善する効果は期

待できない。また、対流型 TABS には、冷温風吹付け時の搬送動力が大きく、スラブ平面に温度

分布が生じて蓄熱部位が偏るという問題がある。 
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図 1.6 天井裏空間を利用した対流型 TABS の例 14) 

 

図 1.7 床吹出空調を利用した対流型 TABS の例 14) 
 
近年になって、日本においても架橋ポリエチレン管を埋設する方式（以下、埋設配管型 TABS

と記す）を採用する事例が増加している。これは、デシカント空調機の技術の確立などにより室

内湿度制御が容易になり、結露対策が十分にできるようになったことや、インバータ搭載の熱源

機や吸着作用を利用した熱源機などの登場により、中温冷水が高効率で製造可能となったことな

どが要因と推測される。また、省エネ化の徹底のために太陽熱や地中熱などの自然エネルギー利

用に注目が集まり、これらのエネルギーを蓄熱するためには空気との熱交換が不要な埋設配管型

TABS が有利である点もその要因として挙げられる。 
このようにデシカントシステムによる外気処理が普及し、外気の潜熱処理を従来よりも数℃高

い温度帯の冷水で行う技術やヒートポンプ型のデシカント外調機が開発され、同様な温度帯の冷

水を使う埋設配管型 TABS をこれらと組み合わせることによって、熱源側の効率向上や地中熱利

用などを行うことが、日本における TABS の鍵になると言える。 
日本の気候における埋設配管型 TABS の研究は、Li ら 15)により、東京の気候特性において、数

種類の送水温度制御、フリークーリング、デシカント除湿を組み合わせた場合のシミュレーショ

ンによるケーススタディが行われ、東京においての TABS の適応性とエネルギー削減効果が報告

されている。この報告では、TABS は日本では未だ新しい概念であるとし、日本で TABS を構築
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する可能性について、東京の気象条件下での動的シミュレーションを行っている。図 1.8 にその

解析モデル、表 1.1 にモデルの熱特性を示す。モデルは Olesen ら 16）17）の研究に基づいたものと

し、計算した作用温度は、ISO7730 のカテゴリ C 建物の夏期（冷房期）の快適範囲である 22~27℃
との比較を行っている。 
  

 
図 1.8 解析モデル 15) 

 
表 1.1 モデルの熱特性 15) 

 

 
検討ケースは、以下の式で示される送水温度制御（C1～C4）、フリークーリング（FC）、フリー

クーリングにデシカント除湿を組み合わせたケース（FCD）の６つである。 
 

𝑇𝑇𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 𝑇𝑇𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑 C1 
𝑇𝑇𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 22℃ C2 
𝑇𝑇𝑎𝑎𝑎𝑎   = 22℃ C3 
𝑇𝑇𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 = 0.52�20℃− 𝑇𝑇𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎�+20−1.6�𝑇𝑇𝑜𝑜 − 22℃� C4 
   𝑇𝑇𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠：送水温度 𝑇𝑇𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠：室内露点温度 𝑇𝑇𝑎𝑎𝑎𝑎：送水往還平均温度  
   𝑇𝑇𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎：外気温度 𝑇𝑇𝑜𝑜：室内作用温度 
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 表 1.2 に全ケースの計算結果の一部を示すが、TABS を用いた東京のオフィス建築では、送水

温度制御として、FC（free-cooling）、または FCD（free-cooling combined with desiccant 
dehumidifier systems）の組合わせが夏期において快適な室内温熱環境を提供できることを示し

た。これら 2 つのケースでは、居住時間の 97~99％の間で作用温度は 22~27℃であり、一日の作

用温度変動幅は 4℃未満であった。ポンプの稼働時間は約 7 時間/日で、TABS の冷却力は 36W/m2

であった。過去の調査 18）によるとピーク負荷は 50W/ m2 未満であり、この場合、建物の冷却は

TABS で管理できることから、東京の気候での TABS の有用性が示されている。 
 

表 1.2 全ケースの計算結果 15) 

 
 
埋設配管型 TABS の採用事例と研究は、梶山ら 19)20)、近本ら 21)22)、熊谷ら 23)24)25)、山口ら 26)27)28)、

片岡ら 29)30)31)、梶井ら 32)33)、三宅ら 34)が報告をおこなっている。これらの報告における主たる着

眼点は、放射空調による快適性の向上効果の検証、TABS によるピークカット効果の検証、及び

様々なサブシステムとの組み合わせによるエネルギー削減効果の検証などである。以下に各々の

特徴と本研究との関連性について述べる。 
梶山ら 18)は、寒冷地において、外断熱による高断熱事務所建物に配管埋設型 TABS を導入した

事例を報告している。寒冷地では、蓄熱式床暖房として配管を床スラブ上面に埋設した放射暖房

は古くから普及しており、その技術を応用したものと考えられる。図 1.9 にその空調概念図を示

すが、吊天井を省いた躯体現し天井スラブ上部に架橋ポリエチレン配管を埋設し TABS を構築す

るとともに、床全面吹き出し空調を併用した形式である。図 1.10 に示す熱源系統図の通り、空気

熱源ヒートポンプチラーにフリークーリングを組み合わせて、TABS のサブシステムを構成して

いることが特徴である。フリークーリングの運用実績として、冷房期の平均 COP は 16.53 に達し

ている。TABS においては、その性能を引き出すサブシステムの選択が重要であるが、本事例は

寒冷地の TABS の方向性を示していると言える。 
TABS の運用については、図 1.11 に示すように、夜 22 時から躯体への通水・蓄冷が試みられ

ており、朝 3 時から 5 時に満蓄となり通水が停止している。また、昼 12 時から 16 時に再び通水

が行われて追いかけ運転がなされている。天井表面温度は、朝 8 時から徐々に上昇するが、18 時

まで 23℃程度を保っており、執務時間中の放射環境は良好と言える。しかしながら、躯体からの

熱流が計測されておらず、躯体の熱挙動を生かした適切な運用がなされているかは判断できない

ことが本研究と関連する課題となる。 
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図 1.9 梶山らによる事例の天井躯体放熱と床全面吹き出し空調概念図 20) 

 

 
図 1.10 梶山らによる事例の熱源系統図 20) 
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図 1.11 梶山らによる事例の冷房運転時の温度変化 20) 

 
近本ら 21)22)は、地中熱と太陽熱をサブシステムとした TABS の設計・施工方法を報告している。

図 1.12 に、その躯体放射冷暖房システムの概要を示す。ZEB 化に欠かせない技術として TABS
の普及を目指しており、冷熱源サブシステムとしてボアホールによる地中熱利用、温熱源サブシ

ステムとして太陽熱集熱装置を選択し、設計段階から安価に構築できる施工方法を入念に検討し

ている。TABS を構築する際の埋設配管の施工は、図 1.13 に示すように、事前に工場で金属強化

アルミ二層管のプレ加工を行い，現場でプレ加工した配管を躯体スラブに設置する工法を採用し

てる。TABS の普及には、サブシステムを安価に構築することが必要であり、図 1.14 に示す施工

方法により安価にボアホール地中埋設配管を行うことを試みている。また、太陽熱集熱装置につ

いては、図 1.15 に示す 3 種類の採熱方式を用いている。従来から用いられている真空管式集熱装

置に加え、屋上防水押えコンクリート部分を利用して金属強化ポリエチレン配管を埋設し、夜間

の放熱を最小限とするため透明ポリカーボネート板で覆うシステム、既存建物に提案システムを

採用する場合を考慮し、既存建物屋上に設置できる太陽熱採熱配管ユニットを設置する方法を検

討している。 
TABS の運用については、冷房時・暖房時共に、実測による検討が行われている。夏期冷房時

は送水流量の変更（Case0: 0.0、Case1: 1.5、Case2: 5.0、Case3: 6.0 L/min）による、スラブへ

の供給熱量の違い、スラブ表面からの放射・対流熱量の違い、COP の違いが検討されている。図

1.16 にその結果を示すが、Case2 に着目すると、スラブへの供給熱量は 9 時の立ち上げ時にピー

クが生じ、その後急激に減少した後、送水停止の 17 時まで少しずつ減少している。一方、放射・

対流熱伝達量は 9 時の立ち上げ時から徐々に上昇していく TABS の熱挙動が表れている。COP は

Case2 において 7.98 と高い数値を示している。これらの検討は、送水時間を 9 時から 17 時まで

としており、TABS の熱挙動を活かした運用の検討は行われていないことが本研究と関連する課

題である。 
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図 1.12 近本らによる事例の躯体放射冷暖房システム概要 21) 
 

 
図 1.13 近本らによる事例の埋設配管 21) 

 

 
図 1.14 近本らによる事例のボアホール地中採熱配管の施工 21) 
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図 1.15 近本らによる事例の太陽熱集熱装置 21) 

 

 

 

図 1.16 近本らによる事例のスラブへの供給熱量（上段）と 

       スラブ表面からの放射・対流熱量（下段）21) 

 
熊谷ら 23)24)25）は、ZEB 化を目指した TABS の構築と吸着式冷凍機によるサブシステムの試み

を行っている。図 1.17 に TABS の断面図を示す。逆梁構造を採用しており、フラットな躯体現し

の天井スラブの上面に配管を埋設する形式としている。図 1.18 に空調システムのイメージ図を示

す。天井スラブ放射空調に加えて、床からのパーソナル空調を併用しているところに特徴がある。

図 1.19 に熱源構成を示す。TABS のサブシステムとして、燃料電池とガスコージェネレーション

からの排熱で駆動する吸着式冷凍機を選択しているが、夜間・早朝など電力負荷が少ない時間帯

に吸着式冷凍機を稼働することができないため、TABS の熱挙動を活かした運用は難しいと考え

られる。図 1.20 に自然換気計画図を示す。自然換気窓の開閉方法は自動と手動を併用しており、
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可否判定に基づき自動換気口を開閉制御して外気を取り入れることに加え、パソコン画面上で自

然換気に適した条件かどうかを確認して、手動開閉の窓を在室者が自ら操作することを可能とし

ている。図 1.21 に自然換気窓運用時の室内 PMV 値を示すが、執務時間中の PMV 値は概ね±0.5
の範囲に収まっていることから良好な室内温熱環境が形成されていることが確認されている。 

TABS の運用については、前述の通り、TABS の熱挙動を活かした熱源サブシステムの運用が

行われていない点、そして、TABS のサブシステムとしての自然換気の運用が行われていない点

に本研究と関連する課題があると考えられる。 
 

 
図 1.17 熊谷らによる事例の断面図 23) 

 

図 1.18 熊谷らによる事例の空調イメージ図 24) 
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図 1.19 熊谷らによる事例の熱源構成 24) 

 

 
図 1.20 熊谷らによる事例の自然換気計画（上段断面図、下段平面図）25) 

 

 
図 1.21 熊谷らによる事例の自然換気実施状況 25) 
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山口ら 26)27)28)は、スマートエネルギービルを目指した TABS の構築と地中熱を中心としたサブ

システムの試みを報告している。図 1.22 にそのテクノロジーマップを示す。様々な技術の試みが

なされているが、TABS に着目すると、熱源は地中熱採熱をサブシステムとし、空調はタスク・

アンビエント空調を併用していることに特徴がある。図 1.23 に TABS の配管埋設状況を示す。詳

細な仕様は不明であるが、スラブ上部に配管を埋設する形式と見られる。図 1.24 に熱源システム

の系統図を示す。地中熱採熱には、ボアホール、密閉式採熱鋼管杭、コイル型水平熱交換器を併

用して、それぞれの採熱効率を比較検討している。図 1.26 に空調システム図を示す。TABS によ

る天井放射空調とパネル式の放射空調を併用している。図 1.27 にそれぞれの放射面での熱流束の

実測結果を示す。夏期において、躯体蓄熱層である 2F 及び 3F スラブは上下に随時 5W/㎡程度

の吸熱量がある。躯体蓄熱は放射パネルと比較すると吸熱量が小さいが、上下方向に安定して冷

房効果があることを確認している。 
 TABS の運用については、TABS の熱挙動を活かした運用が行われていない点、パネル式放射

空調が併用されているため TABS 単独での運用が行われていない点が本研究とは異なると言える。 
 

 
図 1.22 山口らによる事例のテクノロジーマップ 26) 

 

 
図 1.23 山口らによる事例の配管埋設状況 26) 
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図 1.25 山口らによる事例の熱源システム系統図 26)27) 

 

 

図 1.26 山口らによる事例の空調システム図 28) 

 

 
図 1.27 山口らによる事例の熱流束実測結果（左：夏期、右：冬期）28) 
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片岡ら 29)30)31)は、24 時間空調が必要なオフィスにおいて、外断熱建物における TABS の採用と

シミュレーションによるピークカット効果の検証を報告している。図 1.28 に TABS 断面詳細図

を示す。床スラブを凹凸型として、梁の脇にできた空間を上階の床吹出の経路及び下階の還気経

路として交互に利用し、構造計画と空調計画との一体的な工夫により、ダクト・配管をなくして

いることが特徴である。また、凹部分のスラブ上に配管を敷設して TABS を構築している。図 1.29
に熱源系統図を示す。TABS の熱源サブシステムとしては、専用系統のモジュールチラーを設置

している。 
TABS の運用については、24 時間運転と間欠運転を試みている。図 1.30 に夏期運用状況とし

て空気温度と作用温度の経時変化を、図 1.31 に夏期代表日の PMV 経時変化を示す。24 時間運転

の場合は 1 週間を通じて作用温度は空気温度より低く、間欠運転の場合はその差が少なくなって

いる。24 時間運転において内部負荷が小さい場合、作用温度が低くなりすぎる傾向が見られる。

PMV 値は、両運転ともに夜間から早朝にかけて－0.5 以下になる時間帯があり、全時間帯で低く

なる傾向が見られる。また、図 1.32 に示すような TABS の熱収支を解析する試みを行っている。

24 時間空調が必要なオフィスという一般的とは言えない空調運用の中で、TABS の効果を引き出

すことが課題となっているが、本研究とは異なる条件であると言える。 

 
図 1.28 片岡らによる事例の TABS 断面詳細図 29) 

 

 
図 1.29 片岡らによる事例の熱源系統図 29) 
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図 1.30 片岡らによる事例の夏期運用状況 30) 

 

 

図 1.31 片岡らによる事例の夏期代表日の PMVの経時変化 30) 
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図 1.32 片岡らによる事例の TABS の熱収支 31) 

 
梶山ら 32)33）は、学校建築における地中熱ヒートポンプを利用した TABS の構築と運用を報告し

ている。 図 1.33 に TABS 断面図を、図 1.34 に TABS の構成図を示す。普通教室に TABS を構

築し、床下経由の換気により躯体の熱利用を行っている。また、PC 床版に配管を打ち込む試みを

行っており、工場加工による品質確保及び工期短縮を図っている。図 1.35 に熱源系統図を示す。

TABS のサブシステムに地中熱ヒートポンプ（水冷チラー）を採用しており、地中採熱は杭一体

型熱交換器により行っている。 
TABS の運用については、図 1.36 に示すように、前日の夜 22 時から送水運転を開始、8 時に

停止する、TABS の理想的な運用方法を試みている。結果として、躯体温度は教室の運用時間中

20～21℃を保っている。ただし、熱源サブシステムが地中熱ヒートポンプ（水冷チラー）のため、

夜間移行によるピークカットには寄与するが、熱源効率向上には繋がらないシステムであり、本

研究の課題には直接は関係しないと言える。 
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図 1.33 梶山らによる事例の TABS 断面図 32) 

 
 

 
図 1.34 梶山らによる事例の TABS 構成図 32) 
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図 1.35 梶山らによる事例の熱源系統図 33) 

 

 

図 1.36 梶山らによる事例の TABS の運用 33) 

 
三宅ら 34)は、研修施設において、配管と放熱フィンを併用した TABS の採用について報告して

いる。図 1.37 に TABS 断面図を、図 1.38 に TABS 詳細図を示す。空調システムは、TABS と床

吹出を併用している。配管は躯体に打ち込みは行わず、天井スラブ下面に逆 L 字型の放熱フィン

とともに配管を接触させて設置することを試みている。熱源サブシステムは、ボアホール及び水
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平型熱交換器を用いて地中採熱し、空冷ヒートポンプチラーの還管側で熱交換している。 
TABS の運用については、地中熱を夜間に運転し躯体蓄熱を行い、昼間はチラーを運転し追掛

け運転を行う計画であるが、その運用効果の実績は公表されていない。 
 

 
図 1.37 三宅らによる事例の TABS 断面図 34) 

 

 
図 1.38 三宅らによる事例の TABS の詳細図 34) 

 

図 1.39 三宅らによる事例の TABS の熱源系統図 34) 
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これらの報告を通じて、埋設配管型 TABS の場合には、気流が少ないために大きな対流熱交換

が期待できないことを考慮している点や 21)34)、放射温熱環境の特徴を表現するために乾球温度だ

けではなく PMV による評価を取り入れている点 19)21)29)などにも特徴が見られる。このような点

は埋設配管型 TABS の大きな特徴であり、一般の対流式空調との違いを把握することは設計にあ

たって重要であるが、先に挙げた報告の多くは実績値を中心とした報告であり、対流式空調との

定量的な比較は行われていない。いくつかに関してはシミュレーション検討がなされているが 
19)21)29)、床スラブと室の計算を切り離した非連成の検討であるために、室内温熱環境とエネルギー

との総合的評価はなされていない。 
以上の事例と報告は、何れも日本における埋設配管型 TABS の普及に役立つものであるが、実

運用における埋設配管型 TABS の躯体熱挙動や運用手法の解明には至っていないことから、本研

究のテーマと課題を抽出するに至った。 
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4. 研究目的・本論文の構成 

本研究では、一般オフィス建築としては国内初となる躯体熱容量を積極的に活用する建築の提

案と構築を行い、それによって形成される室内温熱環境と躯体熱挙動の特性、そしてそれらの特

性を活かした最適設計・運用手法を研究対象とした。研究の目的は、蒸暑気候や激しい都市騒音

などの環境特性を持つ都心部において、実測とシミュレーションの両面から躯体の熱容量を活用

する建築の利点を明らかにし、設計指標を導き出すことでその普及を促すことにある。 
図 1.40 に本論の構成を示す。 
 

第１章 序論 

 東日本大震災以降の環境建築のあり方の一つとして、躯体の熱容量を活用する建築である「自

律安定型環境建築」を提案する。これは、躯体の熱容量を積極的に活用する TABS を取り入れ、

自然エネルギー利用を促進する環境性能と安定的な温熱環境を創り出す快適性の両立に加えて

BCP 性能を高める建築である。これを研究対象建物とし、TABS の歴史と動向、既往の研究を述

べることで、本研究のテーマを明らかにし、研究目的と本論文の構成を示す。 

 

第２章 躯体熱容量活用型建築の計画･設計と基本性能の検証 

 本章では、躯体の熱容量を活用する環境建築である「自律安定型環境建築」の計画の背景とそ

の設計プロセス、建築計画と設備計画を融合した環境計画、環境技術の詳細について述べる。ま

た、この研究対象建物で計画した基本性能、つまり、室内温熱環境の安定性・快適性、環境建築

としてのエネルギー消費の検証を行い、TABS のエネルギー効率、運用に関する課題の抽出を行

う。 

 

第３章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

 前章で明らかにした本研究の課題の一つである、躯体蓄熱放射空調がエネルギー効率面で優位

となる条件を導くため、埋設配管から躯体への熱流と躯体間の相互放射を連成可能で、室内の放

射温熱環境が計算できる躯体蓄熱放射空調のシミュレーションモデルを構築し、対流空調のモデ

ルと、温熱環境とエネルギー消費量の比較を行う。また、このモデルを用いて、躯体蓄熱方式の

運用方法の検討を行う。 

 

第４章 実測による躯体熱挙動の把握と運用手法の検証 

TABS の躯体熱挙動の特性を活かした空調システムの運用手法は確立されていない。TABS の
主たる特徴は、一般の対流式空調と異なり、室内温熱環境の安定性が高い点、熱源・空調システ

ムと室内温熱環境調整とを分離して運用可能な点が挙げられる。一般の熱源・空調システムの場

合、熱源を一次側、空調と室内空間を一体として二次側と表現することが慣例となっているが、

TABS においては、空調と室内空間の間に蓄熱体が存在し、空調の運転と室内環境調整を分けて

考える必要がある。そこで本研究においては、熱源・空調を一次側、室内環境調整を二次側と定

義する。 
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TABS の一次側と二次側の分離運用は、一次側のピークシフトによる熱源の効率向上の可能性

があり、一般の対流式空調との熱挙動の違いを把握し、躯体の熱挙動を利用した一次側と二次側

の運用手法を確立することは TABS の設計にあたって重要である。そこで本章では、躯体表面熱

流及び室内温熱環境の実測により、TABS の躯体熱挙動を明らかにした上で、一次側と二次側を

分離した運用の試行により TABS の運用手法を提案し、その適正化の検証を行う。さらに、その

検証結果を実運用において適用し、ピークシフトによる熱源効率の向上効果を推察する。 
 

第５章 躯体熱容量活用型建築の設計法 

 本章では、第１章から第 4 章で得られた知見を整理するとともに、躯体熱容量活用型建築の設

計における要求性能・性能検証・性能向上手法を示す。さらに、その性能要件に基づいて計画を

行った実例を示す。 

 

第６章 総括 

 各章の総括とともに、躯体熱容量活用型建築の普及に向けての課題と展望について述べる。 
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図 1.40 本論文の構成 

  

都心部の環境特性における躯体熱容量活用型建築の空調計画手法に関する研究

第１章 序論
・東日本大震災以降の建築を取り巻く社会的背景
・躯体熱容量活用型建築の概念と定義
・実例と既往研究
・研究目的

第２章 躯体熱容量活用型建築の計画・設計と基本性能の検証
・躯体熱容量活用型建築の計画･設計
・室内環境の快適性・安定性の検証
・建物全体の省エネルギー性能の検証と熱源システムの運用改善

第５章 躯体熱容量活用型建築の設計法
・設計における要求性能・性能検証・性能向上手法
・本論文に基づいた計画事例

第４章 実測による躯体熱挙動の把握と運用手法の検証
・実測による躯体熱挙動の把握
・一次側と二次側を分離した運用の試行
・一次側と二次側を分離した運用手法の効果検証

第３章 シミュレーションによる温熱環境・エネルギー性能の評価
・躯体蓄熱モデルの構築
・躯体蓄熱方式の性能評価
・エネルギーの評価

第６章 総括
・各章の総括
・躯体熱容量活用型建築の普及に向けての課題と展望
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1. はじめに 

本章では、本研究対象の躯体熱容量活用型建築である「自律安定型環境建築」の計画の背景と

その設計プロセス、建築計画と設備計画を融合した環境計画、環境技術の詳細について述べる。

また、この研究対象建物で計画した基本性能、つまり、室内温熱環境の安定性・快適性、環境建

築としてのエネルギー消費の検証を行い、TABS のエネルギー効率、運用に関する課題の抽出を

行う。 
 

2. 躯体熱容量活用型建築の計画・設計 

表 2.1 に本研究対象建物の建築概要を示す。 
本研究対象建物は、東京都心部に位置するテナントオフィスビルである。ビルオーナーは、テ

ナントの事業と関連する組織であり、基本計画はビルオーナー、テナント、設計者の三者で協議

を行いながら進めた。 
 テナントは主として保険を扱う組織であり、2011年 3月 11日に起こった東日本大震災時には、

千葉県新浦安に位置するテナントオフィスビル（以下、旧オフィスと記す）に入居してした。 
 図 2.1 に、震災直後の旧オフィスの様子を示す。オフィス内では什器・備品の倒壊ばかりか天

井の一部も落下し、当時の執務者の恐怖を感じ取ることができる。さらに、旧オフィスの位置す

る新浦安は埋め立て地であり、震災時は液状化が発生したため、電気、ガス、上下水道の都市イ

ンフラが長期にわたり途絶し、テナントの事業の継続が困難になった。保険事業を扱うテナント

にとって、この事象は切実なものとなり、本研究対象建物の重要な設計与件の基となった。 
 震災 5 か月後の 2011 年 8 月には、新オフィスの建築計画キックオフが行われ、2012 年 12 月

に実施設計を終え、2013 年 3 月に工事着工、2015 年 4 月に地下鉄接続工事を除いて竣工し、同

年 5 月から運用を開始した。 
 

表 2.1  建築概要 

所在地 東京都渋谷区千駄ヶ谷 

主用途 事務所 

敷地面積 1,556.80 ㎡ 

延床面積 8,652.86 ㎡ 

階数 地上 8 階 地下 2 階 塔屋 1 階 

構造 SRC 造 一部 S 造 基礎免震構造 

竣工年月 2015 年 4 月 
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図 2.1  東日本大震災直後の旧オフィス（新浦安）の様子 

 

表 2.2 に本研究対象建物の設備概要を示す。設備計画の詳細は 2.2 節にて述べる。 
 

表 2.2  設備概要 

電気設備 受変電：高圧 1 回線受電、６．６ｋＶＡ・５０Ｈｚ 

屋外キュービクル（一般型） 

配電方式：電灯 単相３線２１０－１０５Ｖ 

動力 三相３線２１０Ｖ 

非常用発電機：６．６ｋＶ、６２５ｋＶＡ 

地下埋設オイルタンク１００００リットル 

主たる照明器具：ＬＥＤ照明器具、高効率蛍光灯 

空調設備 熱源：吸着冷凍機（太陽熱温水器駆動）９０ｋＷ 

吸着冷凍機（ＣＧＳ排熱駆動）９５ｋＷ 

空冷ヒートポンプチラー（サブ熱源）７５０ｋＷ 

太陽熱温水器 集熱面積 342 ㎡ １７０ｋW 

マイクロＣＧＳ 発電能力 35ｋＷ×４台 

空調：ヒートポンプ型デシカント外調機＋FCU 

   事務室：天井スラブ放射空調＋床染出空調 

排煙：自然排煙 

衛生設備 給水：上水・中水（原水：井水＋雨水＋上水）２系統 

   受水槽＋加圧給水 

給湯：電気貯湯式、ガス瞬間式 

排水：建物内汚水・雑排水合流、建物外汚水・雨水分流 

消火：屋内消火栓（全館） 

   スプリンクラー（地下鉄接続部） 

   不活性ガス消火（機械式駐車場） 

都市ガス：中圧引込＋低圧ガバナ 
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2.1 建築計画 1） 

2.1.1 計画の背景と特長 

 東日本大震災では、東京でも建物の天井が落ち、照明、空調を控えた生活を余儀なくされ、窓

が開かないオフィスが社会問題化した。本建物は、震災の教訓を生かしながら最新の環境・設備

システムと融合した都市型環境建築である。 
 その特長は、緑豊かなファサードと自然換気、そして逆スラブ構法と天井放射空調・床染出空

調を組合せたことである。窓辺を通路とするレイアウトは、日常的に誰でも緑豊かなファサード

や景色を楽しむことができ、室内外条件で自動開閉する窓、そして開け閉めが容易な窓により、

自然の風や花の香りを感じる知的生産性の高いオフィス空間を創り出した。 
 また、逆スラブ構法によってできた大きな熱容量を持つ天井を放射面とし、床から空調空気を

染み出す計画は、太陽熱とコージェネ排熱を駆動源とした熱源システムに支えられ、快適性、環

境性そして事業継続性を高めた。 
 
2.1.2 設計プロセス 

 本研究対象建物の設計は東日本大震災直後に始まり、その設計与件は、天井が落ち、窓も開か

ず、地下から防災備品を運ばなければいけなかった、震災時の苦労がないことと、簡単には陳腐

化しない環境性能であった。設計チームはこれらの与件を個別にではなく、一体として解いた。 
 そのプロセスでは、窓、天井、床から設備システムに至るまで、これまでの常識を見つめなお

し、東日本大震災以降の環境建築のあるべき姿を追求した。 
 特に、BCP 性能と環境性能は両立し得るものと考え、非常時に必要な建築的機能・設備的機能

を、日常の省エネに活用することを設計の旨とした。 
 

2.1.3 配置計画 
図 2.2 に敷地周辺の様子を、図 2.3 に建物配置図を示す。敷地は都内でも有数の緑地であり、

最大のクールスポットでもある明治神宮の北東に位置している。東京都のデータによれば、この

森からしみ出す風は都心の平均気温より２℃から３℃低い。この風を取り入れられるように東西

に窓を大きく設け、低い日差しを遮るために緑のスクリーンを設けた。この緑のスクリーンは、

オフィスやマンションが密集する街並みに、緑による潤いや四季の変化を与えるとともに、年々

深刻化するヒートアイランド現象を抑制する役割も担っている。これについてはシミュレーショ

ンで事前に効果予測を行い、明治神宮からの風を流すピロティの効果も合わせると、街路では 4℃
ほどの差がつくと予測された。５月の実測でも周辺ビルと比較し 3℃以上低いことが分かり、植

物のための環境を整えることが都市環境にも寄与することを確認している。 
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図 2.2 敷地周辺の様子 

 

 

図 2.3 建物配置図 

 

2.1.4 平面計画 
図 2.4 に本研究対象建物の基準階平面図を示す。平面プランは森からの風が良く通るように、

コアを同等の高さの建物が並ぶ南北に寄せ、視界が開ける東西に窓を設けた。構造をアウトフレ

ームにしてオフィス内の柱を最少にし、その外周のフレームにバルコニーを設け、緑化するとと

もに緑のスクリーンを設けた。 
従来のオフィスレイアウトでは、管理職が窓際に席を取り、スタッフは窓から離れ、オフィス

内での日常の動線は、外が見えない人工照明の空間を行きかうプランが一般的である。PC モニタ

ーに外光が差し込むとブラインドは下げられてしまい外も見えず、窓際の温度設定が優先され、
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スタッフの席は夏でも毛布がいるという光景を知る人も多い。 
 このオフィスでは、レイアウトの基本はひな壇方式だが、これを 180 度回転することで、組織

構成のわかりやすさを保ちつつ、管理職は窓を見ながら仕事ができ、陽射しや温度変化による不

快がなく、ブラインドが閉められることも減るであろうと考えた。 
 さらに、日ごろから窓辺が共有されているので、バルコニーに出ることや、窓を開けることが

特定の人に限られない。バルコニーへの避難も日常の動線と重なっていて安心できる構成になっ

ている。ビルオーナーとすでに入居が決まっていたテナントとの打合せにより、窓辺を通路とす

るレイアウト方式に賛同いただき、より多くの従業員が、ちょっとした移動の際にも窓辺の緑や

景色を楽しみながら移動できるオフィスとなった。これは恒久的な貸し方の基準になっている。 
 

 
図 2.4 基準階平面図 

 
2.1.5 断面計画 
図 2.5 に本研究対象建物の断面図を示す。全フロアに渡り逆スラブ構造とし、ペリメータアイ

ルの形成と避難に有効なアウトフレームとバルコニーの組合せを採用した。バルコニーは植栽の

ための土壌を入れ、室内の床下内部は空調機を納め、落下の懸念のある吊天井を不要にした。広

大な床下空間は、防災用品の収納にも活用できる。また、コンクリートの熱容量が活用しやすく

なり、安定した室内温熱環境の形成、自然エネルギーの蓄熱にも寄与する。 
 この構造形式により天井面はスラブがそのまま放射面になり、天井には点検口も天井照明もな

く、床下からの染み出し空調により、吹き出し口も見えない。最新の空調方式と逆スラブが、窓

の把手や追加できる照明、穴の空いたカーペットなど、操作可能なものを逆に浮かび上がらせ、

利用者にわかりやすい計画となっている。 
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図 2.5 断面図 

 
2.1.6 自律安定型環境建築 
都市においては、ヒートアイランド、都市騒音などの外部環境の影響から、高遮蔽・高断熱・

高気密の外皮に、様々な設備的省エネ技術・内部環境調整技術を組合せる環境建築が創り出され、

数々の名建築が生み出されている。 
 本建物では、これら従来型環境建築の基本を守りながら、ワークプレイスのあり方に踏み込み、

平面計画では「ペリメータアイル」により、外部との緩衝帯を形成し自然エネルギーを活用しや

すくすること、そして断面計画では「リバーススラブ」により、躯体熱容量を活用しやすくする

ことで環境建築の基本骨格を創り、これに建築的・設備的環境技術を肉付けし、変動の大きい自

然エネルギーを自ら和らげたり蓄えたりしながら取り入れ、少ないエネルギーで安定した内部環

境を創り出す「自律安定型環境建築」を構築した。 
図2.6に環境建築の大分類のイメージ図を示す。 これは、環境建築を周囲の外部環境に対して、

開放的であるか閉鎖的であるかによって分類したものである。 
開放型環境建築は、半屋外的な開放性を基本とし、光・熱・風などの自然エネルギーを積極的

に導入するものであり、建築的パッシブ技術を中心に構築される。内部環境は外部環境に左右さ
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れて不安定であり、郊外かつ比較的穏やかな気候特性の場合に成立する。 
一方、閉鎖型環境建築は、高日射遮蔽・高断熱・高気密の外皮を基本とし、良好な外部環境条

件の時に光・熱・風などの自然エネルギーの一部を導入する建築的パッシブ技術を用いるが、設

備的省エネ技術を中心に構築され、内部環境は設備技術で安定化する。 

 
図 2.6  環境建築の大分類イメージ 

 
都市においては、ヒートアイランド、都市騒音などの外部環境の影響から、このような閉鎖型

環境建築が創り出され、数々の名建築も生み出されている。 
 これら閉鎖型環境建築の基本を守りながら、ワークプレイスのあり方に踏み込み、平面計画で

は「ペリメータアイル」により、外部との緩衝帯を形成し自然エネルギーを活用しやすくするこ

と、そして断面計画では「リバーススラブ」により、躯体熱容量を活用しやすくすることで環境

建築の基本骨格を創り、これに建築的・設備的環境技術を肉付けし、変動の大きい自然エネルギ

ーを自ら和らげたり蓄えたりしながら取り入れ、少ないエネルギーで安定した内部環境を創り出

す「自律安定型環境建築」を提案した。そのイメージを図 2.7 に示す。 
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図 2.7 自律安定型環境建築のイメージ 

 
2.1.7 自律安定型環境建築の基本骨格創りと環境･設備技術の肉付け 
(1) 平面計画「ペリメータアイル」 
 従来のオフィスは、インテリア側に通路を配し、ペリメータ側に向かってヒエラルキーを形成

するワークプレイスであった。ペリメータは外部環境の影響や熱負荷が大きいため、これまで、

ダブルスキンやエアフローウィンドウなど、数多くのペリメータレス空調方式が提案されている

2)。本建物では、窓側に通路を配す「ペリメータアイル」とすることで外部環境との緩衝空間を形

成し、働きやすく自然で快適なワークプレイスを生み出すとともに、変動する自然エネルギーを

和らげながら取り入れることを狙った。図 2.8 にその概念図を示す。これにより窓際の個別空調

が不要となり、通風などの自然エネルギーが活用しやすく、省エネで快適な環境を創りやすくし

た。全ての人が移動をする際に窓辺の緑を楽しむことができ、窓やブラインドの操作もしやすい。 
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図 2.8 ぺリメータアイル概念図 

(2) 断面計画「リバーススラブ」 
 従来のオフィスでは、天井を張り、床はＯＡフロアにすることで、ＩＣＴ化ワークプレイスの

ニーズに合わせていた。天井・床とも二重になるため、執務室の天井高が下がり、その構築費も

かさむ。本建物では、図 2.9 に示すようにオフィスの全フロアを逆梁構造とする「リバーススラ

ブ」により、天井は躯体スラブ表しとし、床のみを張ることで構築費を削減するとともに、躯体

熱容量を直接活用することにより、少ないエネルギーで安定した内部環境を創り出すことを試み

た。それに伴い、ペリメータアイルの形成と避難に有効なアウトフレームとバルコニーの組合せ

を採用した。バルコニーは植栽のための土壌を入れ、室内の床下内部は空調ユニットを納め、落

下の懸念のある吊天井を不要にした。広大な床下空間は、防災用品の収納にも活用できる。 
 

 
図 2.9 断面詳細図 
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(3) ７つの環境･設備技術 
 「ペリメータアイル」と「リバーススラブ」で形成した環境建築の基本骨格に肉付けした自律

安定型環境建築を構成する７つの環境･設備技術を図 2.10 に示す。次節でその詳細を述べる。 
 

 
図 2.10 ７つの環境・設備技術 
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2.2 環境･設備計画 

2.2.1 ベジテーションファサード 
図 2.11 に示すように、ワイヤーとチェーンに登攀性つる植物が伝うベジテーションファサード

を構築した。チェーンは鎖型の雨樋をアレンジし、これが灌水装置を兼ね、葉面灌水による蒸散

冷却を行っている。 
 室内の執務者、屋外の一般通行者に対して、日々成長する緑や花による癒しを生み出すばかり

か、外付ブラインド（グリーンブラインド）効果による日射遮蔽、そしてバルコニーと Low-E ガ

ラスの組合せによって緩衝帯を形成し、視覚的にも機能的にもサステナブル建築を具現化する「成

長するファサード」となっている。 
 植物は様々な樹種を組合せ、春から秋にかけて沢山の花を楽しむことができる。また、明治神

宮の森で冷やされた風がエントランスのピロティを通り抜けて、上部のベジテーションファサー

ドとともに建物周囲を涼しくするクールスポット効果も期待できる。 
 

 
図 2.11 ベジテーションファサード 

 
2.2.2 再生可能エネルギー利用熱源システム 
本研究対象建物の環境・設備技術の BCP 性能・環境性能を支えるのが、図 2.12 のエネルギー

フローに示す太陽熱とコージェネ（CGS）排熱を組合せた再生可能エネルギーを利用する熱源シ

ステムである。このシステムの核となるのが吸着式冷凍機であり、今まで冷凍機のエネルギー源

として活用できなかった低温熱を利用する。 
 冷熱源は太陽熱温水器温熱、CGS 排熱で駆動する吸着式冷凍機を、温熱源は太陽熱温水器･

CGS 排熱をメイン熱源とし、サブ熱源として空気熱源ヒートポンプの冷水及び温水運転で補う計

画とした。 
 図 2.13 に熱源システムの全体フローを示す。吸着式冷凍機は 太陽熱温水器の温熱で駆動する 
ADR-1 とマイクロコージェネレーション（MCG）の排熱で駆動する ADR-2 の２系統としてい

る。 
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メインとサブの容量比率は約２：８であるが、前述の様々な環境 計画の工夫により、年間では

メイン熱源である吸着式冷凍機の稼働率を高めることができる。なお、吸着と脱着を数分毎に入

れ換えて冷凍サイクルを形成する吸着式冷凍機の特性上、冷水取り出し温度がそのサイクルに合

わせて若干上下する。二次側への供給には、バッファーとして機能する冷水タンクを介すること

で、安定した温度で供給可能となっている。一方、温熱源は、太陽熱温水器の温熱、MCG の排熱

を優先し、空気熱源ヒートポンプの暖房運転で補う計画とした。また、冷熱源の運用は、太陽熱

利用が期待でき、電力負荷が高く CGS 排熱利用ができる 9 時から 16 時は吸着式冷凍機を優先し

て運転し、外気温度が低下する早朝・夜間は空気熱源ヒートポンプを運転し、熱源システム効率

の向上を図る計画とした。 

 

図 2.12 吸着式冷凍機廻りのエネルギーフロー 

 

 

図 2.13 熱源システム全体フロー 
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2.2.3 天井スラブ放射・床染出併用空調システム 
 リバーススラブのコンクリート上部に冷水・温水を流す配管を敷設し、躯体そのものを空調要

素として用いる天井スラブ放射空調と、リバーススラブによって出来た床下空間に空調機を収納

し、空調空気を穴空きタイルカーペットから染み出させる床染出空調を併用した。この空調シス

テムは、従来の天井放射パネル式と比べて低コストで構築でき、視覚的にも機能的にも建築空間

の中に完全に統合され、安定した温熱環境と快適性を創り出す環境･設備技術と言える。 
図 2.14 に空調システムの概要を、図 2.15 にオフィス基準階の内観を示す。躯体スラブの上部

に敷設した架橋ポリエチレン管に冷水・温水を流し、躯体蓄熱型 TABS による放射空調を行う。

送水温度はブリードイン方式で可変することで（下限送水温度 14℃）、躯体温度（躯体に埋設し

た温度センサー（PT100）の温度）を一定（19℃）に制御する。 
また、逆梁構造による深い床下空間（深さ約 1000mm）には FCU に加えて、地下階のヒート

ポンプ型デシカント外調機の吹出口を設け、床染出空調（給気温度 20℃）を併用して行う。天井

スラブ放射空調は温熱環境を安定化しベース空調を行う役割、床染出空調は外気の供給と温湿度

を微調整する役割を分担する。 
なお、グリーンファサード、バルコニー、Low-E ガラス、ペリメータアイルを組み合わせた熱

的緩衝帯を形成し、さらにペリメータ部の天井スラブ躯体の自律的な吸熱効果を期待することで、

ペリメータ空調レス化を図る計画とした。 
 
 

 

図 2.14 空調システム 
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図 2.15 オフィス基準階の内観 

 
2.2.4 自然換気･ダイレクトナイトパージシステム 
図 2.16 に示す自然換気の要所となる窓には、室内外温湿度、降雨条件、外部風速条件等により

自然換気の有効／無効を判断し、自動開閉させる機構を設けた。屋外の状況がわかりにくい執務

者にとって、この機構は自然換気が行えるかどうかのサイネージの役割を果たす。他の窓は、住

宅で馴染みのあるプリーツ網戸を備えた引き戸として、執務者の判断で開閉する。窓解放時は、

外調機からの外気供給と空調は停止する。図 2.17 に自動換気窓と手動換気引き戸の様子を示す。 
 自動開閉は外気温度の低い執務時間外の夜間・早朝にも行い、熱容量の大きいコンクリートの

天井に直接蓄熱するダイレクトナイトパージを実現した。この手法は、外部騒音が大きい都市型

オフィスにおいて、自然換気の効果を引き出す環境･設備技術の一つである。 
 

 

図 2.16 換気窓の位置 
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図 2.17 自動換気窓と手動換気引き戸 

 
2.2.5 地熱利用外気供給システム 
図 2.18 に示すように、外気供給は、クールヒートチューブと井水及び雨水の熱利用による外気

予冷／予熱を行った上で、ヒートポンプデシカント外調機で調温・調湿して行うシステムとした。

これにより、室内二次側空調は顕熱処理が主体となるため、二次側冷水温度レベルを緩和するこ

とができ、吸着式冷凍機による中温度冷水供給システムを成立させることができる。 
 雑用水は、新たに掘削した井戸からの井水、屋上に降った雨水を原水としている。井水の水温

は年間を通じて安定しており、雨水と共に外気の予冷・予熱の熱源として利用した後に雑用水と

して用い、非常時の BCP 性能と日常の環境性能を両立させている。雑用水槽は非常時想定 3 日

分の容量を持たせ、さらに非常時は井水の補給も可能である。可搬型浄水器を用いて井水をろ過

し、上水として供給することも可能としている。また、下水道の途絶にも対応するため、非常用

排水槽を設けている。 
 

 
図 2.18 地熱利用外気供給システム 



第 2 章 躯体熱容量活用型建築の計画･設計と基本性能の検証 

46 
 

2.2.6 タスク＆アンビエント照明システム 
リバーススラブを生かし、タスク＆アンビエント一体型のデスク照明を採用した。スラブ現し

天井にはライティングレールを施し、必要に応じて補助照明器具を取り付けることができるアダ

プタブル照明システムとして省コスト化を図りながら、オフィスのフレキシビリティを確保して

いる。その様子を図 2.19 に示す。 
 また、サーカディアンリズムによる照明照度･色温度の制御を行っており、快適性と省エネを両

立させている。 
 

 
図 2.19 タスク&アンビエント一体型照明とアダプタブル照明 

 
2.2.7 環境インフォメーションシステム 
中規模オフィスでありながら地下鉄接続を行う特徴を生かし、図 2.20 に示すように地下鉄地上

出入口にサイネージディスプレイを設置し、省エネ、環境負荷削減、省 CO2 化の取り組みやその

効果を、組織内に限定せずに広く一般の地下鉄利用者に表示し、環境技術を普及･波及･啓発する

インフォメーションシステムを構築した。 
 そのテーマは「コープ共済プラザの７不思議」( 英題:Seven Wonders of COOP Kyosai Plaza)
として、子供から大人まで、外国人を含めて楽しめる内容にしている。 
 

 
図 2.20 環境インフォメーションシステム 



第 2 章 躯体熱容量活用型建築の計画･設計と基本性能の検証 

47 
 

3. 室内環境の快適性・安定性の検証 

3.1 室内環境実測の概要 

 本研究では、運用開始初年度（2015 年度）から自律安定型環境建築の核となる躯体の熱容量を

活用した天井放射空調システムの性能検証を主たる目的として環境実測を行った。表 2.3 に実測

機器･計測項目を、表 2.4 に実測期間と内容を、図 2.21 に実測機器配置平面を、図 2.22 に実測機

器配置断面を示す。 
 

表 2.3 実測機器・計測項目 

 
 

表 2.4 実測期間と内容 
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図 2.21 実測機器配置平面図 

 

 
図 2.22 実測機器配置断面図 

 

 

3.2 実測による温熱環境の快適性・安定性の検証 

 本建物の基本性能として、執務空間の温熱環境の快適性・安定性を検証するため、運用初年度

となる 2015 年度の夏期、中間期、冬期に、室内温熱環境の実測を行った。 
 天井スラブ放射空調及び床染出空調の運転時間は、各期とも 8:45 から 18:00 まで、中間期は表

2.5 に示す条件により、6:00 から 19:00 まで自動換気窓が開閉され、自動換気窓開放時は両空調

を停止する設定とした。 
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表 2.5 自動換気窓開閉条件 

 

 

(1) 室内温度 
 図 2.23 に夏期代表日の室内温度、中間期代表日の室内温度と窓開放率、冬期代表日の室内温度

を示す。 

 
図 2.23 夏期代表日の室内温度（上段）、中間期代表日の室内温度と窓開放率（中段）、冬期

代表日の室内温度（下段） 
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 夏期及び冬期空調時の室内温度変化は、ほぼ同様の傾向を示している。0:00 から 8:45 まで変

化が少なく、始業と共に室内温度は上昇し、午後になるにつれ均一となり、安定した室内温度と

なる。ペリメータ（西線路側、東道路側）とインテリア（執務室中央側）との室内温度差は概ね

1℃以内に収まっている。これらのことは、室内に現しになっている天井スラブの熱容量が室内温

度の安定化に寄与していると考えられる。 
 中間期の自然換気システム運用時に、線路側は約 15％、道路側は約 5％の窓が開放されている。

始業前に窓を開放することで室内温度が約 2℃低下し、ダイレクトナイトパージの効果が表れて

いる。始業後は外気温の上昇及び室内負荷の増加に伴って室内温度は上昇し、以後室内温度は安

定している。 
(2) 上下温度分布 
 図 2.24 に各期代表日の時間別上下温度分布を示す。夏期は始業直後から終業まで 25～ 26℃と

均一な上下温度分布であり、放射空調のため天井面の温度は 24℃となっている。床染出空調によ

る上下温度の差は確認されなかった。中間期では、始業前に窓を開放することから、9 時の上下

温度にばらつきがあり、15 時には外気温度や外気風の影響により 27 ～ 28℃とやや室内温度は

高く上下温度にムラが生じていることが確認される。冬期では始業後の下部温度は低いが、時間

が経過するにつれ上下温度分布は均一になった。 
 

 
図 2.24 各期代表日の時間別上下温度分布 

 

(3) 温熱環境分布 
 図 2.25 に期間別の執務時間内の温熱環境分布を示す。天井スラブ放射空調を行っている夏期及

び冬期は、温熱環境が集中して分布し安定していることがわかる。中間期は自然換気システムの

運用により、温熱環境が広範囲に分布しているが、概ね良好な温熱環境が形成されていると言え

る。 
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図 2.25 期間別の執務時間内の温熱環境分布 

 

(4) 平均風速分布 
 図 2.26 に各期代表日の平面風速分布を示す。空調時の夏期、冬期では、室内の風速は 0.1 m/s
以下となり、気流はほとんど感じられない。中間期の窓開放時は窓側の風速がやや高く、道路側

は 0.25 ～ 0.3m/s、線路側は 0.12 ～ 0.15m/s であった。 
 

 
図 2.26 各期代表日の平面風速分布 
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(5) 表面熱流束 
 天井スラブ放射空調の基本的な躯体熱挙動を把握するため、スラブ表面の熱流束を計測した。

熱流束計は天井面、床内部、床表面の 3 箇所に設置し、上向きの熱流を正とした。 
 図 2.27 に各期の各表面における熱流束の経時変化を示す。夏期は天井面の熱流量は時間と共に

増加し、最大値は 17:00 に発現している。中間期は始業前の自動換気窓の開放によって室内温度

は低下し、最大で約 10W/m2 の熱流束でスラブ内へ蓄冷され、10:00 頃からスラブ内へ蓄冷され

た冷熱が放熱されており、ナイトパージによる自然エネルギーの躯体蓄熱が確認された。 

 

図 2.27 各期の各表面における熱流束の経時変化 
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3.3 執務者アンケートによる運用実態の把握と検証 

 運用開始から１、２年目の夏期・冬期・中間期に、執務者に対してアンケート調査を行い、空

調システム・自然換気システムの運用実態を把握し、快適性を維持しつつ省エネルギー性を高め

る運用の課題抽出と改善に取り組んだ。 
 アンケート調査は、１年目はオフィス基準階１フロア、２年目は４フロアの執務者を対象とし

て、室内環境の快適性の評価、空調に関する満足度、自由記述による執務者の要望把握などを行

った。特に２年目は大幅な執務者増員が行われ、他の一般的な対流空調を行っているオフィスか

ら、コープ共済プラザに移動してきた執務者に対して、従来とは異なる環境への受容度の把握を

行った。 
 図 2.28 に示す１年目のアンケート調査では、室内の快適性、空調の満足度が高いことがわかっ

たが、表 2.6 に示す自由記述により、夏期の湿度設定、中間期自然換気時の外部騒音、冬期の足

元の冷えなどの問題点を抽出した。 
 

 

 
図 2.28 １年目の快適性評価、空調の満足度調査結果 
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表 2.6 １年目の自由記述 

 
 

 図 2.29 に示す２年目のアンケート調査では、一般的な対流空調を行っているオフィスから移動

した執務者に実施し、問題点の改善により、従来の対流空調と比較しても快適性が高いことを確

認した。 

 

図 2.29 ２年目の空調システムに関するアンケート結果 
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3.4 自然換気システム･ダイレクトナイトパージの検証 

 2015 年度の中間期における自然換気システムは、執務時間内に表 2.5 の条件で運用を行った。

その結果、前項の執務者アンケート結果の通り、外部騒音による執務環境悪化が明らかになった。

そこで、2016 年度は自然換気システムのより良い運用として、「温熱環境」「気流環境」「音環境」

を損なうことなくその効果を発揮させるため、始業前 6:00 ～ 8:45、昼休憩時間 11:30 ～ 13:30、
終業前後 17:00 ～19:00 に表 2.5 の条件で自動開閉する運用を試み、室内環境実測及びアンケー

ト調査を行った。 
(1) 室内温度 
 図 2.30 に代表日の室内温度と外気温度を示す。自動開閉を行う始業前（6:00 ～ 8:45）は、夜

間の室内温度 25℃から約 2℃下がり、執務時間中は 26 ～ 27℃を保っており、躯体の熱容量を活

用したナイトパージが確認できた。 

 
図 2.30 代表日の室内温度と外気温度 

 

(2) 風速分布 
 図 2.31 に中間期ナイトパージ時（7:00）における平面風速分布を、図 2.32 に中間期代表日に

おける時間別（始業前・午前執務中・昼休憩時間・午後執務中）の断面風速分布を示す。平面風速

分布から、クロスベンチレーションによる風の道が確認できる。断面風速分布から、始業前の外

気温度の低い時間帯では、風速約 0.15m/s の気流が床面近傍を室内中央部まで流れている。執務

時間中の室内中央付近の気流はほとんど感じられないレベルである。西ペリメータ付近の風速は

約 0.15 ～ 0.18m/s、東ペリメータ付近の風速は約 0.12m/s の気流があるが、ペリメータアイル

により、執務に支障はないと考えられる。 

 
図 2.31 ナイトパージ時の平面風速分布 
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図 2.32 代表日の時間別断面風速分布 

 

(3)アンケート調査 
 図 2.33 に示す中間期自然換気時のアンケート調査では、自動換気窓の運用時間変更により自然

換気システムと省エネへの理解度が高まり、快適性向上にもつながっている。 
 

 

 

図 2.33 中間期自然換気時のアンケート調査結果 
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3.5 自然換気時の音環境の検証 

 前節では中間期における自然換気システムに対する室内温熱環境と執務者評価について述べた

が、外部騒音の大きい敷地では自然換気により室内の音環境が問題となることが懸念される。 
そこで、本節では自然換気を採用したオフィスでの音環境および執務者が音環境についてどの

ように感じているのかを調査した。 
(1) 音環境に関するアンケート調査 
執務者が窓開放時の室内の音環境に関してどのように感じているかを把握するため、執務者 59 

名（線路側：28 名、道路側：21 名）に対してアンケートを行った。その結果を図 2.34 に示す。 
アンケート結果から、道路側の席では窓を開いているときに 86% の方が騒音を気にしている

ことがわかった。気になる音の種類としては「車」が 64% と最も多かった。一方、線路側の席で

は窓を開けていても騒音が気にならないと答えた人が 43% であった。また、窓を閉めている状態

で音が気になると回答した人は線路側で 20％、道路側で 43% であり、主な騒音源は「車」と「室

内の人の声」となっていた。 
自然換気の際に、特に道路側で騒音が気になる人が多いことがわかった。 

 

 
図 2.34 中間期自然換気時の音環境に関するアンケート調査結果 

 

(2) 騒音レベルの測定と騒音の不快申告 
執務室における 1 日の騒音レベルの変動を測定すると共に、窓開放率、音の種類と執務者によ

る騒音の不快申告の実態調査を行った。測定した項目と使用機器を表 2.7 に示す。調査は 10 月
の平日の勤務時間中に行い、物理量と執務者の申告の関係を分析した。 
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表 2.7 測定項目と使用機器 3) 

 
 

代表日１日の騒音レベルと不快申告結果を図 2.35 に示す。線路側では 1 日を通して窓が開い

ていたが、10：00 から 11：00 の騒音レベルが比較的高くなっており、不快申告もその間に集中

していた。録音した音を確認したところ、その時間帯に工事作業音が確認できた。一方、道路側

では窓を開けた 13：00 ごろから室内の道路側の騒音レベルが増加し、不快さが申告されるよう

になった。こちらも録音した音を確認したところ、不快さが申告されたのは、バイクの走行音、

工事作業音、救急車のサイレンが聞こえた瞬間であった。また、道路側の自然換気窓を開けた際、

線路側の執務空間の騒音レベルはほとんど変化しなかった。 
 

 

図 2.35 代表日１日の騒音レベルと不快申告結果 

 

図 2.36 に窓全閉時と開放時の不快申告回数の 17 日間の累計を全閉の時間、開放の時間でそれ

ぞれ割った値を示す。本図に示す通り、窓解放率 0% の際にも不快さが申告されており、自然換

気による外部騒音の大きさと不快申告回数の多さは一致していない。 
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図 2.36 窓開放率と不快申告回数の関係 

 

(3) 測定点、執務者の有無、窓の開放率による外部騒音レベルの違い 
測定点、執務者の有無、窓の開放率による外部騒音レベルの違いを把握するために、表 2.8 に

示す条件で 5 分間の等価騒音レベルを測定した。測定点と測定結果を図 2.37～図 2.39 と表 2.8 に

示す。図 2.38 からわかるように開放率 0% の時の室内騒音レベルは両側とも 40dB 程度となって

いるが、窓開放時は線路側で約 50dB、道路側で約 65dB となっており、道路側の方が騒音の大き

い環境であることがわかった。また、窓開放率が 0% と 10% の時では鉄道側で約 10dB、道路側

で約 25dB 程度の差があったが、開放率が 10％以上のときは開放率が増加しても室内騒音レベル

に大きな差は見られなかった。 
図 2.39 に執務者の有無と窓の開閉による室内騒音レベルの比較を示す。窓全閉時の執務者の有

無を比較すると、両側とも執務者有りの方が、15dB 程度騒音レベルが増加している。これは本研

究対象の執務空間では、軽い会話や電話対応の声などが多く発生しているためであると考えられ

る。また、道路側では窓全閉・執務者有りの時と比べて窓開放時の方が、25dB 程度室内騒音が大

きくなっており、外部騒音の影響が室内で発生する音の影響を 10d B 程度上回っていた。一方線

路側は窓開放時の音が窓全閉・執務者有りの時よりも 5dB 程度下回る結果となり、執務者の影響

よりも外部騒音の影響が小さいことがわかった。 
 

表 2.8 測定項目と結果 
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図 2.37 執務空間平面図と騒音レベル測定点 

 

 

図 2.38 窓開放率と室内の 5 分間等価騒音レベル 

 

 

図 2.39 執務者による発生音と外部騒音の影響の比較 
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3.6 従来型対流式空調システムとの温熱環境の比較検証 

 3.2 節で明らかにした通り、本建物の天井スラブ放射空調システムは、天井スラブ現しによる躯

体の熱容量の影響により、従来の対流式空調システムとは異なる室内温熱環境特性を持っている。 
 その特性の違いをさらに検証するために、従来型対流式空調システムを備える建物に対して、

夏期において本建物と同様な温熱環境実測による比較検証を行った。表 2.9 に比較対象建物の概

要を示す。東京都中央区にある比較対象建物は、都心に位置する中規模ビルであり、一般的な天

井隠蔽型ビル用マルチパッケージ空調機が導入されている。室内設定温度は、執務者が室中央に

設置されたリモコンを操作することで変更可能であり、風量・風向の変更も行うことができる。 
 

表 2.9 比較対象建物の概要 

 
 

 本建物の 4F、比較対象建物では 6F を実測対象エリアとし、2.1 節で示した機器を使用した。

比較対象建物における実測機器設置箇所を図 2.40 に示す。実測機器設置位置は本建物に倣った。 
 以下、本章おいて、本建物は「放射空調」、比較対象建物は「対流空調」と記す。 
 

 

図 2.40 比較対象建物の実測機器設置位置 

(1) 室内温度の比較 
 図 2.41 に代表日における 1 時間の平均室内温度を箱ひげ図で示す。放射空調では、室内温度

は緩やかに上昇し執務時間中は約 26.5℃を保っている。空調が停止する 17:00 からの室内温度は

緩やかに低下していき、夜間は躯体の蓄えられた冷熱が放熱されることで、執務時間中よりも低

い 26℃の室温に保たれている。一方、対流空調では、空調稼動時において場所ごとに温度のばら

つきが生じ、空調停止することで室内温度は上昇している。 
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図 2.41 代表日の平均室内温度の比較（上段：本建物、下段：比較対象建物） 

 

(2) 温熱環境分布の比較 
 図 2.42 に執務時間（9:00～17:00）の温熱環境を ASHRAE Standard 55-2013 Graphic Comfort 
Zone Method 上に示す。破線で示す領域は着衣量 0.5 clo の条件における SET* 基準の熱的受容

域である。放射空調時の温熱環境分布は対流空調に比べ集中して分布している。 

 

図 2.42 室内温熱環境分布の比較（上段：本建物、下段：比較対象建物） 
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(3) 室内風速の比較 
 図 2.43 に風速の 1 時間平均値に対する DR 3)（ドラフト感に関する不満足者率）の関係をバブ

ルチャートで示す。放射空調では、執務時間の風速は 0.06 m/s の割合が最も多く DR も 5% 未
満と執務者に不満を与えることのない静穏な室内環境であるこが確認された。対流空調では、執

務時間の風速は放射空調時より高く、時間と場所によって風速が高いところが存在する。 
 

 
図 2.43 室内風速の比較（上段：本建物、下段：比較対象建物） 

 

(4) 等価温度の比較 4) 
 気流環境を含めた総合的な温熱環境の分布と変動を捉えるために、Madsen の等価温度 5) によ

る評価を行った。等価温度は、実際の環境下で人間の顕熱損失と等量の熱損失を生じる均一環境

の温度であり、式(1)(2)で定義されている。均一環境とは、空気温度と平均放射温度が等しく、静

穏気流、上下温度分布のない環境を意味する。 
 

                    (1)                 (2) 

 

 teq：Madsen の等価温度[ºC] to：作用温度[ºC] tr ：平均放射温度[ºC] Icl：着衣量 0.5 clo 

 tr ：乾球温度[ºC] V：気流速度[m/s] 

 

図 2.44 に代表日２日間の平均等価温度の比較を示す。放射空調の等価温度は、執務時間外の夜

間から下降を始め早朝に最も低い値を記録した後に正午過ぎにかけて上昇する。これは、執務時

間外の冷水供給停止後であっても、執務時間中に蓄熱された躯体が人体・照明・機器負荷の少な

い室内に放熱を続けるからである。対流空調の等価温度は、早朝に空調が稼働することで下降し、

夜間は空調停止に伴い上昇しているが、執務時間中の挙動は上下変動の振幅が顕著に大きい。 
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図2.44 代表日２日間の平均等価温度の比較 

 

 図 2.45 に等価温度の発生頻度の比較を示す。対流空調では裾野の幅が広く、頂点が低い分布を

形成しているのに対して、放射空調は裾野の幅が狭く頂点が高く形作られることから、安定した

温熱環境を創出していることを確認した。 
 

 
図2.45 等価温度の発生頻度の比較 
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(5) 温熱環境の空間分布と時間変動の経時変化 
 図 2.46 に温熱環境の空間分布と時間変動の経時変化を示す。横軸に平面的な等価温度の設定目

標値と実環境の乖離を、縦軸に平面的な等価温度の標準偏差を示している。 
 放射空調の等価温度は、早朝に最も低い側に位置している。執務時間中は正午過ぎにかけて等

価温度の平面的な分布は小さいながらも、緩やかに上昇し、その後は非常に安定した温熱環境を

実現している。この推移は躯体蓄熱を介する放射空調の典型的な特徴であると言える。 
 一方、対流空調の場合、執務時間外の空調停止時には、等価温度が設定目標値よりも高い側に

乖離しており、また平面的な標準偏差が低い右下の位置に分布が集中している。空調稼働時の日

中は、等価温度が設定目標値付近に推移するのと同時に平面的な標準偏差は高くなるが、ビル用

マルチパッケージ空調機を用いた対流空調ついてはその傾向が顕著であり、さらに設定目標値と

の乖離は暑い側から寒い側にかけて大きく変動している。 
 

 
 

図2.46 等価温度の発生頻度の比較 
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(6) 天井表面温度分布の比較 
 本建物の放射空調で用いられる熱容量の大きいコンクリート天井の熱特性の検証を行うため、

熱容量の小さい岩綿吸音板天井の表面温度との比較を行った。比較対象建物として対流空調で岩

綿吸音板天井を用いている建物の表面温度の撮影を行った。図 2.47 に天井表面温度の熱画像の比

較を示す。放射空調の天井表面温度は全体的に均一で安定した温度分布であるが、対流空調の天

井表面温度は、温度が高い所と低い所が点在しており、吹き出し口周辺の天井表面温度は約 22℃、

照明付近の天井面は約 27℃と約 5℃の温度差が生じている。 
 

 

図2.47 天井表面温度分布の比較（上段：本建物、下段：比較対象建物） 

 

  



第 2 章 躯体熱容量活用型建築の計画･設計と基本性能の検証 

67 
 

4. 建物全体のエネルギー消費傾向の検証と熱源システムの運用手法検討 

 都市型のオフィスビルにおいて、吸着式冷凍機を用いた太陽熱などの低温温熱利用の熱源シス

テムの運用事例は見られない。本研究建物では、2015 年 5 月の運用開始以来、BEMS データを

活用して、システム特性の把握、エネルギー消費傾向の検証、システム・機器の効率を検証し、

運用改善を行った。また、本研究建物の TABS のサブシステムである吸着式冷凍機システムの運

用方法を確立するため、計算モデルを作成して検討を行った。 
4.1 エネルギー消費傾向の検証と熱源システムの運用改善 

(1) 熱負荷 
 図 2.48 に 1 年間の熱負荷デュレーションカーブ（熱源別）を示す。冷房負荷の CGS 及び太陽

熱はそれぞれ CGS 排熱と太陽熱を吸着式冷凍機で冷熱に変換した量である。ただし、本図には

デシカント外調機で処理した外気負荷は含めていない。熱源の容量比では空気熱源ヒートポンプ

が大きいが、CGS 排熱および太陽熱を優先的に運転させるため、製造熱量では比率が逆転する。 
 

 
図2.48 1年間の熱負荷デュレーションカーブ（熱源別） 
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(2) 熱源システム効率 
 図 2.49 に月積算の冷温熱製造熱量と一次エネルギー消費量の推移を示す。年間熱源システム

COP は 0.84 となった。 
 

 

図2.49 月積算冷温熱製造熱量と一次エネルギー消費量の推移 

 

 空気熱源ヒートポンプは比較的負荷が高く安定して稼働できる夏期に効率が高く、低負荷運転

の多い冬期に効率が低い。このため、ヒートポンプの暖房運転の制御を見直して運用改善を図っ

た。図 2.50 に熱源システム全体の暖房負荷の発生頻度を示す。太陽熱集熱器と CGS 排熱による

定格加熱能力はそれぞれ 200kW 程度であるため、いずれかが稼働していれば全体の 80% 強の

時間では空気熱源ヒートポンプの稼働は不要であることがわかる。従って、2015 年冬季の空気熱

源ヒートポンプの低負荷運転は、熱量不足に起因するものではなく、やや甘めの増段判定による

ものであることが示唆された。 
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図2.50 暖房負荷発生頻度 

 

図 2.51 に 2015 年と 2016 年の冬の熱源別の温熱製造比率を示す。増段制御の調整により不要

な空気熱源ヒートポンプの運転が抑制され、太陽熱集熱器による熱製造割合が上昇したことが確

認できた。 
CGS および太陽熱集熱システムは、温熱の直接利用が可能な冬季に効率が高く、吸着式冷凍機

による冷熱変換が必要な夏季に効率が低い。 
 

 

図2.51 熱源別温熱製造比率（2015年と2016年） 

 

 図 2.52 に、吸着式冷凍機の月積算投入熱量、製造冷熱量、COP の推移を示す（2016 年度夏）。 
ADR-1 は太陽熱利用系統、ADR-2 は CGS 排熱利用系統である。いずれの系統も月積算では

COP は安定しており、定格性能値である 0.47 に近い効率で運転が行われていることが確認でき

る。 
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図2.52 吸着式冷凍機の月積算投入熱量･製造冷熱量･COP 

 

(3) 熱源一次システムの一次エネルギー消費量 
図 2.53 に熱源一次システムの月積算の一次エネルギー消費量の推移を示す。本計画では外気

処理にデシカントシステムを導入したため、熱源として CGS 排熱とヒートポンプに加えてデシ

カント空調機の動力（一括計測のためファン動力を含む）を計上した。補機類は、一次ポンプ類

（太陽熱集熱系統を含む）、二次ポンプ、冷却塔、放射冷暖房システム循環ポンプである。CGS 
排熱の製造に費やしたガス量は、式(3)を用いて計算した 6)。年間での一次エネルギー消費量は

455 MJ/(m2· 年)となった。 
 

                                                             (3) 
 

 

図2.53 熱源システムの月積算一次エネルギー消費量 
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(4) 建物全体の一次エネルギー消費量 
 図 2.54 に建物全体の月積算一次エネルギー消費量の推移を示す。夏季と冬季に小さな山があ

り、若干の季節性が確認できる。年間ではガスが 241 MJ/(m2·年)、電気が 662 MJ/(m2·年)、合計

で 902 MJ/(m2·年)となった。電気の内、コンセントが 79 MJ/(m2·年)であり、これを除くと年間

で 824 MJ/(m2·年)である。 
 オフィス用途の年間一次エネルギー消費原単位は、設計時に参照した CASBEE2010 年版によ

れば 1,936MJ/(m2·年) 、非住宅建築物の環境関連データベース（DECC）7) によれば 1,684 
MJ/(m2· 年)（自社ビル・含コンセント）、( 財) 省エネルギーセンターの統計調査 8) によれば

1,480 MJ/(m2· 年)（自社ビル・除コンセント）であり、従来のオフィスの 50%前後の消費エネル

ギー量であると言える。 
 

 

図2.54 建物全体の月積算一次エネルギー消費量 
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4.2 計算モデルによる熱源システムの運用法検討 

 本施設にはマイクロコジェネレーションシステム（以下 MCG と表記）を用いた冷温水供給系

統と空気熱源ヒートポンプ（以下 HP と表記）による冷温水供給系統がある。両系統の同時起動

が不要な低負荷時に、いずれの系統を優先的に起動すべきかは、外界条件や電力およびガス料金

などに依存する。本節ではエネルギーフロー計算モデルを作成し、MCG と HP の起動判定を行う

方法を検討した。 
作成する計算モデルの対象とする熱源システムの系統図を図 2.55 に示す。冷却運転時には、

MCG 排熱はプレート熱交換器（以下 HEX と表記）を介して吸着式冷凍機（以下 ADR と表記）

に供給される。加熱運転時には HEX を介して温水として 2 次側に供給される。HP は 5 台構成

であり、2 次側に直接に冷水または温水を供給する。 
 

 
図2.55 計算対象とする熱源システム系統図 

 

図 2.56 に代表日における受電電力量と MCG 発電量の推移を示す。MCG の定格発電出力は

35kW であり、日中であれば 4 台稼働としても電力需要を上回ることが無いことがわかる。しか

し現実には図 2.56 に示したように連続的に起動させる運用とはしていない。発電によって得ら

れる電力と排熱による冷熱を総合的に評価した上で HP 系統との経済性の優劣などを判断するこ

とが難しいため、運用方法の試行錯誤を行っていることがわかる。 

 

図2.56 受電電力量と発電量の推移（2015.08.12） 
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以上のような運用実態を踏まえ、MCG 系統と HP 系統の優先運転順位を判断するためのエネ

ルギーフロー計算モデルを作成し、感度分析を行った。 
4.2.1 計算モデルの作成 

(1) 冷房運転時 

図 2.57 に冷房運転時の両系統のエネルギーフローを示す。E は電力、Q は熱、G はガスであ

る。 
 MCG を運転した場合には MCG に対して GMCG [Nm3/h]のガスを投入するとともに、冷却

塔、冷却水ポンプ、熱源水ポンプに対してそれぞれ ECT [kW]、EPcd [kW]、EPhw [kW]の電力を

投入する。この結果として Qchw,ADR [kW]の冷熱と EMCG [kW]の電力を得る。ここで電力フラッ

トレートを CE [円/kWh]、ガスフラットレートを CG [円/Nm3]とすれば、1 単位の冷熱を得るた

めに必要なコスト CMCG [円/kWh]は式(4)で計算できる。なお、冷水ポンプは MCG と HP とで等

しく必要となる機器のため、計算対象とはしない。 
 

 

図2.57 冷房運転時の経済性比較検討システム（左：MCG使用時 右：HP使用時） 
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MCG の発電効率を COPMCG-E [-]、廃熱効率を COPMCG-H [-]とし、ADR の COP を COPADR [-]
とする。また、冷却塔と冷却水ポンプに 1 単位の電力を投入することで得られる冷却水熱量を

COPcd [-]とする。同様に熱源水ポンプに 1 単位の電力を投入することで搬送可能な温水熱量を

WTFhw [-]とする。これらを式(4)に代入すると冷熱 Qchw,ADRが消去されて式(5)に示すように

CMCGを機器の効率のみで表現することができる。ただし、HG は都市ガスの高位発熱量であ

り、45.6 MJ/Nm3とする。 
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HP を運転した場合には HP に対して EHP [kW]の電力を投入し、Qchw,HP [kW]の冷熱を得る。

HP の COP を COPHP [-]とすれば 1 単位の冷熱を得るために必要なコスト CHP [円/kWh]は式(6)
で計算できる。 
 

𝐶𝐶𝐻𝐻𝑃𝑃 =
𝐶𝐶𝐸𝐸 ∙ 𝐸𝐸𝐻𝐻𝑃𝑃
𝑄𝑄𝑃𝑃ℎ𝑤𝑤,𝐻𝐻𝑃𝑃

=
𝐶𝐶𝐸𝐸

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐻𝐻𝑃𝑃
 (6) 

 

式(7)で表される CMCG/HP [-]は図 2.57 の左右の両システムで 1 単位の冷熱を製造するために必

要なコストの比率であり、これが 1.0 を下回る場合には MCG を運転する方が有利となる。 
 

𝐶𝐶𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀/𝐻𝐻𝑃𝑃 =
𝐶𝐶𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀
𝐶𝐶𝐻𝐻𝑃𝑃

 (7) 

 

(2) 暖房運転時 
図 2.58 に暖房運転時のエネルギーフローを示す。冷房運転時とは異なり、MCG の排熱を吸着

式冷凍機に投入せず、直接に 2 次側に供給する。 
 

 

図2.58 暖房運転時の経済性比較検討システム（左：MCG使用時 右：HP使用時） 
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𝐶𝐶𝐻𝐻𝑃𝑃 =
𝐶𝐶𝐸𝐸 ∙ 𝐸𝐸𝐻𝐻𝑃𝑃
𝑄𝑄ℎ𝑤𝑤,𝐻𝐻𝑃𝑃

=
𝐶𝐶𝐸𝐸

𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐻𝐻𝑃𝑃,ℎ
 (10) 

 

式(9)と式(10)を式(7)に代入して整理すると式(11)が得られる。式(11)右辺の括弧内が 0 を下回

り、式(12)が成立する場合には HP の効率 COPHP,hの如何によらず、常に MCG の運転が有利と

なる。例えば、式(12)を電力フラットレート CEについて解き、ガスフラットレートを 130 円

/Nm3、発電効率を 33%とすると 31.1 円/kWh となり、電力フラットレートが 31.1 円/kWh を上

回れば、熱源効率によらず、常に MCG の運転を優先することが経済的である。 
 

𝐶𝐶𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀/𝐻𝐻𝑃𝑃 =
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𝐶𝐶𝐸𝐸

− 𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝐶𝑀𝑀𝑀𝑀−𝐸𝐸 < 0 (12) 

 

(3) パラメータ設定 
 式(5)、式(6)、式(9)、式(10)に示した各種のパラメータは下記の通り設定した。 
・COPCG-Eと COPCG-H 
 MCG の定格発電出力は 35 kW であり、燃料消費量は 103 kW である。ただし 0.92kW の補

機消費電力があるため、これを差し引いて発電効率は COPCG-E =(35-0.92)÷103≈33.0%とした。

定格の温水廃熱量は 52.5 kW であるが、現実には放熱ロスが存在する。このロスの比率を 5%と

仮定して廃熱効率は COPCG-H =52.5×(1-5%)÷103≈ 48.4%とした。 
・COPADR 
 ADR の冷凍能力は 95 kW、投入温水量は 185 kW であるため、定格の COP は 95÷185≈0.51 で

ある。しかし、実際の運転時には冷熱需要の多寡や外気条件の変動に影響を受けて定格値と完全

に一致することはない。図 2.59 に ADR と HP の機器効率実績値の推移を示す。ADR の方が効率

のばらつきがやや大きいが、負荷率が高く安定して稼働することができればほぼ定格性能に近い

効率を実現できることがわかる。図 2.59 は熱源が安定稼働した 2015 年 8 月 1 日~9 月 14 日のデ

ータであり、集計すると冷熱量が 10,104 kWh に対して投入温水量が 21,439 kWh となり、期間

COP は 10,104÷21,439≈0.47 であった。本検討では COPADRを 0.39~0.55 の範囲で変化させて経

済性を検討する方針とした。 
・COPcd 
 冷却塔と冷却水ポンプの定格消費電力はそれぞれ 5.5kW と 3.7kW である。冷却塔からの定格

放熱量は 288kW であるため、COPcd=288÷(5.5+3.7)≈31.3 とした。 
・WTFhw 
 熱源水ポンプの定格消費電力は 3.7kW であり、投入温水量は 185kW である。従って
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WTFhw=185÷3.7≈50 とした。 
・COPHP 
 HP の COP は外気温度や散水の有無に影響を受ける。国土交通省官庁営繕部で開発されたエネ

ルギーシミュレーションプログラムである LCEM で本施設導入機種の COP を計算すると、散水

有-外気温度25°Cで7.05、散水無-外気温度35°Cで4.35である（冷水出入口温度条件は21→14°C）。

図 2.59 の期間のデータを積算すると実績値としては、冷熱量が 62,084 kWh に対して消費電力量

が 14,493 kWh となり、期間 COP は 62,084÷14,493≈4.28 であった。そこで本検討では定格性能

値を中心に COPHPを 3.3~6.3 の範囲で変化させて経済性を検討する方針とした。 
 

 

図2.59 ADRとHPの機器効率実績値の推移（2015年8月1日~9月14日） 

 
以上のパラメータをまとめると表 2.10 の通りとなる。 

 

表 2.10 パラメータ設定 

パラメータ 設定 

COPMCG-E 33.0 % 

COPMCG-H 48.4 % 

COPHP 4.1~7.1 

COPADR 0.39~0.53 

COPcd 31.3 

WTFhw 50 
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4.2.2 計算結果 

(1) 冷房運転時 
作成した計算モデルに表 2.10 のパラメータを設定し、ガスフラットレート CG=130 円/Nm3、

電力フラットレート CE=30 円/kWh として機器の効率別にコスト比 CHP/MCG を計算した結果を表

2.11 に示す。表の網掛け部はコスト比 CHP/MCG が 1.0 を上回る組み合わせであり、この範囲では

MCG よりも HP を優先起動した方が経済的に有利となる。ADR の効率 ADRCOP が高く、HP の

効率 COPHPが低いほど、コスト比 CHP/MCGは小さくなる傾向となる。本フラットレート条件では

定格運転時の CHP/MCGは 0.84 となり、MCG を起動することが有利である。 
フラットレートの組み合わせを変化させて表 2.11 を再計算した結果を図 2.60 に示す。図の網

掛け部はコスト比 CHP/MCGが 1.0 を上回る範囲である。フラットレートの比率や熱源効率によっ

て優先起動すべき熱源が変化する可能性が十分にあり、これらの情報を整理して運用方針を決定

することが必要であることが示唆される。このような図を用意しておけば、MCG と HP の優先

起動を即座に判断することができ、便利である。 
 

表 2.11 MCG と HP のコスト比（CG=130 円/Nm3, CE = 30 円/kWh） 

 
COPADR [-] 

0.39 0.41 0.43 0.45 0.47 0.49 0.51 0.53 0.55 

C
O

P H
P 

[-
] 

3.3 0.76 0.72 0.70 0.67 0.65 0.62 0.60 0.58 0.57 
3.5 0.80 0.77 0.74 0.71 0.68 0.66 0.64 0.62 0.60 
3.7 0.85 0.81 0.78 0.75 0.72 0.70 0.68 0.66 0.64 
3.9 0.89 0.86 0.82 0.79 0.76 0.74 0.71 0.69 0.67 
4.1 0.94 0.90 0.86 0.83 0.80 0.77 0.75 0.73 0.70 
4.3 0.99 0.94 0.91 0.87 0.84 0.81 0.79 0.76 0.74 
4.5 1.03 0.99 0.95 0.91 0.88 0.85 0.82 0.80 0.77 
4.7 1.08 1.03 0.99 0.95 0.92 0.89 0.86 0.83 0.81 
4.9 1.12 1.08 1.03 0.99 0.96 0.93 0.90 0.87 0.84 
5.1 1.17 1.12 1.08 1.04 1.00 0.96 0.93 0.90 0.88 
5.3 1.22 1.16 1.12 1.08 1.04 1.00 0.97 0.94 0.91 
5.5 1.26 1.21 1.16 1.12 1.08 1.04 1.01 0.97 0.95 
5.7 1.31 1.25 1.20 1.16 1.12 1.08 1.04 1.01 0.98 
5.9 1.35 1.30 1.24 1.20 1.15 1.12 1.08 1.05 1.01 
6.1 1.40 1.34 1.29 1.24 1.19 1.15 1.12 1.08 1.05 
6.3 1.44 1.38 1.33 1.28 1.23 1.19 1.15 1.12 1.08 
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図2.60 冷房運転時のMCGとHPのコスト比（フラットレート, COP別） 

 

(2) 暖房運転時 
暖房運転時について冷房時と同様の検討を行った結果を図 2.61 に示す。暖房時は吸着式冷凍

機が稼働せず、COPADRは無関係のため、電力のフラットレート別に図を作成した。網掛け部は

コスト比 CHP/MCGが 1.0 を上回る範囲であり、HP を優先起動すべき範囲であるが、フラットレ

ートや熱源効率の如何によらず、ほとんどすべての範囲で CHP/MCGは 1.0 を下回っており、冬季

暖房運転時においては MCG の優先起動が経済的であると言える。 
 

 

図 2.61 暖房運転時の MCGと HP のコスト比 
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4.2.3 CO2 排出量および一次エネルギー評価 

4.2.1 項で作成したモデルの電力とガスのフラットレート CEと CGを、それぞれの CO2排出係

数および一次エネルギー換算係数に入れ替えれば、経済性ではなく CO2排出量と一次エネルギー

の観点からシステムを比較することができる。図 2.62 に CO2 排出量比と一次エネルギー比の計

算結果を示す。上 4 つのグラフは冷房運転時の CO2 排出量比、左下は暖房運転時の CO2 排出量

比、右下は一次エネルギー比である。原発停止を受けて電力の CO2排出係数は近年大きく変動し

ているため、係数を変化させて複数の計算を行った。ガスの CO2排出係数は都市ガス 13A を想定

して 2.21 kgCO2/Nm3とし、電力の一次エネルギー換算係数は 9.97MJ/kWh とした。 
 冷房運転時に関しては CO2排出量、一次エネルギー消費量ともに熱源効率や排出係数に大

きく影響を受けて、MCG と HP のいずれを優先起動すべきは変化する。一方、暖房運転に関し

ては熱源効率や排出係数に多少の変化があっても基本的には MCG の優先運転が有利であるとい

う結果になった。 
 

 

図 2.62  CO2 排出量と一次エネルギー比 
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5. 結論 

 躯体の熱容量を活用する環境建築である「自律安定型環境建築」の計画の背景とその設計プロ

セス、建築計画と設備計画を融合した環境計画、環境技術の詳細について述べた。また、この研

究対象建物で計画した基本性能、つまり、室内温熱環境の安定性・快適性、環境建築としてのエ

ネルギー消費の検証を行った。 
 得られた知見を以下に示す。 
 
１）「ペリメータアイル」と「リバーススラブ」２つの手法を建築計画に採用し、自然エネルギー

の利用拡大と躯体熱容量の活用促進を図る環境建築の基本骨格を示した。 
 
２）基本骨格に建築的環境技術と設備的環境技術を肉付けし、「働きやすさ」と「環境へのやさし

さ」を高次元に両立させる「自律安定型環境建築」を構築した。 
 
３）採用した環境技術は、屋内外環境の緩衝帯となるベジテーションファサード、太陽熱を利用

した再生可能エネルギー熱源システム、躯体熱容量を活用して温熱環境の安定化を図る放射・

床染出併用空調システム、スラブ現し天井に直接蓄冷するダイレクトナイトパージを実現する

自然換気システム、クールヒートチューブ・井水雨水熱を使った地熱利用外気供給システム、

快適性と省エネを両立するタスク&アンビエント照明システムである。 
 
４）温熱環境実測により、夏季及び冬季の空調時において、安定した室内温度、上下温度のばら

つきの少ない温熱環境、静穏な気流環境を確認した。 
 
５）スラブ表面熱流束の計測を行い、中間期の自然換気時において、始業前の自動換気窓開放に

よる室内温度の低下とスラブ内への蓄冷、始業後の放冷を確認した。より長く開放することに

よるナイトパージ効果拡大の可能性を示した。 
 
６）執務者アンケートにより、季節によらず快適性の高い執務環境の実現と、空調に対する満足

感の高さを確認した。 
 
７）騒音の大きい敷地にて自然換気システムを採用する場合は、騒音に対する配慮も行う必要が

あると考えられる。執務者が気になる音は室内外さまざま存在しており、騒音値だけでなく騒

音の種類によってワークプレイスの音環境として受容性は変化する。 
 
８）騒音に関する執務者アンケートから、外部騒音に関する自然換気の運用課題を抽出した。執

務時間外の早朝・夜間・昼休憩の時間帯に運用を限定し、ダイレクトナイトパージを活用する

ことで課題解決を図った。 
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９）熱源別熱負荷の分析により、冷熱製造、温熱製造共に、CGS 排熱及び太陽熱による製造割合

が高いことを確認した。 
 
１０）熱源システム効率の分析から、暖房運転時の低負荷運転によるヒートポンプの効率低下が

認められた。暖房負荷発生頻度分析によって増段判定の甘さが原因と推定し、制御の調整を行

って運用改善を図った。 
 
１１）本建物全体の一次エネルギー消費量の分析により、従来の建物の 50%前後の消費エネルギ

ー量であることを確認した。 
 
１２）エネルギーフロー計算モデルを作成し、マイクロコジェネレーションシステムと空気熱源

ヒートポンプの起動順位を簡易に判定するためのチャートを示した。 
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1. はじめに 

 日本において建築躯体の熱容量を積極的に活用する空調方式は送風機でコンクリート躯体に冷

温風を吹き付ける方式を中心に実例と研究が発展してきた 1)~13)ため、躯体内に直接に配管を埋設

して冷水を送水する方式である配管埋設型 TABS の事例は増加しているが未だ少ない 14)~20)。こ

の方式は、一般の対流空調方式に比較して放射温熱環境の改善と搬送動力の削減によるシステム

の高効率化が期待できるが、これらの点に関する比較について研究は少ない。そこで本章では、

本研究対象建物に導入された埋設配管型の躯体蓄熱放射空調システムについて、実測値を活用し

ながらモデルを構築し、同モデルと対流式空調のモデルの計算結果を比較することで室内温熱環

境とエネルギー効率の両面から評価を行う。 
 本章では以下の方法で埋設配管型躯体蓄熱方式を評価する。 
1）埋設配管からスラブへの熱流と躯体間の相互放射を連成可能で、室内の放射温熱環境が評価で

きる埋設配管型躯体蓄熱方式のモデルを構築する 
2）本研究対象建物での実測結果をもとにモデルの精度検証を行う 
3）乾球温度一定制御または PMV 一定制御を行った場合のエネルギー消費量について、一般の対

流空調のモデルの計算結果と比較を行う。また、乾球温度と PMV の発生頻度分布にもとづい

て温熱環境の観点からも考察を行う 
 

2. 躯体蓄熱モデルの構築 

2.1 モデルの基礎式 

 計算には Popolo version 2.1 21)を用いた。すべての基礎式と解法をここで説明することはでき

ないため、本モデルにおける壁体の熱貫流、ゾーン間換気、窓面日射熱取得、相互放射など、一

般の非定常熱負荷計算の取り扱いについては文献 21)を参照されたい。これらのモデルの妥当性に

ついては BESTEST において適合率が 89.1%であることが確かめられており 22)、また、空気調

和・衛生工学会による「SHASE-G 1008-2016 建物エネルギーシミュレーションツールの評価手

法に関するガイドライン 23)」にもとづいた検証を実施している。本節では躯体蓄熱モデルにおい

て特に重要となる躯体埋設配管からの熱流の計算法に関して述べる。 
 宇田川らによって提案されたモデル 24)25)を組み込んだ。同モデルでは、フィン効率を用いるこ

とで、配管と直行する方向への床スラブ温度分布の影響を表現し、熱通過有効度を用いることで

配管の軸方向への水温変化を表現する。フィン効率の計算法を図 3.1 に示す。図 3.1 左に示すよ

うな直線フィンのフィン効率 η [-]は式(1)および式(2)で表される  注 1)。ただし W [m]はフィン幅、

R [m2⸱K/W]はフィン表面の熱抵抗、λ [W/(m･K)]はフィン材料の熱伝導率、yb [m]はフィンの厚み

である。本モデルでは、図 3.1 右に示すように、壁体に埋設された配管表面をフィンの根本と捉

え、配管敷設ピッチ WS [m]から配管外径 do [m]を差し引いた範囲で温度分布が生じるとする。こ

のとき床スラブのフィン効率 ηS [-]（片面）は式(3)と式(4)で表される。 
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図 3.1 フィン効率を用いた配管から床スラブへの熱伝導モデル 

 
埋設配管内の冷温水からスラブへの熱流 HS [W]は、熱通過有効度 εS [-]を用いて式(5)で計算す

る。mcw [W/K]は冷温水の熱容量流量、Twi [ºC]は冷温水入口温度、TS [ºC]は配管埋設層のスラブ

温度である。冷温水の温度変化に比較するとスラブの配管方向の温度変化は相対的に小さいと予

想できるため、片側温度一定の熱交換器とみなして εS は式(6)で計算できる。KA [W/K]は伝熱係

数であり、線熱通過率の基礎式から式(7)で計算できる。L [m]は配管長、di [m]は配管内径、λT 
[W/(m⸱K)]は配管の熱伝導率、αw [W/(m2⸱K)]は配管内の水の対流熱伝達率である。 
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研究対象施設では架橋ポリエチレン管をコンクリートスラブ（厚み 245mm）の深さ 70 mm の

位置に埋設している。上記の基礎式のパラメータに設定した具体的な値を表 3.1 に示す。この結

果、フィン効率は上側が 0.50、下側が 0.66 となった。なお、αwは固定値とせず、水温 注 2)および

水速から各計算時点で更新する仕様とした) 27)。また、L は厳密にはゾーンに応じて異なるが、本

施設では床配管用のヘッダを用いており、1 系統あたりで平均 60 m 程度である。1 系統あたりの

床面積は平均で約 10m2、水量は約 4.5 L/min である。 
 
 

W

yb

1/R

W S

do
λ

1/R

do

λS
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表 3.1 熱伝導モデルのパラメータ設定値 
 

パラメータ 設定値 

配管間隔 WS 0.1500 m 

配管内径 di 0.0128 m 

配管外径 do 0.0170 m 

配管の熱伝導率 λT 0.4 W/(m⸱K) 

コンクリートスラブの熱伝導率 λS 1.6 W/(m⸱K) 

 
2.2 モデルのパラメータ推定と精度検証 

(1) 現地実測 
躯体蓄熱方式をシミュレーションで検討する場合には躯体表面の対流による熱流の再現性が重

要である。特に本施設では床染み出し空調システムを採用したため、床下の FCU の運転状態によ

って二重床内の風速と対流熱伝達率が変化し、単純な床スラブからの放射冷暖房方式とは異なる

傾向を示す可能性がある。そこで、モデルのパラメータ推定と精度検証を目的に、研究対象施設

の 4 階の床スラブ周辺の温度、熱流、風速を実測した。図 3.2 と図 3.3 に計測点（断面・平面）を

示す（全体の平面図は図 3.7）。 
 

 
図 3.2 計測点（断面） 

4 S.L.

4 F.L.

パネル温度 TF

表面温度 TS, 表面熱流 QS

150 150
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15
0

風速

1,
05

0
70

17
5

配管@150mm

カーペット 5 mm 
スチールパネル 5 mm

床下
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図 3.3 計測点（平面） 

 
計測に用いた温度計、熱流計、微風速計の仕様を表 3.2 に示す。温度と熱流の実測は 2017 年 9

月、風速の実測は 2019 年 3 月に実施した。計測点は、部屋の温度（床下設置の FCU の吸込温度）

TRM [ºC]、フリーアクセスフロア（以下、床と表記）の温度 TF [ºC]、スラブ表面の温度 TS [ºC]と
熱流 QS [W/m2]、風速である。熱流はそれぞれ室側から吸熱する向きを正とした。床下空間は大

梁と小梁に囲まれているが、上部に隙間があるため、完全に独立してはいない。また、図示の通

り、いくつかのスリーブが設けられており空気が相互に行き来する。FCU からのダクトは梁に囲

まれたそれぞれの空間まで伸長されている。風速の計測点は梁に囲まれた空間ごとに 5 点、計 10
点とした。 
 
 
 
 
 



第 3 章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

87 
 

表 3.2 計測器の仕様 
 

計測器 外観 仕様 

乾球温度・ 
湿度 

 

測定範囲 
確度 
精度 
 
外形寸法 

: -20 ~ 70 ºC, 0 ~ 95 % 
: 0.5 ºC, 0.1 % 
: ± 0.5 ºC, ± 5 %  
± 3 min/month (Time) 

: 17mmϕ × 6mm 

熱流束・ 
表面温度  

感度 
熱抵抗 
熱伝導率 
温度計測 
外形寸法 

: 0.01 mV/(W/m2) 
: 2.5×10-3 ºC/(W/m2) 
: 0.4 W/(mK) 
: 内臓熱電対 
: 50×50×0.7mm 

風速計 

 

形式 
測定範囲 
精度 

: Thermistor 
: 0～20 m/s 
: ± 0.02 m/s 

 
(2) パラメータ推定と精度検証 
 各測定点における風速の分布を図 3.4 に示す。FCU が非稼働の場合にはほぼ無風であり、スラ

ブ表面付近に冷気がたまり、温度成層が生じると予想できる。FCU の稼働中は風速が上昇するが、

計測点ごとにダクト吹出口や大梁小梁との位置関係が異なることに加え、現実にはケーブルラッ

ク類や換気用ダクトなども存在するため、その上昇幅は一様ではない。床下空間の形状は複雑で

あり、風速も一様ではないため、単純な幾何学形状を前提とした解析解からヌセルト数を用いて

対流熱伝達率を推定することは難しい。ただし、既往の研究によれば、暖冷房機器から壁表面に

沿って吹き出し気流があるような場合には 7 W/(m2·K)が参考値として挙げられている))  28)29)。 
 代表日（9 月 18 日）における熱流と温度の推移を図 3.5 に示す。6:00~14:00 に冷水の送水を行

い、8:30~18:00 に床下 FCU の運転を行った。6:00 に送水を始めると徐々にスラブ表面温度が低

下し、これに伴って熱流も増加する。8:30 に FCU を稼働させると空気が流れるために対流熱伝

達率が増加し、熱流が大きく増加する。スラブ表面からの冷放熱と配管からの冷熱供給が均衡し、

スラブ表面温度はほぼ一定で推移する。14:00 に冷水の送水を停止すると冷熱供給がなくなるた

めにスラブ表面の温度が上昇し、これに伴って冷放熱も少しずつ低下する。18:00 に FCU を停止

した後も、蓄熱された冷熱があるため、わずかに冷放熱が続く。 
FCU の稼働時（8:30~18:00）と停止時（6:00~8:30 と 18:00~24:00）の平均熱流は 20.40 W/m2

と 3.54 W/m2 であった。また、このときの床温度 TF とスラブ温度 TS の平均温度差はそれぞれ

1.87 ºC と 1.11 ºC であった。温度差から総合熱伝達率を求めると 10.9 W/(m2·K)と 3.2 W/(m2·K)
になる。FCU の稼働によって放射熱伝達率は変わらないため、この差は気流変化による対流熱伝

達率の増加分と推測できる。 
 床材料はステンレス鋼であり、文献値 30)や現場でのサーモカメラ撮影よる逆算にもとづき、放

射率を 0.5 とした。放射熱流の基礎式(8)において、スラブの放射率を 0.9、床からスラブをみる形

態係数を 1.0、平均温度を 25 ºC (≈300 K)として線形近似し、放射熱伝達率を計算すると 2.7 
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W/(m2·K)となる。前述の総合熱伝達率から 2.7 W/(m2·K)を差し引くと、FCU 稼働時の対流熱伝

達率は 8.2 W/(m2·K)、停止時の対流熱伝達率は 0.5 W/(m2·K)と推定でき、先に挙げた参考値とも

近いため、本研究ではこれらの値を用いることとした。 
 
𝑄𝑄𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑(𝐹𝐹−𝑆𝑆) = 𝜀𝜀𝑟𝑟𝐹𝐹𝜀𝜀𝑟𝑟𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹𝑆𝑆𝜎𝜎((𝑇𝑇𝐹𝐹 + 273.15)4 − (𝑇𝑇𝑆𝑆 + 273.15)4) 

≈ 4 ∙ 0.9 ∙ 0.5 ∙ 𝜎𝜎 ∙ 3003(𝑇𝑇𝐹𝐹 − 𝑇𝑇𝑆𝑆) = 2.7(𝑇𝑇𝐹𝐹 − 𝑇𝑇𝑆𝑆) 
(8) 

 

 
図 3.4 各測定点における風速分布 

 

 

図 3.5 代表日（9 月 18日）における熱流と温度の推移 
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代表日（9 月 18 日）に関して、床スラブの上下の空気温度（上側に関しては TFで代替 注 3)）お

よび冷水入口温度を境界条件としてシミュレーションを行い、実測値と比較した。スラブ上側表

面の温度と熱流の推移を図 3.6 に示す。冷水送水のみの時、冷水送水に加えて FCU による空気の

流れがある時、FCU による空気の流れのみの時、それぞれで傾向が捉えられている。平均誤差は

温度が 0.2 ºC、熱流が 1.8 W/(m2⸱K)、最大誤差は温度が 0.6 ºC、熱流が 4.3 W/(m2⸱K)となった。

積算冷放熱量は、実測値が 219 Wh/m2、計算値が 212 Wh/m2 となり、実測値に対する誤差率は

約 3.2%であった。 
 

 
図 3.6 スラブ上側表面の温度と熱流の推移 
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2.3 建物モデル 

 計算対象は基準階とし、上下階には無限に基準階が循環すると仮定した。基準階の平面を図 3.7
に示す。階高は 3.95m、天井高は 2.7m である。南西と北東は屋外に面しており、庇を兼ねたバ

ルコニーが設置されている。このため計算ゾーンの分割は、2 つのペリメータ（SW zone, NE zone）
と 1 つのインテリア（I zone）とした。の一点鎖線がゾーン分割である。ゾーン間の換気は境界長

さあたりで 150 CMH/m（=4,500 CMH）とした。南東と北西は内壁であり、階段室、倉庫、DS、
EPS などに面している。これら諸室との熱流は隣室温度差係数 30)（0.3）を用いて計算した。ス

ラブ埋設配管はヘッダで分岐後に並列回路となっており、図3.7の点線は分割単位を表している。 
 

 
図 3.7 基準階平面図 

 
表3.3に壁と床の構成を示す。埋設配管型躯体蓄熱方式の場合と一般の対流式空調の場合とで、

外壁および内壁は同一の構成とした。開口部の仕様も同一とし、ガラスは Low-E 複層（日射透過

率 47%、反射率 23%、熱貫流率 2.5 W/(m2⸱K)）、庇（バルコニー）の張り出しは 1.5m とした。床

に関しては図 3.2 に示したように埋設配管型躯体蓄熱方式の場合には、スラブ下側表面をそのま

ま天井面とする。対流式空調の場合には天井板を貼るものとした。 
 評価を行う期間は冷房期間である 6~9 月の夏季の 4 ヶ月間とし、1 ヶ月の助走計算期間を設け

た（5 月から計算を開始した） 注 4)。気象データは東京の拡張アメダス標準年データとした。内部

発熱の平日のスケジュールを表 3.2 に示す。ただし、休日は人体および照明発熱は 0、コンセント

発熱は終日 25%とした。発熱の最大値は、照明とコンセントが各々10 W/m2、人体が 16 W/m2（0.2
人/m2、事務作業時の顕熱成分）とした。対流と放射の比率は 40:60 で一定とした。什器の熱容量

は室の容積あたりで 10 (kJ/K)/m3とした。隙間風は 0.1 回/h とした。外気負荷および室内潜熱負

荷は、外調機系統で処理するものとし、本計算では考慮していない。埋設配管型躯体蓄熱方式の



第 3 章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

91 
 

場合には床チャンバを利用して床染み出しを行い、一般の対流式空調の場合には天井リターンと

するため、空調時のみ、床下または天井裏チャンバと居室との間で換気が生じるものとし、その

値は 36 CMH/m2（循環: 30 CMH/m2、外気: 6 CMH/m2）で一定とした。対流式空調の時間帯は

8~21 時とし、室温設定値は 26 ºC とした。埋設配管の冷水入口温度は 20 ºC で一定とした。 
 

表 3.3 壁と床の構成 
 

部位 部材 
厚さ 
[mm] 

熱伝導率 
[W/(m⸱K)] 

熱容量 
[kJ/m3] 

外壁 コンクリート 150 1.6 2,000 

外側→内側 断熱材 20 0.034 61 

 空気層 - 0.07 m2･K/W 

 石膏ボード 10 0.22 830 

内壁 石膏ボード 10 0.22 830 

 空気層 - 0.07 m2･K/W 

 石膏ボード 10 0.22 830 

床スラブ カーペット 5 0.08 320 

（放射空調） スチールパネル 5 15 3,500 

上部→下部 空気層 - 0.07 m2･K/W 

 モルタル 70 1.5 1,600 

 コンクリート 150 1.6 2,000 

 モルタル 25 1.5 1,600 

床スラブ カーペット 5 0.08 320 

（従来システム） スチールパネル 5 15 3,500 

上部→下部 空気層 - 0.07 m2･K/W 

 コンクリート 150 1.6 2,000 

 空気層 - 0.07 m2･K/W 

 石膏ボード 10 0.22 830 

 
表 3.4 内部発熱の平日のスケジュール（平日） [%] 

 

時刻 0~8 8~12 12~13 13~19 19~20 20~21 21~24 

照明 0 100 50 100 100 80 0 

コンセント 25 100 80 100 50 50 25 

人員 0 100 60 100 100 25 0 
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3. 躯体蓄熱方式の運用検討と性能評価 

3.1 運用方法の検討 

第 2 章で示したように、躯体には熱容量があるため、蓄熱後に躯体から室に対して熱流が生じ

るまでには、時間遅れがある。従って、現実に埋設配管型躯体蓄熱方式を運用する場合には、埋

設配管への送水の開始および終了の時刻を検討する必要がある。開始および終了の時刻を変化さ

せて埋設配管型躯体蓄熱方式の性能を確認した結果を図 3.8 に示す。縦軸は執務開始時刻である

8 時の何時間前に送水を開始したか（送水開始の前倒し時間 Δtstt）であり、横軸は執務終了時刻

である 21 時の何時間前に送水を終了したか（送水停止の前倒し時間 Δtend）を表している。図

3.8 の左図は埋設配管からスラブへ伝えられた全熱量の内、どれだけが執務時間中に室内に放熱

されたか（以下、有効放熱率 Reff [-]）を表している。送水開始が早すぎると執務開始前に冷熱が

漏洩し、また、送水終了が遅すぎると執務終了後に放熱されるため、図 3.8 の右下方に向かうに

つれて値が大きくなる。 
図 3.8 の右図は全空調負荷の内、どれだけが埋設配管からの冷熱で賄われたか（以下、放射負

担率 Rrad [-]）を表している。送水開始が遅すぎる、あるいは送水終了が早すぎると対流式空調

での補助が必要となるため、図の左上方に向かうにつれて値が大きくなる。 
 

 
図 3.8 有効放熱率と放射負担率 

 
有効放熱率が高いと冷熱の漏洩が少なく、放射負担率が高いと相対的に COP の高い放射空調

の比率が高くなるため、両指標ともに高い値を取ることが望ましいが、両者の等高線は勾配が逆

向きであるため、単調増加とはならず、最適点が存在する。厳密な最適点の探索のためにはシミ

ュレーションが必要であるが、仮に放射空調システムと対流空調システムのシステム COP（以下
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SCOP）がそれぞれ SCOPrad [-]と SCOPcnv [-]で一定であるとすれば、両空調方式を組み合わせた

SCOPcmb [-]は式(9)で計算できる。ただし、また、Rlk [-]は熱漏洩のパラメータであり、室内に放

熱された熱が執務時間帯の室温に影響を与えること無く屋外に漏洩する割合である。建物の断熱

性が低い場合や、執務時間とは大きくずれた時間帯に放熱される場合にはこの値が大きくなる。

ここで、両空調方式の SCOP 比（Rscop [-]）を式(10)で表せば、対流式空調のみの場合に対して埋

設配管型躯体蓄熱方式を組み合わせた場合の SCOP の向上率 Rimp [-]は式(11)で表現できる。 
 

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑐𝑐𝑚𝑚𝑏𝑏 = 1/�
𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑

�𝑅𝑅𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 − 1� + 1�𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑
+

1 − 𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

� (9) 

𝑅𝑅𝑠𝑠𝑐𝑐𝑜𝑜𝑠𝑠 =
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

=

1
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

+ 1
𝑚𝑚𝑇𝑇𝐹𝐹𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

+ 1
𝐾𝐾𝑇𝑇𝐹𝐹𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

1
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑

+ 1
𝑚𝑚𝑇𝑇𝐹𝐹𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑

 (10) 

𝑅𝑅𝑤𝑤𝑚𝑚𝑠𝑠 =
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑐𝑐𝑚𝑚𝑏𝑏
𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐𝑐

= 1/�1 +
𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑

�𝑅𝑅𝑙𝑙𝑙𝑙�𝑅𝑅𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 − 1� + 1�𝑅𝑅𝑠𝑠𝑐𝑐𝑜𝑜𝑠𝑠
− 𝑅𝑅𝑟𝑟𝑟𝑟𝑑𝑑� (11) 

 
放射空調システムと対流空調システムの SCOP の違いは、主に熱源機自体の効率差、空気搬送

動力の有無、水搬送動力の差、によって生じる。これらを考慮すると SCOP 比は式(10)第 3 項で

計算できる。WTF [-]は水搬送効率、ATF [-]は空気搬送効率である。対流式空調の場合の WTFcnv

と ATFcnv に関しては、適切に設計と運用が行われているとすれば、それぞれ 35 と 6 程度であり 

32)、省エネ法の事務所ビル用途では 22 と 6.5 が基準とされている 33)。一方、躯体蓄熱の場合の

WTFradは、温度差が小さいことと、細い配管内を循環させるために抵抗が大きいことにより、一

般の二次ポンプに比較すると値が小さくなると予想される。また、放射空調の場合には冷水温度

を高くすることができることを利用して、地下水の直接利用、インバータによる中温冷水の製造、

吸着式冷凍機の導入などにより、対流空調の場合よりも熱源 COP を高める工夫も存在する。そこ

で、対流空調の搬送効率である WTFcnv と ATFcnv をそれぞれ 22 と 6.5 で固定し、放射空調の

WTFradおよび両方式の COP の種々の組み合わせについて、式(10)で SCOP 比を計算した。結果

を図 3.9 に示す。 
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図 3.9 システム COP 比 Rscop 

 
研究対象建物の埋設配管用循環ポンプの WTF は 10 程度であり、熱源 COP は対流空調ともに

4.0 であるため、図 3.8 から Rscopは 1.35 程度であることが読み取れる。この Rscopを式(11)に代

入し、図 3.8 を用いて SCOP の向上率 Rimpを計算すると図 3.10 が得られる。 
図 3.10 の左右の図の傾向により極大点が存在することがわかる。左図は漏洩率 Rlkを 0.5 とし

た場合の結果であり、Δtstt=3、Δtend=1 で最適となる。Rlkの値は断熱仕様や運用方法に依存する

ために一概に言えないが、本例では、Rlk=0.3 のとき最適値は Δtstt=2、Δtend=1、Rlk=1.0 のとき

最適値は Δtstt=4、Δtend=2 となり、感度は大きく無かったため、以降のケーススタディでは

Δtstt=3、Δtend=1 で運用を行った。なお、図 3.10 の右は無限大に断熱性が高い Rlk=0 の場合であ

り、このように極めて外皮性能が高い場合には、有効放熱率 Reff（図 3.8 左）の影響を受けず、

放射負担率 Rrad（図 3.8 右）の影響が色濃く反映されるため、最適点が左上方に張り付く。これ

は、送水を停止すること無く 24 時間連続で放射空調を行うことが最適であるということを意味

する。 
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図 3.10  システム COP 向上率 

 

3.2 熱負荷と温熱環境の評価 

 計算ケース一覧を表 3.5 に示す。A, C, E は一般の対流式空調のみのケースであり、B, D, F が

埋設配管型躯体蓄熱方式を併用したケースである。A, B では乾球温度一定制御、C, D, E, F では

PMV 一定制御を行う。ただし、埋設配管への送水はスケジュールに従って規則的に行い、PMV
を制御値に合わせるために必要な冷熱供給の調整は対流式空調で行うとする。なお、PMV 計算の

ための条件は、相対湿度 50%、気流速度 0.1m/s、着衣量 1.0 clo、代謝量 1.1met とした。 

 

表 3.5  計算ケース 
 

ケース システム 制御 

A 対流式空調 乾球温度一定 (26 ºC) 

B 埋設配管型躯体蓄熱方式併用空調 乾球温度一定 (26 ºC) 

C 対流式空調 PMV 一定 (1.0) 

D 埋設配管型躯体蓄熱方式併用空調 PMV 一定 (1.0) 

E 対流式空調 PMV 一定 (0.0) 

F 埋設配管型躯体蓄熱方式併用空調 PMV 一定 (0.0) 
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各ケースの冷熱負荷（専有面積あたりの原単位）を、放射（埋設配管への供給冷熱量）、対流を

分けて図 3.11 に示す。 
ケース A と B とでは居室の乾球温度は等しいが、ケース B では空気に加えて躯体も冷却する

ため、冷熱負荷が 20%程度大きくなる。ただし、両者の温熱環境は同等ではない。ケース A と B
における居室の PMV 頻度分布を図 3.12 に示す。ケース A に比較すると、躯体表面の温度が低く

保たれるためにケース B の方が、PMV 値が 0 に近くなる。 
 居室の熱環境を揃えるために PMV 一定制御を行ったケース C と D を比較しても、まだ D の

熱負荷の方が 17%程度大きい。計算結果を確認すると、躯体蓄熱のみで PMV が設定値である 1.0
を下回る時間帯が全体の 51%程度発生しており、温熱環境が同等ではない。そこで、PMV の設定

値を 0.0 まで下げて計算をしたケースが E と F である。このケースにおいても躯体蓄熱を併用す

るケース F の方が 6%程度、熱負荷が大きいが、これは躯体の時間遅れにより供給した冷熱が執

務時間内に有効に利用されない割合が存在するためと予想できる。冷水配管から躯体に伝えられ

た 112 MJ/(m2·年)の内、執務時間内に放熱された量は 78 MJ/(m2·年)であり、残りの 44 MJ/(m2·
年)は執務時間外に放熱されている。ただし、この 44 MJ/(m2·年)の全てが直ちに熱損失になると

いうことではない。PMV 設定値を 0.0 まで下げたために室温が低下して温度差が取れなくなり、

埋設配管からの冷熱供給割合が低下したこともわかる。 
ケースEとFとではPMVは等しいが、乾球温度と平均放射温度の組み合わせは大きく異なる。

外気温度が高い 7/17 と 7/18 の乾球温度、PMV、熱流の変化を図 3.13（ケース E）と図 3.14（ケ

ース F）に示す。PMV 一定制御であるため、両ケースともに空調時間帯である 8:00~21:00 は PMV
が 0 に維持される。しかしケース E はケース F に比較して乾球温度と平均放射温度の差が大き

く、特に立ち上がり時に顕著である。ケース F では対流による冷熱供給に並行して冷水配管から

の冷熱供給も行われるため、コンクリートスラブ表面から室内に対して冷熱供給が行われる。5:00
に開始した冷水送水の効果はやや時間遅れを伴ってスラブ表面に達し、室内への冷熱供給が最大

値をとるのは 7:00 である。一方、ケース E は熱流が逆転し、コンクリートスラブ表面から室内に

対して温熱供給が行われる。 
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図 3.11 冷熱負荷 

 

 
図 3.12  PMV 頻度分布 
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図 3.13 乾球温度、PMV、熱流の変化（ケース E） 

 

 

図 3.14 乾球温度、PMV、熱流の変化（ケース F） 
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ケース C, D, E, F の乾球温度と平均放射温度の分布を図 3.15 に示す。対流空調の場合には躯体

が相対的に高温であることの影響を打ち消すため、空気温度を大きく下げる必要があり、乾球温

度と平均放射温度との差が大きくなる。両者の平均の温度差はケース E が 2.6 ºC に対して、ケー

ス F は半分以下の 1.1 ºC である。また、最大温度差はそれぞれ 7.1 ºC と 4.3 ºC である。空気温

度と放射温度の不均一性に関しては伊澤ら 34)や岩松ら 35)が人体エクセルギー消費を利用した評

価を試みている。本報のモデルは集中質点系であるが、温熱環境の快適性の評価に踏み込むため

には、モデルを精緻化させて室内温度分布の表現と人体モデルとの連成計算を可能にする必要が

ある。 

 

 
図 3.15 乾球温度と平均放射温度の分布 
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3.3 エネルギーの評価 

図 3.11 に示したとおり、いずれのケースにおいても対流空調システムに比較して埋設配管型躯

体蓄熱方式の処理熱量は大きい。しかし、すでに記したように両方式のシステム COP は異なるた

め、図 3.11 の結果から直ちにエネルギーの大小関係を判定することはできない。例えばケース E
と F の比較においては、仮に対流空調に対する躯体蓄熱による熱処理のシステム COP の比（Rscop）

が 1.13 以 上 で あ れ ば 、 ケ ー ス F の 熱 処 理 に 要 す る 全 体 の エ ネ ル ギ ー 消 費 は

122÷1.13+112÷1.00=220 となり、ケース E と同等未満になる。同様にケース A と B の比較、ケ

ース C と D の比較においては、それぞれ Rscop が 1.23 以上と 1.18 以上の場合に、埋設配管型躯

体蓄熱方式のエネルギー消費が小さくなる。ここで図 3.9 を確認すると、水搬送効率 WTFradが極

端に低い場合を除けば、ほとんどの熱源 COP の組み合わせについて Rscop が 1.3 を超えているた

め、エネルギー消費の面においても埋設配管型躯体蓄熱方式が有利である可能性が高い。 
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4. 結論 

 本章では埋設配管型躯体蓄熱方式の室内温熱環境とエネルギーに関する性能を明らかにするた

めに以下の検討を行った。 
 
1） 埋設配管からスラブへの熱流と躯体間の相互放射を連成可能で、室内の放射温熱環境が計算

できる埋設配管型躯体蓄熱方式のモデルを構築した 
 
2） 東京都所在の実建物で実測調査を行いモデルの精度検証を行った。平均誤差は温度が 0.2 ºC、

熱流が 1.8 W/(m2⸱K)、最大誤差は温度が 0.6 ºC、熱流が 4.3 W/(m2⸱K)となった。 
 
3） システム COP を最大化させる、躯体埋設配管への最適な送水時刻について検討を行った。 
 
4） 対流式空調と埋設配管型躯体蓄熱方式のそれぞれのモデルについて夏季のシミュレーション

を行い、室内温熱環境を比較した。乾球温度一定制御の場合には、対流式空調の PMV は躯体

蓄熱方式と比較して平均で 0.3 程度高い結果となった。また、同等の PMV とするために PMV
一定制御を行った場合であっても、対流式空調では放射温度と乾球温度の温度差が大きいこ

とを確認した。 
 
5）シミュレーションによって得られた処理熱量をもとに、対流式空調と躯体蓄熱方式でエネル

ギー消費量の比較を行った。熱源 COP と熱搬送効率を変化させてシステム COP 比の計算を

行った結果、躯体蓄熱時の WTF が極端に低くなく、熱源の COP が同等以上であれば、躯体

蓄熱方式のエネルギー消費は対流式空調を下回る結果となった。 
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[記号一覧] 

 ATF : 空気搬送効率 [-] 
 COP : COP [-] 
 di : 内径 [m] 
 do : 外径 [m] 
 F : 形態係数 [-] 
 HS : 埋設配管からスラブへの熱流 [W] 
 KA : 伝熱係数 [W/K] 
 L : 配管長 [m] 
 mc : 熱容量流量 [W/K] 
 Q : 熱流 [W/m2] 
 R : 熱抵抗 [m2⸱K/W] 
 Rscop : 対流方式に対する放射方式の COP 比 [-] 
 Reff : 有効放熱率 [-] 
 Rimp : 対流方式単独に対する COP の向上率 [-] 
 Rlk : 漏洩係数 [-] 
 Rrad : 放射負担率 [-] 
 SCOP : システム COP [-] 
 T : 温度 [ºC] 
 W : フィン幅 [m] 
 WS : 配管敷設ピッチ [m] 
 WTF : 水搬送効率 [-] 
 yb : フィンの厚み [m] 
 α : 対流熱伝達率 [W/(m2⸱K)] 

Δtend : 送水終了時刻-執務終了時刻 [h] 
Δtstt : 執務開始時刻-送水開始時刻 [h] 

 ε : 熱通過有効度 [-] 
εr : 放射率 [-] 

 σ : ステファンボルツマン係数(5.67×10-8) [W/(m2⸱K4)] 
 λ : 熱伝導率 [W/(m⸱K)] 
 η : フィン効率 [-] 
Subscripts:  
 cmb : 放射+対流  RM : 部屋 
 cnv : 対流  S : 床スラブ 
 cop : COP  scop : システム COP 
 F : フリーアクセスフロア  T : 埋設配管 
 i : 入口  w : 冷温水 
 rad : 放射   
 
  



第 3 章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

103 
 

[参考文献] 

1) 中村綾子, 渡辺俊行, 龍有二, 赤司泰義, 吉竹裕二, 富原信之: 事務所ビルに採用した躯体蓄熱

空調システムの総合的評価, その1 室内熱環境と消費電力量, 日本建築学会大会学術講演梗概

集, D-II, pp. 113-114, 1996. 7 
 
2) 金政秀, 松浦肇, 田辺新一: 躯体蓄熱空調システムの現場実測・模型実験による基礎的性能評

価, 日本建築学会環境系論文集, 第74巻, 第635号, pp. 63-70, 2009. 1 
 
3) 三浦克弘, 吉田治典: 躯体蓄熱暖房利用時における空調機能力の決定方法についての考察, 日
本建築学会環境系論文集, 第74巻, 第637号, pp. 369-377, 2009. 3 

 
4)三浦克弘, 吉田治典: 躯体蓄熱暖房利用時における冬季長期休暇後の運転方法, 日本建築学会

環境系論文集, 第74巻, 第640号, pp. 711-719, 2009. 6 
 
5) 中村卓司, 長野克則: 躯体蓄熱システムにおける蓄熱特性の評価に関する実験的研究, 日本建

築学会環境系論文集, 第73巻, 第627号, pp.639-645, 2008.5 
 
6) 中村卓司, 川島実, 長野克則: 躯体蓄熱システムにおける建築部位毎の蓄放熱量の解明と蓄熱

効率に関する実験, 日本建築学会技術報告集, 第15巻, 第29号, pp. 173-178, 2009. 2 
 
7) 相楽典泰, 宋城基, 前原勝樹, 龍有二, 西田勝, 北山広樹: 天井裏空間利用躯体蓄熱空調システ

ムに関する実験的研究, 日本建築学会環境系論文集, 第74巻, 第636号, pp. 209-216, 2009. 2 
 
8) 佐藤祐輔, 前原勝樹, 相楽典泰, 龍有二: 床吹出し型躯体蓄熱空調システムに関する実験的研

究, 日本建築学会環境系論文集, 第76巻, 第661号, pp. 281-288, 2011. 3 
 
9) 相楽典泰, 佐藤祐輔, 前原勝樹, 龍有二: 天井裏空間利用型と床吹出し型躯体蓄熱空調システ

ムのシステム性能に関する実験的研究, 日本建築学会環境系論文集, 第76巻, 第670号, pp. 
1061-1069, 2011. 12 

 
10) 鄭在薫, 鉾井修一, 占部亘: 最適制御理論を用いた躯体蓄熱の最適制御方策に関する基礎的

研究, 日本建築学会計画系論文集, 第520号, pp. 33-39, 1999. 1 
 
11) 長井達夫: 躯体の熱容量を利用した動的最適化空調運転がエネルギー消費特性に及ぼす影響

について, 日本建築学会計画系論文集, 第540号, pp. 45-52, 2001. 2 
 
 



第 3 章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

104 
 

12) 盧炫佑, 宇田川光弘: 躯体蓄熱空調システム性能のシミュレーションによる検討, 日本建築

学会計画系論文集, 第544号, pp. 31-38, 2001. 6 
 
13) 中村卓司, 長野克則, 金田一清香: 水蓄熱と組み合わせた躯体蓄熱空調システムのエネルギ

ー評価に関する研究, 日本建築学会環境系論文集, 第75巻, 第649号, pp. 289-295, 2010. 5 
 
14) 梶山隆史, 森山泰行, 森田深雪, 齋藤正文: 寒冷地における自然エネルギー利用空調システム

の省エネルギー性評価 運用実績データに基づく分析, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, 
pp. 1441-1444, 2008. 8 

 
15) 近本智行, 関根賢太郎, 小林陽一, 太田涼平: 地中熱、太陽熱を直接利用する躯体スラブ蓄熱

放射冷暖房システムに関する研究, その1 研究及びシステムの概要, 日本建築学会大会学術講

演梗概集, D-II, pp. 609-610, 2014. 7 
 
16) 熊谷智夫, 梶山隆史, 張本和芳, 市原真希, 田中拓也, 川瀬貴晴: 都市型ZEBの実証・評価に

関する研究, 第1報 実証建物概要と年間エネルギー収支の試算, 空気調和・衛生工学会学術講

演論文集, pp. 41-44, 2015. 10 
 
17) 山口太朗, 立石賢太, 藤原勇, 松江正, 中村真, 野部達夫, 田辺新一, 佐藤真由美, 田窪高蔵: 
スマートエネルギービルに適用する技術に関する研究, その1 スマートエネルギービルのコン

セプト, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 301-304, 2016. 9 
 
18) 片岡えり, 佐藤孝輔, 桑山絹子, 白石靖幸: 外断熱建物における躯体蓄熱利用放射システムに

関する研究, 第1報 建物及び設備概要とピース実験の結果, 空気調和・衛生工学会学術講演論

文集, pp. 317-320, 2016. 9 
 
19) 梶井聡, 谷口直英, 佐藤智史: 高校における地中熱ヒートポンプと躯体放射を利用した空調

設備システム, 第1報 建築計画および設備計画の概要, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, 
pp. 77-80, 2015. 9 

 
20) 三宅絵美香，高橋満博，中本俊一，伊藤清，川村聡宏，秋元孝之: 次世代研修施設に適用す

るZEB 技術の研究，その 2 TABS の導入と放射空調システム, 日本建築学会大会学術講演梗

概集, 環境工学-II, pp.1175-1175, 2018.7 
 
21) 富樫英介: 熱環境計算戯法, 工学院大学 富樫研究室, 2016. 12, 978-4-9908908-1-0 
 
 



第 3 章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

105 
 

21) 富樫英介, 田辺新一: Immutable interfaceを利用した汎用建築熱負荷計算クラスライブラリ

の設計法, 空気調和・衛生工学会大会 学術講演論文集, pp. 1995-1998, 2009 
 
22) 空気調和・衛生工学会: SHASE-G 1008-2016 建物エネルギーシミュレーションツールの評

価手法に関するガイドライン, 2016 
 
23) 宇田川光弘, 橋本洋, 木村建一: 100%太陽熱暖房システムのシミュレーション, 日本建築学

会大会学術講演梗概集, 計画系, pp. 165-166, 1979. 9 
 
24) 宇田川光弘: パソコンによる空気調和計算法, オーム社, pp.224-257, 1986 
 
25) 竹中信幸, 小澤守, 梅川尚嗣, 浅野等, 松本亮介: 熱移動論入門, 6.4節 伝熱促進技術, pp. 

169-172, コロナ社, 2008. 11 
 
26) Dittus, F., W. and Boelter, L., M., K.: Heat transfer in automobile radiators of the tubular 

type, University of California Press, Berkeley, University of California Publications in 
Engineering, Vol. 2, pp. 443-461, 1930 

 
27) 宿谷昌則: 数値計算で学ぶ光と熱の建築環境学, p. 89, 丸善株式会社, 1993 
 
28) Kimura, K.: Scientific basis of air conditioning, p. 95, Applied science publishers ltd. , 

1977 
 
29) 空気調和・衛生工学会: 空気調和・衛生工学便覧 第14版, 第一編 基礎編, p. 86, 丸善株式会

社, 2010 .2 
 
30) 空気調和・衛生工学会: 試して学ぶ熱負荷HASPEE, p. 51, 丸善出版株式会社, 2012. 10 
 
31) 空気調和・衛生工学会 SHASE-G 0012-2008 建築・設備の省エネルギー技術指針 非住宅

編, 2008 
 
32) 国土交通省国土技術政策総合研究所: 独立行政法人建築研究所, 平成25年省エネルギー基準

に準拠した算定・判断の方法及び解説, I 非住宅建築物（第二版）, 2014. 4 
 
33) 伊澤康一, 小溝隆裕, 宿谷昌則: 室内空気温・周壁平均温の組み合わせと人体エクセルギー

消費の関係, 日本建築学会環境系論文集, 第68巻, 第570号, pp. 29-35, 2003. 8 
 



第 3 章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

106 
 

34) 岩松俊哉, 淺田秀男, 深井友樹, 福田秀朗, 宿谷昌則: 高温放射冷房と通風による温熱快適感

と人体エクセルギー収支に関する研究, 日本建築学会環境系論文集, 第75巻, 第653号, pp. 
585-594, 2010. 7 

 
[注] 

注1）矩形フィン内部の温度Tの分布は、フィンを伝わる熱量とフィン表面から周囲（温度

Tamb）への熱移動量を用いて式(A-1)の微分方程式で表現できる 26)。ただし、フィンの厚みは

十分に薄く、W方向のみに温度分布が生じると仮定する。式(2)の変数m [m-1]は本式の右辺の

係数である。 

𝑑𝑑2𝑇𝑇
𝑑𝑑𝑚𝑚2 = 𝑚𝑚2(𝑇𝑇 − 𝑇𝑇𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎𝑎) (A-1) 

 
注2）厳密には配管内を流れるにつれて水温が変動するため、対流熱伝達率も変化する。ただ

し、実測値によれば、配管内での温度変化は精々3 ºC程度であり、入口水温で計算した場合と

出口水温で計算した場合とで対流熱伝達率の差異は2%程度であった。従って、配管全体では

2%よりも小さい誤差に抑えられると予想されるため、本モデルは入口水温で対流熱伝達率を

計算する仕様とした。 
 
注3）本来であれば床下空気の乾球温度を用いるべきであるが、計測をしておらず、また、既に

入居が完了して温度設定値の変更を伴う追加実測が困難であったため床温度で代替した。ただ

し、本空調方式は二重床を通過して床下から居室に空気が染み出す方式であるため、FCUの

稼働時に関しては二重床温度と床下空気温度はほぼ同じと推測できる。一方、FCUの停止時

に関しては二重床温度と床下空気温度の温度差は拡大するが、この場合にはそもそも風速が0
に近く、床下空気とスラブの対流熱交換が小さいため、熱交換は主に二重床下側表面とスラブ

との放射熱交換によって生じると予想でき、上記の代替に伴う誤差は限定的と予想する。 
 
注4）年間のシミュレーションは実施しないが、冷房期間は6~9月のみとするため、以降、本報

での冷熱負荷に関する単位は便宜的に「1年あたり」（/年と/yr）で表現する。 
 
注5）参考文献23)の条件に倣った。 
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1. はじめに 

 TABS の躯体熱挙動の特性を活かした空調システムの運用手法は確立されているとは言えない。

TABS の主たる特徴は、一般の対流式空調と異なり、室内温熱環境の安定性が高い点、熱源・空

調システムと室内温熱環境調整とを分離して運用可能な点が挙げられる。一般の熱源・空調シス

テムの場合、熱源を一次側、空調と室内空間を一体として二次側と表現することが慣例となって

いるが、TABS においては、空調と室内空間の間に蓄熱体が存在し、空調の運転と室内環境調整

を分けて考える必要がある。そこで本研究においては、熱源・空調を一次側、室内環境調整を二

次側と定義する。 
TABS の一次側と二次側の分離運用は、一次側のピークシフトによる熱源の効率向上の可能性

があり、一般の対流式空調との熱挙動の違いを把握し、躯体の熱挙動を利用した一次側と二次側

の運用手法を確立することは TABS の設計にあたって重要である。そこで本章では、躯体表面熱

流及び室内温熱環境の実測により、TABS の躯体熱挙動を明らかにした上で、一次側と二次側を

分離した運用の試行により TABS の運用手法を提案し、その適正化の検証を行う。さらに、その

検証結果を実運用において適用し、ピークシフトによる熱源効率の向上効果を推察する。 
 

2. 実測による躯体熱挙動の検証 

2.1 通常運用時の躯体熱挙動 

一次側・二次側の運用時間を一致させた場合の躯体熱挙動の特性を実測により評価すると共に、

天井スラブ躯体の熱特性を活かした運用手法につながる検討を行った。 
 実測計測項目、実測機器、実測機器配置平面図、及び計測機器配置断面図は第２章第 3.1 節に

示したものと同様である。熱流束計は、空調負荷特性の異なる西側及び東側ペリメータ、インテ

リアの３か所に設置した。また、広範囲に天井表面温度の状態を把握するため、サーモカメラに

よる熱画像の撮影を行った。一次側の送水時間は執務時間と同じ 8:30 から 18:00 までとした。 
 図 4.1 に各計測箇所の天井面温度を示す。放射空調の運転時間 8:30～18:00 の間、躯体内部の

目標設定温度は 19℃としているが、天井面温度はインテリアで約 23.5℃～24.5℃の間で推移して

いる。空調運転開始 8:30 の約 24℃から、11:00 には約 24.5℃まで上昇し、その後、空調運転停

止 18:00 の約 23.5℃まで徐々に下降する。これは、始業と共に内部負荷は上昇するが、放射空調

の配管からの熱伝導に時間的遅れが生じているためである。東西両ペリメータの天井表面温度も

同様の熱挙動を示すが、インテリアよりも約 0.3～0.5℃ほど高い。 
図 4.2 に各計測箇所の天井面、床面の熱流束を示す。インテリアの天井面での最大吸熱量は就

業時間の 18：00 前後となっており、躯体熱挙動による時間的遅れを示している。また、各計測

箇所の 4F 天井面の熱流量を見ると就業時間後も多くの吸熱が起こっている。これらのことから、

放射空調の運転開始時間を早めることが有効であること示唆された。 
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図 4.1 各計測箇所の天井表面温度 

 

 
図 4.2 各計測箇所の天井面及び床面の熱流束 
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 図 4.3 に天井表面温度の熱画像を示す。始業前の 8：00 の天井表面温度は約 24℃前後であり、

全体的に均一な温度に保たれている。西日が室内に差し込む 17：00 の熱画像では、窓面近傍の

表面温度が 30℃を超えているが、ペリメータの天井面で処理されているためインテリアとペリメ

ータの天井表面温度に顕著な差は見られない。それぞれの時間別熱画像を比較すると天井表面温

度の上昇が小さく比較的安定していることが確認された。 
 

 
図 4.3 天井表面温度の熱画像 
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2.2 インテリアとペリメータの躯体熱挙動 

図 4.4 に夏季代表日の西側ペリメータ、インテリア、東側ペリメータの天井表面熱流束と

FL+2600mm 空気温度、躯体温度の経時変化を示す。天井スラブ近傍である FL+2600mm の空気

温度は、インテリアの約 26℃に対して、西側ペリメータで+2℃以下、東側ペリメータで+1℃以下

を保っている。ペリメータの FL+2600mm の空気温度は外皮からの貫流及び日射負荷の影響で上

昇するが、天井スラブ躯体との対流熱伝達により、本建物の空調設定温度である 28℃を下回って

いる。これは、インテリアの天井表面熱流束が約 15W/㎡であるのに対して、西側ペリメータで最

大 33W/㎡、東側ペリメータで最大 27 W/㎡の吸熱が行われているためである。このようなペリメ

ータ天井スラブ面での自律的な躯体熱挙動によりペリメータの温熱環境が安定化し、ペリメータ

空調レス化に寄与していると考えられる。 
外皮からの貫流及び日射負荷の影響の少ないインテリアについて考察すると、天井表面温度は

11:00 前後まで上昇し、天井スラブ躯体による最大吸熱量は定時終業時刻の 18:00 前後に表れ、

躯体熱挙動による時間遅れが生じていることがわかる。また、各計測箇所の天井表面熱流束を考

察すると、就業時間後も多くの吸熱が起こっている。これらのことから、放射空調の送水開始時

間と停止時間を早めることによって、執務時間内に有効な吸熱が多く行われる可能性があること

が示唆された。 
  



第 4 章 実測による躯体熱挙動の把握と運用手法の検証 

111 
 

 

 
図 4.4 ペリメータ（西・東）とインテリアの天井面熱流量と各種温度 

 
2.3 空調停止時の躯体熱挙動 

 前節の検証により、本建物の躯体蓄熱天井スラブ放射空調システムの温熱環境の安定性が確認

された。このような躯体の熱容量を活用した空調システムは、ピーク負荷削減による負荷平準化

に寄与するたけでなく、非常時に空調が停止した場合の BCP 対応につながる可能性がある。 

 BEMS データ（外気温度、日射量）と室内温度・上下温度・熱流束計の実測値を用いて、夏季及
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び冬季の空調停止時（放射空調、床染出空調の両者共停止時）の躯体熱挙動の評価を行った。な

お、本建物の空調停止日は、年末年始を除き日曜のみであるため、夏季の評価は１日に限定した。

なお、一次側の送水時間は執務時間と同じ 8:30 から 18:00 までとした。 

(1) 夏期空調停止時の検証 
 図 4.5 に夏季空調停止日（2017 年 8 月 27 日）の室内外環境を示す。外気温度と室内に侵入す

る日射の影響により、室内温度は徐々に上昇するが、1 日の温度差は約 1.5℃に止まっている。図

4.6 に同日のインテリアの天井表面熱流束と各種温度を示す。天井近傍の FL+2600mm の空気温

度の上昇に伴って、空調停止時にも天井スラブ躯体による 10W/㎡前後の吸熱がある。このため、

天井表面温度と躯体温度は徐々に上昇し、天井表面温度の 1 日の温度差は約 1.5℃、躯体温度の 1
日の温度差は約 1.8℃となっている。 
  

 

図4.5 空調停止日（夏期）の室内外環境 

 

 
図4.6 インテリアの天井面熱流と各部位の温度（夏期） 
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(2) 冬期空調停止時の検証 
 冬季は、年末年始の 3 日間空調が停止される期間の前後 1 日を含む 2015 年 12 月 30 日～2016
年 1 月 3 日のデータを用いた。図 4.7 に期間中の室内外環境を示す。空調停止する期間中の外気

温度は 4～13℃で推移するが、室内温度は 20℃以上を保っている。日射のダイレクトゲインによ

り、日中に室内温度が約 2℃上昇している。躯体温度は、空調停止した 30 日の 17:00 から緩や

かに下降するが、このダイレクトゲインにより若干上昇し、3 日間で約 1℃の低下に留まってい

る。図 4.8 にインテリアの天井面熱流束と各種温度を示す。天井スラブ躯体から約 3W/m2 の放熱

があり、室内温度の下降が抑制されている。 

 
図4.7 空調停止期間（冬期）の室内外環境 

 

 

図4.8 インテリアの天井面熱流と各部位の温度（冬期） 

 
このような躯体熱挙動のロバスト性 注 1)は、都市部において震災などの災害時に問題となる帰

宅困難者が 1～3 日間程度執務室内に籠城することを想定すると、災害時に空調停止した場合の

室内温熱環境の維持に役立つ可能性がある。 
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3． 一次側と二次側を分離した運用試行 

3.1 運用の提案 

TABS の最大の特徴は、一次側熱源システムと二次側空調システムとを運用時間的に切り離し、

各々を最適な状態で運用することが可能なことである。本研究での、その運用提案のイメージを

図 4.9 に示す。 
 2016 年度までの運用では、始業とともに放射空調の送水ポンプを運転し、終業時間に停止させ

ているが、躯体内部の熱伝導･熱容量の影響で、天井スラブ面からの放熱に時間的遅れが生じてい

る。この特性を逆に利用すると、サブ熱源である空気熱源ヒートポンプと放射空調の送水ポンプ

を始業前の早朝より運転開始し、就業時間途中で送水ポンプを停止することで、天井スラブ面の

放熱量のピークを昼間にシフトさせることができる。空気熱源ヒートポンプの運転は、早朝の外

気温度が低い時間帯に行うことになるため、その COP 向上を図ることができ、太陽熱とコージェ

ネ排熱を利用したメイン熱源である吸着式冷凍機システムの昼間の稼働率が上がる可能性もある。

また、中間期は、自然換気システムのダイレクトナイトパージにより、早朝の空気熱源ヒートポ

ンプに代わって天井スラブ躯体に蓄冷することができ、自然エネルギー利用とも親和性が高い運

用と言える。 

 
図 4.9 躯体蓄熱放射空調の運用イメージ 

 

3.2 提案する運用の試行 

 躯体蓄熱放射空調の送水時間を執務時間と同じ 8:30 から 18:00 までにした場合、天井表面温度

は 11:00前後まで上昇し、天井スラブ躯体による最大吸熱量は定時終業時刻の 18:00前後に表れ、

躯体熱挙動の時間的遅れが生じていた。提案する運用の試行のため、一週間ごとに送水開始・停

止時間を変更し、計 3Case の実測を行った。 
 表 4.1 に各 Case の放射空調の運転開始・停止の時間、表 4.2 に各ケースの空調運転の概要を

示す。Case1 では通常の空調運転(8:30～18:00)で運転し、Case2・3 と送水開始・停止を順次早め

て実測を行った。 
 

 



第 4 章 実測による躯体熱挙動の把握と運用手法の検証 

115 
 

表 4.1 各 Case の天井スラブ放射空調の送水開始・停止の時間 

  

運用ケース 運用スケジュール 

Case 1 From 8:30 to 18:00 

Case 2 From 7:30 to 17:00 

Case 3 From 6:30 to 15:00 

 

 

表4.2 各Caseの空調運転の概要 

 日付 運転時間 代表日 外気温度 天候 

Case 1 8/21-8/27 9.5h 8/22 30.4 曇り 

Case 2 8/28-9/3 9.5h 8/29 30.8 曇り 

Case 3 9/4-9/10 8.5h 9/5 24.2 晴れ 

 
 

 図 4.10 に各 Case 代表日のインテリアの天井表面熱流束と躯体温度を示す。外皮からの貫流及

び日射負荷の影響の少ないインテリアに送水時間の前倒しの効果が顕著に表れおり、Case3 では

ほぼ執務時間の中央である 13 時から 14 時に天井表面熱流束が最大となった。躯体温度を考察

すると、各 Case で送水開始時の温度に、前日の負荷状況の違いによる差異が見られるが、Case1
では躯体温度の低下に遅れが生じているのに対して、Case2,3 では躯体温度の低下が早まってい

ることが確認できる。また、送水停止時間を早めても、躯体の熱的慣性力によって、躯体温度に

急激な上昇は見られない。 
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図 4.10 各 Case 代表日のインテリアの天井面熱流束と躯体温度 
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 図 4.11 に各 Case の執務時間と執務時間外の天井表面熱流量の比を示す。各天井表面熱流量

は、インテリア及び東西ペリメータの各熱流束計で測定された熱流束に各エリアの面積を乗じ、

執務時間と執務時間外それぞれの積分値から求めた推定値である。その比率は Case1 では概ね 1：
1 であったが、Case3 では 7：3 近くまで改善される傾向が見られた。このような天井表面熱流量

の時間シフトは、スラブ・配管条件、送水条件、併用する空調の運転条件、室内負荷条件等の影

響を受けるが、本研究対象建物の条件では送水開始時間を始業より 2 時間程度早めることで適正

化が図れることが示唆された。 
このように、TABS を活用した放射空調は、一次側と二次側の運用スケジュールを切り離して

適正化を図ることの重要性が確かめられた。 
 

 
図 4.11  各 Case の執務時間外と執務時間の天井面吸熱量の比 
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4. 一次側と二次側の分離運用の効果 

 図 4.12 は熱源に蓄熱槽を持つシステムと TABS の違いを示している。熱源に蓄熱槽を持つシ

ステムにおいては、熱源システムと空調システムとを分離した運用が可能であるが、この場合、

蓄熱温度つまり熱源製造冷水温度を下げる必要がある場合もあり、熱源システムの効率が必ずし

も向上するとは限らない。TABS においては、室内側に蓄熱体があるため、熱源製造冷水温度を

下げる必要がなく、空気熱源ヒートポンプの夜間や早朝移行による熱源効率の向上効果をそのま

ま享受することができる可能性がある。 
前節において適正化が示唆された、放射空調の送水開始・停止時間を早める運用手法を、2018

年夏季における実運用に適用し、その効果の検証を行った。 
 

 

図 4.12 熱源に蓄熱槽を持つシステムと TABS の違い 
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4.1 室内温熱環境と躯体の熱挙動の評価 

2017 年夏季までは、放射空調の送水時間を 8 時 30 分から 18 時として運用していたが、2018 
年夏季では、6 時 から 14 時 とした。 

図 4.13 に代表日の全測定点の室内温度の箱ひげ図と外気温度の経時変化を示す。室内温度のば

らつきは非常に少なく、執務時間内の室内温度は 26±0.5℃に保たれていることを確認した。 
 

 

図 4.13 室内温度の箱ひげ図と外気温度の経時変化 

 

図 4.14 に代表日の等価温度によるスタビリティ評価を示す。これは、温熱環境の空間分布と時

間変動の経時変化を表現したものであり、横軸に平面的な等価温度の設定目標値（ここでは、執

務時間中の平均等価温度と仮定）と実環境の乖離を、縦軸に平面的な等価温度の標準偏差を示し

ている 1)。図の上段に 2018 年の夏季の放射空調の運用時の実測値を、中段に 2015 年夏季の放射

空調の運用時の実測値を、下段にマルチパッケージ型空調システムを採用している比較建物（第

2 章 3.5 節示した建物）の 2016 年夏季の実測値を示す。2018 年夏季の運用（上段）では、等価

温度の乖離と標準偏差は小さくまとまっており、温熱環境は空間的にも時間的にも安定している

ことがわかる。一般の対流空調（下段）の分布と比較すると、その安定性が明らかである。また、

放射空調の送水時間を通常の空調運用時間と同じにした運用（中段）と比較すると、執務時間外

のマイナス方向への等価温度の乖離が見られない。これは、送水時間の前倒し効果により、執務

時間外の天井面での吸熱（放冷）が小さくなっているためである。 
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図 4.13 等価温度によるスタビリティ評価 1) 
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図 4.14 に代表日の東西ペリメータ及びインテリアの天井表面熱流、躯体温度、室内平均温度、

外気温度を示す。 
各エリア共、天井表面の吸熱は、13 時から 14 時に最大となっており、放射空調の送水が停止

した 14 時以降も、躯体温度は急激に上昇することはなく、執務時間内の室内温度は 26±0.5℃に

保たれていることを確認した。執務時間と執務時間外の天井表面熱流量の比は概ね 7：3 となっ

た。 

 
図 4.14 代表日の天井表面熱流、その他温度の経時変化 

（東西ペリメータ及びインテリア） 
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本研究対象建物には、第 2 章で示したように、室内外環境を基に一部の窓を自動開閉する自動

換気窓を備えている。図 4.15 に、夏季早朝の外気温度が室内温度を下回り、自動換気窓が開放さ

れた日の東西ペリメータ及びインテリアの天井表面熱流、躯体温度、室内平均温度、外気温度を

示す。東西ペリメータでは天井表面での吸熱量が低下し、僅かではあるが蓄冷が起こっている。

このように、夏季においても自然換気窓の運用により、執務時間外の吸熱の抑制と蓄冷が期待で

きることが確かめられた。また、2.2 節で示したことと同様に、ペリメータ天井スラブ面での自律

的な躯体熱挙動によるペリメータの温熱環境の安定化が見られた。 

 

 

 
図 4.15 自動換気窓開放時の天井表面熱流、その他温度の経時変化 

（東西ペリメータ及びインテリア） 
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4.2 投入熱量と吸熱量の関係 

本研究では図 4.16 に示すように、熱源から躯体に与えられる冷水の熱量を投入熱量、室内から

躯体に吸収される（躯体から室内に放冷される）熱量を吸熱量と定義する。TABS や蓄熱式空調

システムを持たない一般の熱源・空調システムでは、熱源の熱製造と室内空調の熱処理はほぼ同

時に行われるため、ここで言う投入熱量は吸熱量にほぼ等しい。本節で扱う投入熱量は、天井ス

ラブ放射空調の送水メイン管に設置した熱量計にて計測し、BEMS に蓄積した１時間毎のデータ

を用いた。また、吸熱量は 3.2 節に示した天井表面熱流量の算出方法と同様とした。 
 
 

 
図 4.16 投入熱量と吸熱量の定義 

 
 

図 4.17 に、放射空調の送水時間を 8 時から 18 時 30 分とした 2017 年夏季と､6 時から 14 時と

した 2018 年夏季の代表日の投入熱量と吸熱量の経時変化を示す。どちらも投入熱量と吸熱量に

相関性はなく、運転開始初期の投入熱量の増加に対して吸熱量の増加に遅れが発生する TABS の

特性が現れている。2017 年は投入熱量が 100MJ を超える時間が 9 時から 17 時までと長いが、

2018 年は 6 時から 8 時と短く、ピークシフトが行われていることがわかる。また、2018 年は 14
時以降の投入熱量が 0MJ となった後も吸熱量の増加が見られ、18 時以降の執務時間外の吸熱量

が、2017 年に比べて減少しており、適正化が図られていることが確認できる。 
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図 4.17 投入熱量と吸熱量の経時変化 (2017 年と 2018 年代表日) 

 
 
4.3 熱源効率の向上効果の検証 

本研究対象建物の冷熱源システムは、第 2 章 2.2 節で示したように、太陽熱と CGS 排熱を駆動

源とした吸着式冷凍機をメイン熱源機とし、空気熱源ヒートポンプチラーをサブ熱源機とする構

成である。そのため冷熱源の運用は、太陽熱利用が期待でき、電力負荷が高く CGS 排熱利用が

できる 9 時から 16 時は吸着式冷凍機を優先して運転し、夏季においても外気温度が低下する早

朝・夜間は空気熱源ヒートポンプを運転し、熱源システム効率の向上を図ることができる。 
第 2 章 4 節における検証では、吸着式冷凍機の COP は外気温度に左右されずほぼ一定であり、

空気熱源ヒートポンプチラーの効率向上が熱源効率向上に寄与することがわかっている。TABS
では、一次側と二次側を分離する運用によってピークシフトが行われるため、空気熱源ヒートポ

ンプチラーを外気温度の低い早朝に高負荷運転させることで効率向上の可能性がある。 
 図は放射空調の送水時間を 8 時 30 分から 18 時とした 2017 年及び 6 時から 14 時とした 2018 
年の 7 月と 8 月における ASHP の期間 COP を、6 時から 18 時までの熱源運転時間内の平均

負荷率及び平均外気温度と共に比較したものである。平均負荷率は、モジュールの増段・減段の

状況が把握できなかったため、定格能力 750kW に対する比率とした。2018 年は 2017 年に比べ

て平均外気温度が高いにも拘らず、両月とも期間 COP の向上が見られる。ASHP は、外気温度

だけでなく、負荷率やモジュールの増段・減段の状況によっても COP は変化するが、平均外気

温度の差が約 1℃高い 7 月で 0.2（約 4％）の COP 向上に対して、約 2℃高い 8 月では 0.06（約

1％）の COP 向上に止まっており、明らかに外気温度の影響が大きいと推察される。2018 年の

平均負荷率は、2017 年と比べて熱源の運転時間が 2 時間長くなるため若干低下するが、2017 年

とほぼ同等の 32％前後である。 
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図 4.18  空気熱源ヒートポンプチラーの期間 COP、平均負荷率、平均外気温度 

（2017 年と 2018 年） 

 
 COP 向上効果の要因をさらに明らかにするため、2017 年と 2018 年それぞれの熱源運転開始

から 4 時間の期間 COP、平均負荷率、及び平均外気温度を比較した。その結果を図 4.19 に示す。

4 時間とした理由は、2017 年と 2018 年のどちらも運転開始から 2 時間までの COP にばらつき

が見られたためである。2018 年 7 月は、早朝への移行により 2017 年 7 月と比べて平均外気温度

が約 2℃低下しているため、0.23 の COP 向上が見られる。一方、2018 年 8 月は、2017 年 7 月

と比べて平均外気温度が 0.6℃低下に止まっているため、0.05 の COP 向上となっている。2018
年の平均負荷率は 7 月、8 月とも 60％を超え、2017 年に比べても若干ではあるが高くなってお

り、ピークシフトによる早朝の高負荷運転が表れていると推察される。 
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図 4.19  熱源運転開始から 4 時間空気熱源ヒートポンプチラーの期間 COP、 

平均負荷率、平均外気温度（2017 年と 2018 年） 

 
 2017 年と 2018 年の熱源・空調システムの運用方法の違いは放射空調の運用変更のみであっ

たことから、2018 年の期間 COP 向上は、熱源負荷のピークシフトの効果、つまり外気温度の

低い早朝に高負荷運転されていたことによるものと推察される。 
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5. 結論 

本建物の天井スラブ放射空調における一次側と二次側の分離運用を躯体熱挙動の実測により評

価し、さらに熱源側の運用効果の検証を行った結果、以下の知見を得た。 
 
１） 天井表面熱流束と室内温熱環境の実測により、本研究の対象とする配管埋設型 TABS の室内

温熱環境と躯体熱挙動の特性の実態を調査した。 
 
２） 放射空調の送水時間と執務時間を一致させた運用の場合、天井表面温度の低下と天井表面熱

流束の最大値発現に時間遅れが生ずる TABS の特性を実測により確認した。 
 
３） ペリメータの天井スラブ面での自律的な躯体熱挙動により、ペリメータの温熱環境は安定化

する。TABS がペリメータ空調レス化に寄与することを示した。 
 
４） 夏季空調停止時は天井スラブ躯体による吸熱があり、室内温度の上昇が抑えられる。冬季空

調停止時は天井スラブ躯体からの放熱があり、室内温度の下降が抑えられる。このような躯

体熱挙動のロバスト性は、災害時に空調停止した場合の室内温熱環境の維持に役立つことを

示した。 
 
５） 一次側と二次側を分離した運用手法の試行を行った結果、一次側熱源・空調システムの運転

を二次側室内環境調整の運用スケジュールよりも早めることで、室内温熱環境を維持しなが

ら、埋設配管型 TABS の運用が適正化されることを示した。 
 
６） 夏季においても自然換気窓の運用により、執務時間外の吸熱の抑制と蓄冷が期待できること

を確認した。 

 
７） 投入熱量と吸熱量に相関性がない TABS の特性を示し、投入熱量のピークシフトが行われて

いることを確認した。 
 
８）運用手法の検証結果を反映させた実運用において、熱源負荷のピークシフトが行われている

ことを明らかにし、外気温度の低い早朝に高負荷運転させることによる空気熱源ヒートポンプ

チラーの COP 向上効果を示した。 
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[注] 

注 1）本研究で言うロバスト性とは、外気温度、日射量、風速などの外部環境の変化、人員、照明、

OA 機器などの室内負荷条件の変化や偏在化、熱源・空調システムの制御や発停による状況変化

に対して、室内温熱環境がそれらの変化の影響を受け難い性質を指している。 
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1. はじめに 

 本章では、第１章から第 4 章で得られた知見から、躯体熱容量活用型建築の計画における要求

性能、性能検証、及び効果拡大手法を示す。さらに、その性能要件に基づいて計画を行った実例

を示す。 
第 2 章、第 4 章で行った実測データを用いた他、第 3 章で構築したシミュレーションモデルを

用いて、天井部の躯体現しの割合を変化させた場合の影響評価、災害時を想定した BCP 性能の向

上の効果、自律安定性の再現と評価、休日の運用による自然エネルギー利用の拡大の評価を行う

ことで、躯体熱容量活用型建築の設計に役立つ手法を示す。 
 
2. 要求性能 

2.1 ペリメータの空調レス化 

本研究対象建物の平面計画は、窓際を通路とするペリメータアイルとしており、熱的緩衝空間

を形成することでペリメータ空調レス化を図っている。TABS は、天井部の躯体温度をインテリ

アとペリメータで個別に制御することは難しい。これは第 4 章 2.1 節で示したように、躯体熱挙

動に時間的遅れが生じるためである。したがって、TABS の設計においては、ペリメータ空調レ

ス化が重要な要求性能となる。 
第 4章 2.2節では、夏季においてはペリメータの天井スラブ面での自律的な躯体熱挙動により、

ペリメータの温熱環境は安定化し、TABS がペリメータ空調レス化に寄与することを示した。本

節では、冬期においては、窓面からコールドドラフトの問題が生じる可能性があるため、ペリメ

ータの温熱環境を検証した。 
 本研究対象建物では、ペリメータレス空調化の一環として、室内温湿度のコントロールを行う

染出型床吹出空調（床下設置 FCU）のレターン口を窓下に設置することで、冬期における窓面か

らのコールドドラフトが室内に及ぼす影響を抑制する計画をしている。そこで、FCU 作動/停止時

のペリメータの温熱環境を実測し、その検証を行った。 
 図 5.1 に FCU 作動/停止時の上下温度分布を示す。FCU 作動時のぺリメータ温度は 24℃、FCU
停止時では 23.5℃であり、若干のぺリメータ温熱環境の違いが見られる。図 5.2 に FCU 作動/停
止時の断面風速分布を示す。FCU の作動/停止に係わらず窓面近傍では風速約 0.21 m/s のコール

ドドラフトが発生している。FCU 作動時の FL.0～600mm では、室内側への空気の流れは確認さ

れないが、FCU 停止時の F.L.0～600mm では約 0.13 m/s の風速が発生している。FCU 停止時す

ると床を這う気流が発生しており、窓下からレターンを行うことで、コールドドラフトが室内に

及ぼす影響を抑制することが確認できる。 
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図 5.1 FCU作動/ 停止時の上下温度分布比較 

 

 
図 5.2 FCU作動/ 停止時の断面風速分布比較 

 

  



第 5 章 躯体熱容量活用型建築の計画法 

131 
 

2.2 躯体現し割合による適正化条件 

本研究対象建物ではリバーススラブ（逆スラブ構造）を用いることで天井面のほぼ全面が放射

面として機能する。TABS の設計において、この逆スラブ構造は必須条件ではなく、通常の構造

形式とした場合でも、吊り天井としなければ TABS が構築できる。その場合、放射面積に制約が

生じる可能性があるため、放射面積の大きさ、つまり躯体現し割合が温熱環境にどのように影響

を与えているのかをシミュレーションで検証した。 
 図 5.3 に躯体現し割合別の PMV 発生頻度分布を示す。本建物を 100％とした。躯体現し割合

の増加とともに分布のばらつきが小さくなり、PMV の平均も涼しい側にシフトすることがわか

る。また、分布の裾野も暑い側よりも涼しい側に長く広がる形状になる。 
躯体現し割合は本建物と同様に 100％が望ましいが、今後の設計の適正化への条件としては、

概ね 75％以上が必要と考えられる。 

 
図 5.3 躯体現し割合別の PMV 発生頻度分布 

2.3 放射性能・蓄熱性能 

メーカー製放射空調パネルとは異なり、TABS においては躯体そのものが放射面となることか

ら、放射性能は躯体仕上げ面の材質や仕様に大きく左右される。表 5.1 に金属面の放射率を、表

5.2 に非金属面の放射率を示す。本研究対象建物では、塗装なしのコンクリート躯体現しのため、

放射率は表 5.2 より 0.94 である。注意が必要なのは、床のコンクリート打設を金属デッキプレー

トで行う場合など、金属面が放射面となる場合である。金属面が研磨面の鉄鋼であるとすると、

表 5.1 より放射率は 0.14～0.32 となり、放射性能が悪化する。このような場合、白色のペイント

を施すと、表 5.2 より放射率は 0.89～0.97 となり、コンクリート躯体現しと同等となる。放射率

は概ね 0.9 以上となるように表面仕上げを考慮すべきである。 
 コンクリートには、普通、軽量、気泡（ALC）、PC などの種類があり、それぞれ熱物性値が異

なるため、蓄熱性能に影響する。表 5.3 に各種材料の熱定数表を示す。熱容量に係わる熱物性値

である容積比熱を見ると、ALC を除き、普通、軽量、PC はほぼ同等である。しかし、熱伝導率

を見ると、普通と PC はほぼ同等であるが、軽量は熱伝導率が低い。軽量コンクリートを TABS
の構築に使用した場合、熱流が抑えられて冷房時は天井表面温度が上がることになるため、使用

を控えるべきである。 
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表 5.1 金属面の放射率 1) 

 
表 5.2 非金属面の放射率 1) 

 

 

表 5.3 材料の熱定数表 2) 
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3．性能検証 

3.1 災害時の BCP 性能検証 

第 2 章 3.6 節において空調停止時の温熱環境評価で示したように、災害が発生してエネルギー

供給が遮断されたような場合においても、TABS は、一般の対流空調に比較すると粘り強く温熱

環境を維持できる可能性が高い。この効果を定量的に評価するため、躯体蓄熱モデルを用いて、

エネルギー供給が途絶えた後の温熱環境の推移を予想した。 
図 5.4 にその計算結果を示す。上段が夏期の結果、下段が冬期の結果である。災害発生前 2 日

間と災害発生後 4 日間の PMV の推移を示した。実線が一般の対流空調、点線が躯体蓄熱である。

災害発生後は電力供給が途絶えるため、空調は完全停止となり、夏期に関しては窓開けによる換

気のみに頼る前提である。また、照明およびコンセント負荷は 0 となり、出社する人員も平時の

30%まで減少するとした。 
 夏期に関しては床スラブに冷熱が蓄えられているため、災害発生後 3 日間程度は、明らかに

PMV が対流空調よりも低い値を維持できている。一方、冬期に関しては大きな熱容量により、日

を追うに連れて対流空調と躯体蓄熱の PMV の差が開いていくことが確認できる。災害発生後 3
日程度で PMV の差は 0.5 程度まで広がる。 

 

図 5.4 エネルギー途絶後の温熱環境の推移 
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3.2 自律安定化の性能検証 

第 4 章 2.3 節では、実測によって空調停止時の躯体熱挙動を検証し、TABS が非常時の室内温

熱環境の維持に役立つことを示した。 
実運用での実測においては空調停止期間に制約があり、自律安定性、ロバスト性をさらに明ら

かにするためシミュレーションによる再現と評価を試みた。 
 一般の対流空調が室温のみで温熱環境をコントロールしようとすることに対し、躯体蓄熱は躯

体の熱容量を活用して放射温熱環境を安定化させ、最低限の対流空調を行う。従って、いたずら

に制御を高度化させることなく、室内温熱環境を安定化させることができる。 
 シミュレーションを用いてこの点を評価した。一般に熱負荷シミュレーションは理想的な制御

を仮定して、室温は設定値に維持されることを前提として計算が行われる。しかし、現実には完

全な制御は困難であり、制御の不完全性に伴う室内温熱環境の安定性が本検討の目的であるため、

理想的制御に対して正規乱数 N(0, 0.22) の誤差が加わることを仮定した。これは理想的な供給熱

量に対して誤差が 20% 未満の可能性が 68%、誤差が 40%以内の可能性が 95%という仮定にあた

る。 
 上記の仮定のもとに対流空調と躯体蓄熱で、それぞれシミュレーションを行った。夏期代表日

の室温の推移を図 5.5 に示す。9:00~21:00 を空調時間帯とした。室温設定値は 26℃であるが、上

記の制御の不完全性によりやや上下にばらつきが生じる。上下のゆらぎは、躯体蓄熱よりも対流

空調の方が大きいことがわかる。夏季の空調時間帯のすべてについて、室温の頻度分布を求めた

結果を図 5.6 に示す。対流空調の場合には室温設定値である 26℃を挟んで左右に分布の裾が広が

る。躯体蓄熱の場合には、躯体熱容量を活かした放射温熱環境の安定性が寄与して、対流空調よ

りも遥かに分布の裾が狭いことがわかる。また、躯体温度は室温設定値よりも低いため、制御が

不完全であった場合にも室温の分布は左右非対称に涼しい側にシフトすることがわかる。 
 

 
図 5.5 躯体蓄熱と対流空調の室温の推移 

 



第 5 章 躯体熱容量活用型建築の計画法 

135 
 

 
図 5.6 室温の頻度分布 
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4. 性能向上手法 

4.1 サブシステムの自然エネルギー利用拡大手法 

第 1 章 2 節に示したように、TABS は躯体熱容量を能動的に活用する機能を有する空調システ

ムの部分と定義し、TABS によって得られる特性を活かしてエネルギー効率をさらに高める機能

をサブシステムと定義した。 
本研究対象建物には、TABS のサブシステムとして吸着式冷凍機が導入されており、比較的低

温の太陽熱で冷熱製造が可能である。一般の建物であれば、執務者不在の土日や祝祭日における

太陽エネルギーの利用は困難であるが、躯体蓄熱であれば、太陽熱によって生み出した冷熱を躯

体に蓄えることができるため、休日の太陽エネルギーを活用することができる可能性がある。こ

の効果を確認するため、休日の太陽エネルギーで製造可能な冷水を躯体に通水した場合の挙動を

シミュレーションで確認した。 
 図 5.7 に代表日の躯体蓄熱の効果の推移を示す。土日に製造された冷熱によって躯体が冷却さ

れるため、休日明けの月曜日に天井放射面の吸熱量が増大していることがわかる。 
 図 5.8 はこのような運用によって、太陽エネルギーによる冷熱製造がどの程度拡大するかを月

別に確認した結果である。夏期全体では約 35%、太陽エネルギーの利用量が拡大するという結果

になった。 

 
図 5.7 代表日における躯体蓄熱の効果 

 

図 5.8 躯体冷蓄熱による太陽熱冷熱製造量への影響 
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4.2 自然換気システムの性能向上手法 

 第 2 章 3.4 節で示したように、TABS のサブシステムとしての自然換気システム・ナイトパー

ジの活用はエネルギー性能の向上に寄与するが、第 2 章 3.3 節及び 3.5 節において明らかにした

ように、執務時間中の運用は開放した窓付近の気流環境の悪化や執務室内の音環境の悪化を招く

恐れがある。 
そこで、自然換気システム作動時に室内空間への風のコントロール及び外部騒音の遮音性能を

兼ね備えた什器の設置を提案する。什器（以下、衝立と記す）の形状によった通風経路を CFD 解
析し、提案した形状に類似した衝立を用いた室内環境評価を行った。衝立の向きや形状における

室内環境と執務者の心理量を併せて評価し、オフィスにおける自然換気システムの今後の発展に

つなげていきたいと考える。 
4.2.1 CFD 解析による吸音衝立の形状提案 

図 5.9 に衝立の形状案と、その CFD 解析結果を示す。執務者周辺の気流を減少させ、室内の

広範囲に風を拡散させる為の形状として、左右･上部が湾曲した形状がよいと考えられる。「形状

a」では、衝立中央部で気流が左右と上部に分岐し、衝立の形状に沿って上部へと流れた。「形状

b」では、形状 a と同様に、衝立中央部で気流が左右と上部に分岐するが、左右の湾曲に沿って流

れる気流も多いことが確認された。上記で提案した形状を基に、左右の湾曲形状が類似した某 O 
社が開発した吸音衝立を実測に用いた。 
 

 
図 5.9 衝立の形状案と CFD 解析結果 

 
4.2.2 実測概要 

吸音衝立なしと設置向きを変えた計 3 パターンの比較評価実測を 2017 年 10 月 24,26,27 日の 3
日間行い、対象エリアは 6 階執務室とした。図 5.10 に実測対象エリア及び実測項目を示す。表

5.4 に吸音衝立の設置向きを示し、表 5.5 に代表日の外部環境を示す。室内平面温度および風速

は執務者の卓上に機器を設置し、上下温度風速分布は計 3 か所で計測を行った。室内温熱環境実
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測と併用して穿孔型簡易情報収集用紙 1)を用いた心理量調査は、設置した吸音衝立の周辺執務者

8 人の結果を基に評価を行った。質問項目は、性別/現在の時刻/現在の温冷感/服装/気流を感じる

か/気流を感じた箇所/現在の環境(不快・不快でない)/換気窓の開閉変更希望/換気窓を閉めたい理

由とし、室内環境実測と穿孔型簡易情報収集用紙の回答は自動換気窓が開放されている 11:30～
13:30 とした。 
 

 
図 5.10 実測対象エリアと実測項目 

 
表 5.4 吸音衝立と設置向き 
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表 5.5 実測日の外部環境 

 

 
4.2.3 実測及びアンケート調査の結果 

(1)吸音衝立の CFD 解析 
吸音衝立の CFD 解析結果を図 5.11 に示す。「吸音衝立 A」では、気流が上部へと流れ、執務

空間へと緩やかに下降しながら気流が流れている。「吸音衝立 B」では、衝立の湾曲に沿って左

右への気流が多く確認された。 

 
図 5.11 吸音衝立の CFD 解析結果 

(2)上下平均風速 
 図 5.12 に自動換気窓開放時における吸音衝立なし及び吸音衝立 A・B 設置時の上下平均風速

分布を示す。吸音衝立なしでは、開放された窓から室内中央部まで風の通り道が確認され、最大

平均風速が 0.3m/s と室内風速として高い値であるのに対し、吸音衝立を設置した実測結果で

は、流入した風が衝立によって経路が変更されるため、局所的に風速が速くなることなく約

0.2m/s の風速が確認される。吸音衝立 A では室内上部と FL600ｍｍ付近、吸音衝立 B では、

執務者周辺の風速が確認される。 
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図 5.12 上下平均風速分布 

(3) 等価騒音レベル 
 表 5.6 に 5 分値の等価騒音レベルを示す。自動換気窓閉鎖時（11：00～11：30）、開放時

（11：30～12：00）の騒音測定である。有人時における自動換気窓開放時・閉鎖時を比較する

と、窓を開放することにより、室内の等価騒音レベルが 5.7db 増大した。吸音衝立の吸音性能

を検証するため、無人時の測定も行い、窓開放時に吸音衝立を設置することで室内の等価騒音レ

ベルが 5.7db 減少した。 
表 5.6 5 分値の等価騒音レベル 

 
(4)アンケート調査結果 
表 5.7 に穿孔型簡易情報収集用紙よるアンケートの集計結果を示す。自動換気窓開放すること

で、現在の温冷感では「寒い・涼しい」と申告する執務者が確認され、吸音衝立の設置において

も、「寒い」申告は残存している。「寒い」と申告する執務者の換気窓を閉めたい理由としては、

風が不快と感じる人が多数である。吸音衝立の設置により、騒音不快の申告は減少していること

が確認された。吸音衝立を設置することで、吸音衝立による風のコントロールは執務者にとって

は不十分であるが、吸音効果は得られた。吸音衝立なしに比べ、室内環境に満足している女性執

務者が確認された。 
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表 5.7 穿孔型簡易情報収集用紙の集計結果 

 

 

4.2.4 吸音衝立の効果 

自然換気システムを有するオフィスにおいて自動換気窓手前に吸音衝立を設置することで、外

部騒音の吸音効果は得られる。しかしながら提案する吸音衝立の形状では、室内環境に対する風

のコントロールは見込めるが、執務者の気流の不快感を軽減させることは十分ではなかった。省

エネルギーかつ執務者の快適の向上を図るためには、さらなる形状の提案が必要であり自然換気

システムが有する建物の今後の課題である。 
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5.  本研究に基づいた計画事例 

5.1 計画概要 

本研究に基づいて計画したオフィス（以下、本事例と記す）の建築概要を表 5.8 に示す。また、

完成予想図（外観パース）を図 5.13 に示す。主たる構造は鉄骨造であるが、デッキスラブを用い

た TABS の構築を試みる計画である。 
 

表 5.8 建物概要 

建設地 東京都 

建物用途 事務所 

建築面積 約500m2 

延床面積 約2,000 m2 

構造 
基礎免震 

鉄骨造、一部RC造・SRC造 

 

 
図 5.13 完成予想図（外観パース） 

 

本事例のオフィスにおいて震災対策は設計の重点項目であり、免震構造を採用するとともに、

非常時の BCP 機能強化が重要と考えた。さらに、その機能は平常時の光熱水費削減や快適性向上

にも寄与するものとする。それが設計における基本方針の一つであった。図 5.14 に基本方針概念

図を示す。 

 
図 5.14 基本方針概念図 

BCP

非常時

免震
本計画
重点項目

平常時

震災
対策

快適

光熱水費
削減
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5.2 計画手法 

本事例では日影規制による制約条件の中、建物ボリュームを最大化するという施主要望を実現

するための検証が実施された。その結果、不整形で特徴的な建物形状が計画された。その形状を

考慮した上で、外装ガラス面には全面的に Low-E 複層ガラスを採用、ピロティ部には断熱強化を

図り、熱的な弱点を極力無くし、熱負荷低減を徹底した。その上で必要最低限の高効率設備導入、

自然エネルギー活用を行うことでより少ないエネルギーで快適な執務環境の実現を目指した。 
加えて、本事例は既存オフィスを建替えて建設される。そこで、執務者に対して、既存オフィス

の問題点・改善要望に関するアンケートを実施した。その結果を表 5.9 に示す。 
 

表 5.9 既存ビルの問題点・要望アンケート結果 

順位 問題点・要望 

1 収納スペース不足 

2 リラックススペース不足 

3 冬寒い 

6 夏暑い 

12 
夏エアコンが効きすぎる 

足元が寒い 

ヒアリングより 
空調の気流が気になる 

空調の効きにムラがある 

 

スペース不足に次ぎ、空調関係に関する問題点・改善要望が多い状況が確認された。具体的に

は、温度ムラや足元のコールドドラフトに関する指摘があった。既存ビルの空調方式は個別熱源

による対流空調方式であった。 

この結果を本事例へフィードバックすることで、利用者満足度のさらなる向上を目指した。 

5.2.1 設計コンセプト 

 本事例の基本方針の実現、及び既存オフィスの問題点を改善するために、設計コンセプトは以

下の通りとした。 
(1) マルチインフラ供給 
井戸、排水槽を設けることで、電気、水道、下水道の公共インフラのみに頼らない建物自身が

一定期間自立可能な「マルチインフラ供給計画」を構築することとした。「マルチインフラ供給」

とは停電・断水が発生する非常時にも井水・排水槽の自前のインフラを機能させることが可能な

BCP 機能である。図 5.15 にマルチインフラ供給計画概念図を示す。 
計画当初の試算では、井水を熱として利用することで、オフィスエリアの年間空調消費エネル

ギー量を約 7%削減、水資源として利用することで、オフィスエリアの年間雑用水利用量を約 83％
削減可能な見込みとなった。 
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図 5.15 マルチインフラ供給計画概念図 

 
(2) マルチインフラ＋躯体蓄熱放射空調 
マルチインフラ供給計画に躯体蓄熱放射空調を加えることで、既存オフィスにおける課題を解

決し、さらには光熱水費を削減・省エネルギー・快適な執務環境の実現を生み出す計画を目指し

た。図 5.16 に、躯体蓄熱放射空調計画図を示す。 
 

 
図 5.16 躯体蓄熱放射空調計画図 
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天井レスの躯体現しにした内装計画とし、スラブ上に 70mm の増し打ちコンクリートを設置、

その中に放射冷暖房用配管を打ち込み、天井放射冷暖房を行う計画とした。放射冷暖房に加え、

主に窓面のペリメータ負荷処理を行う目的で床吹出空調を計画した。インテリア部は、通路想定

エリアに吹出口を限定した上で床カーペットからの染出空調による微気流とした。また、ピロテ

ィ部分に対して放射冷暖房とは別に床冷防止用温水床暖房を設置した。さらに空気循環を促す搬

送ファンを設置、気流感の不足を感じる執務者用には卓上ファンを用意することで、個別制御性

にも配慮した計画とした。 
5.2.2 環境計画 

(1) 空調・衛生設備 
図 5.17 に空調設備、図 5.18 に衛生設備系統図を示す。本事例の TABS のサブシステムには、

井水冷熱利用に空冷ヒートポンプチラーを組み合わせたものである。熱源水配管を設け、投込式

熱交換器を介して井水と熱交換した後、放射冷暖房熱源、外気予冷熱源の順に熱のカスケード利

用を計画した。熱利用が完了した井水はろ過処理された後、雑用水槽に貯留され、トイレ洗浄水

として利用される。熱利用と水資源利用の 2 つのサイクルを形成した。 
井水熱利用を補完するサブシステムとして電気式空冷ヒートポンプチラーを設け、冷房時 14℃、

暖房時 37℃供給の中冷温水とし、高効率化を図った。さらに、別途個別熱源の直膨エアハンドリ

ングユニットを設け、外気の顕熱・潜熱を処理する計画とした。排水は平常時直放流とし、非常

時には切替桝にて流路を切替え、緊急排水槽にて約 3 日分の排水貯留が可能な計画とした 

 
図 5.17 空調設備系統図 
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図 5.18 衛生設備系統図 

 
(2) 季節別空調運用方法 
表 5.10 に季節別空調運用方法と省エネルギー効果試算を示す。夏季は躯体蓄冷による空調ピー

ク負荷低減効果が期待される。設計時実施した熱負荷シミュレーションの試算に基づき、熱源容

量は蓄冷効果を期待しない標準的な建築に比べ、約 30％熱源容量を縮小することとした。特に本

事例のオフィスは東面に大きな開口を持つプランとなっており、冷房ピーク負荷は使用開始直後

となるため、南・北・西に面した空間よりもより躯体蓄冷によるピーク負荷カットの効果が大き

いと考えた。冬季においてはさらに、ピロティ部の断熱強化と共に温水床暖房を行い、熱的な弱

点を克服しようと考えた。夏季・冬季共通で放射冷暖房により、室温変動、温度ムラの少ない温

熱環境の実現を目指した。 
加えて井水熱利用や高効率熱源運転により、年間空調エネルギー20％削減を目標とした。春・

秋の中間期では自然換気やナイトパージと躯体蓄冷を組み合わせた自然エネルギーによる熱負荷

処理を積極的に行う予定である。特に夜間の冷涼な外気を躯体に蓄冷することで、自然エネルギ

ー利用量を増大させることを考えた。自然換気により、空調負荷 10%削減、年間空調エネルギー

8％削減を目標とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 

井戸

上水

雑用水系統

井水槽

市水本管

井水

各階に増圧給水
（飲用、手洗用）

厨房

雑用水槽

下水本管

緊急
排水槽

雑用水

水槽
各階に加圧給水
（トイレ洗浄水
植栽灌水）

排水

桝

厨房除害
中水処理装置

装置
ろ過

増圧給水

常時直放流
切替

桝

非常時貯留



第 5 章 躯体熱容量活用型建築の計画法 

147 
 

表
5.

10
 

季
節

別
空

調
運

用
方

法
と

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

効
果

試

 

オ
フ
ィ
ス
内

環
境
イ
メ
ー
ジ

省
エ
ネ
ル

ギ
ー
効
果

夏 冬

春
・
秋

放
射
冷
房
で
室
温
変
動
や
ム
ラ
が
少
な
い

冷
涼
な
環
境
を
実
現

気
流
感
不
足
解
消
の
た
め
に
卓
上
扇
風
機
を
用
意

放
射
冷
房
で

東
面
の
朝
の
空

調
ピ
ー
ク
負
荷

を
低
減

放
射
暖
房
で
室
温
変
動
や
ム
ラ
、
不
快
な
気
流
が
少
な
い

温
暖
な
環
境
を
実
現

温
水
加
熱
で

ピ
ロ
テ
ィ
部
分

の
床
冷
え
軽
減

冷
涼
な
外
気
を
建
物
躯
体
に
蓄
熱
す
る
こ
と
で

空
調
が
無
く
て
も
快
適
な
環
境
を
実
現

昼
間
や
夜
間
に

冷
涼
な
外
気
を
導
入

自
然
換
気
に
よ
る
空
調

負
荷

－
10

%

オ
フ
ィ
ス
空
調
年
負
荷

約
－

10
%

一
般
空
調
に
比
べ
熱
源
設
備
容
量

約
－

30
%

一
般
空
調
に
比
べ
、
朝
方
の
冷
房
ピ
ー
ク
負
荷
を

約
－

40
%

さ
ら
に
放
射
空
調
時
間
を
室
の
利
用
開
始
よ
り

1時
間
早
め
る
と

約
－

43
%

冷
房
ピ
ー
ク
負
荷
パ
タ
ー
ン

一
般
空
調

放
射
空
調

放
射
空
調

（
1時

間
予
冷
）

-4
0%

-4
3%

年
間
空
調
消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー

一
般
空
調
に
比
べ
放
射
空
調
に
よ
る

高
効
率
運
転
に
よ
り

約
－

20
％

一
般
空
調
で
必
要
と

な
る
熱
源
設
備
容
量

約
－

30
%

-2
0%

室
利
用
時
間
帯

一
般
空
調
に
比
べ
自
然
換
気
に
よ
り

約
－

8％

-8
%



第 5 章 躯体熱容量活用型建築の計画法 

148 
 

5.2.3 建築・設備連成シミュレーション 

熱源容量の決定や設計段階での省エネルギー効果試算は建築物総合エネルギーシミュレーショ

ンツールである The BEST Program（Building Energy Simulation Tool、以下 BEST）を用いた。

BEST では、建築・設備の連成計算が可能、多数室のゾーン境界における熱的相互作用を考慮し

た負荷計算が可能という特徴を持つ。さらに、本事例のような冷温水管をコンクリートに埋め込

んだ躯体蓄熱型の放射冷暖房システムや自然換気・ナイトパージのような快適性向上や省エネル

ギーに寄与する技術のシミュレーションが可能であるため、本事例に適したシミュレーションツ

ールと判断した。 
(1) 計算条件 
躯体蓄熱放射空調の基本解析のために本事例をモデル化し、熱負荷計算、建築設備連成計算を

行った。表 5.11 に計算条件を示す。 
計算対象フロアは基準階オフィスとし、躯体蓄冷・蓄熱放射冷暖房の導入有無のケースを計算

することとした。また、本事例ではオフィスは東面開口であるが、ピーク負荷カット効果を比較

するために西面開口のケースも併せて試算した。床下空間には 70mm の増し打ちコンクリートを

設け、放射冷暖房配管を埋め込む想定とした。 
 

表 5.11 シミュレーション計算条件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 躯体蓄熱放射空調の負荷処理特性 
躯体蓄熱放射空調の有無による負荷変動特性を代表週において試算した。試算結果を図 5.19 

に示す。躯体蓄熱放射空調導入により、ピーク顕熱負荷は東面開口ケースで最大 55％削減される

試算となった。また、東面開口ケースは西面開口ケースに比べ、ピークカット率が高い結果とな

った。本事例は東面開口であり、躯体蓄熱による空調ピーク負荷カット効果を得やすい条件であ

ることが確認された。 
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図 5.19 躯体蓄熱放射空調有無別負荷特性（東・西面） 

 
(3) 躯体蓄熱放射空調の室温変動特性 
躯体蓄熱放射冷暖房を導入することで空調や熱源機器の容量縮小に加えて、非空調時間帯の室

温変動幅を軽減し、室内温熱環境の快適性向上が期待できる。図 5.20 に冷房・暖房時の代表週室

温変動試算結果を示す。躯体蓄熱放射冷暖房を行わない場合、空調停止後夜間の室温は冷房期間

では 1.5℃程度上昇、暖房期間では 8℃程度下降する結果となった。一方、躯体蓄熱放射冷暖房を

行う場合は、冷房期間では、夜間最大 0.5℃程度下降、暖房期間では最大 5℃程度下降する結果と

なった。冷房・暖房期間共に躯体蓄熱により、室温変動幅が緩和される傾向が見られた。特に冷

房期間では蓄冷効果により空調停止後に室温が下降する結果となり、一般的な対流空調に見られ

る空調停止後の室温上昇とは真逆の挙動を示す結果となった。 

図5.20 躯体蓄熱放射空調の室温変動特性 
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(4) 躯体蓄熱放射空調の省エネルギー効果 
躯体蓄熱放射空調を行う場合、対流空調の負荷が軽減され、空気搬送動力の低減効果が期待さ

れる。加えて、熱源水として中温冷温水を利用することが可能となり、熱源システム効率の向上

を期待することができる。さらに本事例では熱源として井水熱を利用している。これらを加味し、

BESTを用いた建築・設備連成によるエネルギー消費特性を試算した。試算結果を図5.21に示す。

空調システム全体では躯体蓄熱放射冷暖房導入により、約 20%の省エネルギー効果が得られる試

算となった。 
 

 
図 5.21 躯体蓄熱放射空調の省エネルギー効果 

 
(5) 外気導入と躯体蓄熱による負荷低減特性 
中間期は夏季・冬季とは異なり、また夜間は日中と異なり、外気が冷涼で、外気を夜間の蓄冷

源として利用可能である。その効果を定量的に確認するために中間期夜間全外気による躯体蓄熱

による負荷低減特性を試算した。図 5.22 に試算結果を示す。蓄熱時間を長くするほど、空調立ち

上がり負荷、日中の負荷共に低減される傾向にあり、最大約 24％の中間期空調負荷低減効果が得

られる試算となった。 

 

図 5.22 躯体蓄熱放射空調の省エネルギー効果 
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6. 結論 

 本章では、第 1 章から第 4 章で得られた知見を整理するとともに、蒸暑気候における躯体の熱

容量を活用する環境建築の設計における要求条件を提案した。第 3 章で構築したシミュレーショ

ンモデルを用いて、災害時を想定した BCP 性能の向上の効果、休日の運用による自然エネルギー

利用の拡大手法、天井部の躯体現しの割合を変化させた場合の影響評価、自律安定性の再現と評

価を行うことで、躯体熱容量を活用する環境建築の設計指針を示した。また、本論文で得た知見

を基に、実際に設計を行った建物の計画概要、計画手法を示した。以下にそのまとめを述べる。 
 
１） TABS は、躯体熱挙動に時間的遅れが生じるため、天井部の躯体温度をインテリアとペリメ

ータで個別に制御することは難しい。TABS の設計においては、ペリメータ空調レス化が重

要な要求性能となる。 
 
２）放射面積の大きさ、つまり躯体現し割合が温熱環境にどのように影響を与えているのかをシ

ミュレーションで検証した結果、躯体現し割合は本研究対象と同様に 100％が望ましいが、今

後の設計の適正化への条件としては、概ね 75％以上が必要と考えられる。 
 
３）災害時を想定した空調停止の温熱環境をシミュレーションにより明らかにした。夏期に関し

ては床スラブに冷熱が蓄えられているため、災害発生後 3 日間程度は、明らかに PMV が対流

空調よりも低い値を維持できる。一方、冬期に関しては大きな熱容量により、日を追うに連れ

て対流空調と躯体蓄熱の PMV の差が開いていくことを確認した。 
 
４）躯体蓄熱は躯体の熱容量を活用して放射温熱環境を安定化させ、最低限の対流空調を行うこ

とで成立する。従って、いたずらに制御を高度化させることなく、室内温熱環境を安定化させ

ることができる。 
 
５）TABS のエネルギー効率を高めるには、サブシステムの適切な選択とともに、サブシステム

の運用方法にも工夫が必要であり、休日を利用した自然エネルギーの躯体蓄熱もその運用の一

つとなる。 
 
６）TABS のサブシステムとしての自然換気システム・ナイトパージの活用はエネルギー性能の

向上に寄与するが、執務時間中の運用は開放した窓付近の気流環境の悪化や執務室内の音環境

の悪化を招く恐れがあり、提案した吸音衝立などの検討も必要である。 
 
７）本研究に基づいた計画事例では、鉄骨造のデッキスラブに本研究建物と同様な TABS の構築

を試みている。TABS のサブシステムとして井水熱利用と空冷ヒートポンプチラーの組み合わ

せとした。TABS の熱挙動特性を活かすことで、東側開口のペリメータ負荷を削減し、熱源容

量を約 30％縮小する計画である。 
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1. 各章の総括 

建築の躯体熱容量は、従来の建築計画における空調の設計・運用においては、空調装置容量の

増大とそれに伴う部分負荷運転の増加によってエネルギー効率の低下を招くなど、「蓄熱負荷」と

言うマイナス面で捉えられてきた。しかし、近年になって、建築の躯体そのものを冷却あるいは

加熱することによって躯体熱容量を室内側にある蓄熱体として積極的に活用し、室内温熱環境の

安定化と放射温熱環境の向上、そしてエネルギー効率を高める建築が注目されている。 
躯体の熱容量を積極的に活用する建築（以下、躯体熱容量活用型建築）は、欧米では Thermo 

Active Building Systems（以下 TABS）と呼ばれ、100 年弱の歴史を持っている。1990 年代初

期に漏水リスクの少ない架橋ポリエチレン管を躯体に埋設して冷温水を通水し、建築躯体を冷却・

加熱するシステムである埋設配管型の躯体蓄熱放射空調が考案されたことが契機となり、主とし

て中央ヨーロッパにおいて 1990 年代後半から普及している。これらの国々で普及した理由の一

つは、夏季において比較的涼冷かつ低湿度の気候特性を持ち、躯体表面結露のリスクが少ないこ

とと推察される。日本において、躯体の熱容量を活用する技術は、送風機で建築躯体に冷温風を

吹き付ける方式を中心に実例と研究が発展してきたが、中間季から夏季にかけて外気湿度が高い

環境特性から、躯体表面結露のリスク回避が課題となる埋設配管型躯体蓄熱放射空調（以下 躯体

蓄熱放射空調）の事例は未だ少ない。躯体蓄熱放射空調は、一般の対流空調と比較して、温熱環

境の安定性・快適性を高め、空調システムの高効率化が期待できるが、これらの点に関して比較

した研究は少ない。また、蒸暑気候や激しい都市騒音などの環境特性を持つ地域において躯体蓄

熱放射空調の運用手法も確立されているとは言えず、欧米においても TABS と自然換気・ナイト

パージを併用する事例は見られない。 
本研究では、一般オフィス建築としては国内初となる躯体熱容量活用型建築の空調計画の提案

と構築を行い、それによって形成される室内温熱環境と躯体熱挙動の特性、そしてそれらの特性

を活かした最適設計・運用手法を研究対象とした。研究の目的は、シミュレーションと実測の両

面から躯体熱容量活用型建築の利点を明らかにし、その設計法を示し普及を促すことにある。 
本論文では先ず、研究対象建物とした躯体熱容量活用型建築の計画の背景とその設計プロセス、

建築計画と設備計画を融合した環境計画、及び環境技術の詳細について述べ、躯体蓄熱放射空調

の導入に際しての計画手法と技術を示した。また、この研究対象建物で計画した基本性能を室内

温熱環境実測と BEMS データにより検証し、一般の対流空調と比較して室内温熱環境の安定性・

快適性が高いこと、一般のオフィス建築と比較して建物全体の一次エネルギー消費量を約 50％削

減していることを示した。一方、躯体蓄熱放射空調のエネルギー効率、運用に関して２点の課題

を抽出した。一点目は、躯体蓄熱放射空調がエネルギー効率面で優位となる条件を示すためには、

実測値を基にした躯体蓄熱モデルの構築が必要なこと、二点目は、躯体熱挙動の時間的遅れが明

らかになり、その特性を活かした躯体蓄熱放射空調の運用手法を見出すことである。 
 
第１章 序論 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、天井の脱落等によってオフィスワーカーの安全

を脅かしたばかりか、首都圏で多くの帰宅困難者を生み出し、オフィス建物に籠城することを余
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儀なくされた。震災後も暫くは、輪番停電によって多くの建物で、空調、照明を控えた室内環境

を強いられ、窓の開かないオフィス建築が社会問題にもなった。臨海部の埋め立て地では液状化

が発生し、電力、上下水道、ガス供給の途絶が長期化するなど、都市インフラの脆弱性を目の当

たりにすることとなった。 
これら震災の事象を契機として、建築計画・設計においては、快適性、環境性能の向上に加え

て、震災時の安全性のさらなる向上と、震災後一定期間においての自立性が強く求められるよう

になった。 
筆者は環境・設備設計者としての立場から、その要求に応える建築のあり方の一つとして、躯

体の熱容量を活用する建築である「自律安定型環境建築」を提案し、自らその設計・構築に携わ

ってきた。自律安定型環境建築とは、外部環境に応じた可変的な特性を持つ緩衝帯を形成し、TABS
により躯体の熱容量を積極的活用することで、時間変動の大きい自然エネルギーを和らげあるい

は蓄えながら取り入れ、自律的に安定した内部環境を創り出すとともに、エネルギー性能の向上、

BCP 性能としての自立性を生み出すものである。これを研究対象建物とし、TABS の歴史と動向、

既往の研究を述べることで、本研究のテーマを明らかにし、研究目的と本論文の構成を示した。 
 
第２章 躯体の熱容量を活用する建築の計画･設計と基本性能の検証 

本研究対象建物は、都内の地上 8 階建、SRC 造のオフィスビルである。平面は熱的緩衝帯と

なるペリメータアイルを採用し、断面は逆梁構造によりスラブ面がそのまま下階の天井となる。

これらの平面・断面計画が自然エネルギーや躯体熱容量を活用する建築の基本骨格を形成する。

この骨格に、様々な環境・設備技術を肉付けした。主たる環境・設備技術は、①外付ブラインド

効果を発揮する緑化ファサード、②太陽熱とコージェネ排熱を駆動源とした吸着式冷凍機による、

非常時の BCP 性能と日常の環境性能を両立する再生可能エネルギー利用熱源システム、③快適

性、環境性能、BCP 性能を向上させる埋設配管型躯体蓄熱放射・床染出併用空調システム、④室

内外条件により有効／無効を判断し自動開閉させる自然換気と、躯体に直接蓄冷するナイトパー

ジシステム、⑤クールヒートチューブと井水及び雨水の熱利用による外気予冷／予熱を行った上

で、ヒートポンプ型デシカント外調機で調温・調湿して行う地熱利用外気供給システム、の５項

目である。また、蒸暑気候における躯体蓄熱放射空調の導入に際しての計画手法と、課題となる

躯体表面結露防止等の技術を示した。 
運用開始後の１、２年目の夏期・中間期・冬期に室内温熱環境実測及び執務者アンケート調査

を行い、自律安定型環境建築を構成する空調システム・自然換気システムの基本性能、そして躯

体熱容量の活用を評価し、室内温熱環境の快適性・安定性が高いことを確認した。BEMS データ

を活用して、太陽熱・コージェネ排熱を使った吸着式冷凍機をメイン熱源とする熱源システム特

性の把握、エネルギー消費傾向の検証、システム・機器の効率を検証し、運用改善を行った結果、

年間一次エネルギー消費量は 902 MJ/(m2·年)となり、従来のオフィスの約 50%の消費エネルギー

量であることを確認した。 
 また、TABS のエネルギー効率、運用に関しての課題を抽出した。躯体蓄熱放射空調が対流式

空調と比較してエネルギー効率面で優位となる条件を示すためには、実測値を基にした躯体蓄熱
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モデルの構築が必要なこと、そして、躯体熱挙動の時間的遅れが明らかになり、その特性を活か

した躯体蓄熱放射空調の運用手法を見出すことの２点である。 
 
第３章 躯体蓄熱モデル構築による運用検討と対流式空調との比較検証 

前章で明らかにした本研究の課題の一つである、躯体蓄熱放射空調がエネルギー効率面で優位

となる条件を導くため、埋設配管からスラブへの熱流と躯体間の相互放射を連成可能で、室内の

放射温熱環境が計算できる埋設配管型躯体蓄熱方式のシミュレーションモデルを構築した。モデ

ルの精度検証を行った結果、実測値に対する誤差率は約 3.2％となり、十分な精度を持っているこ

とを確認した。 
先ず、このモデルを用いて、躯体蓄熱方式の運用方法の検討を行った。これは、送水開始と終

了の時刻のそれぞれを前倒しにした時間をパラメータとして、システム COP 向上率を算出して

行ったものである。結果として、送水開始時刻、終了時刻ともに２～４時間程度前倒しにするこ

とでシステム COP が向上することを確認した。 
次に、対流式空調と埋設配管型躯体蓄熱方式（以下、躯体蓄熱空調）のそれぞれのモデルにつ

いて夏季のシミュレーションを行い、室内温熱環境を比較した。乾球温度一定制御の場合には、

対流式空調の PMV は躯体蓄熱空調と比較して平均で 0.3 程度高い結果となった。また、同等の

PMV とするために PMV 一定制御を行った場合であっても、対流式空調では放射温度と乾球温度

の温度差が大きいことを確認し、温熱環境が同等ではないことを示した。シミュレーションによ

って得られた処理熱量をもとに、対流式空調と躯体蓄熱方式でエネルギー消費量の比較を行った。

熱源 COP と熱搬送効率を変化させてシステム COP 比の計算を行った結果、躯体蓄熱時の WTF
が 10 前後以上と極端に低くなく、熱源 COP が同等の場合、躯体蓄熱放射空調のエネルギー消費

量は対流空調を下回ることを示した。 
 
第４章 実測による躯体熱挙動の把握と運用手法の検証 

一般の熱源・空調システムの場合、熱源を一次側、空調と室内空間を一体として二次側と表現

することが慣例となっているが、TABS においては、空調と室内空間の間に蓄熱体が存在し、空

調の運転と室内環境調整を分けて考える必要がある。そこで本研究においては、熱源・空調を一

次側、室内環境調整を二次側と定義する。 
躯体表面熱流及び室内温熱環境の実測により、第２章において課題として挙げた TABS の躯体

熱挙動の詳細を明らかにした上で、一次側と二次側を分離した運用の試行により TABS の運用手

法を提案し、その適正化の検証を行った。 
放射空調の送水時間と執務時間を一致させた運用の場合、天井表面温度の低下と天井表面熱流

束の最大値発現に時間遅れが生ずる TABS の特性を実測においても確認した。ペリメータの天井

スラブ面での自律的な躯体熱挙動により、ペリメータの温熱環境は安定化することを確認した。

夏季空調停止時にも天井スラブ躯体による 10W/㎡前後の吸熱があり、室内温度の上昇が抑えら

ることを確認し、空調立ち上げ負荷の軽減と、非常時に空調停止した場合の BCP 対応の可能性

を示した。 
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一次側と二次側を分離した運用手法の試行を行った結果、躯体蓄熱放射空調では、一次側熱源・

空調システムの運転を二次側室内環境調整の運用スケジュールよりも2 時間程度早めることで適

正化を図ることが出来ることを示した。また、運用手法の検証結果を反映させた実運用において、

熱源負荷のピークシフトが行われていることを明らかにし、外気温度の低い早朝に高負荷運転さ

せることによる空気熱源ヒートポンプチラーの COP 向上効果を示した。 
 
第５章 躯体熱容量活用型建築の計画法 

本章では、第１章から第 4 章で得られた知見から、躯体熱容量活用型建築の計画における要求

性能、性能検証、及び効果拡大手法を示した。さらに、その性能要件に基づいて計画を行った実

例を示した。 
第 2 章、第 4 章で行った実測データを用いた他、第 3 章で構築したシミュレーションモデルを

用いて、天井部の躯体現しの割合を変化させた場合の影響評価、災害時を想定した BCP 性能の向

上の効果、自律安定性の再現と評価、休日の運用による自然エネルギー利用の拡大の評価を行う

ことで、躯体熱容量活用型建築の設計に役立つ手法を示した。 
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2. 躯体熱容量活用型建築の普及に向けての課題と展望 

日本において TABS は、第１章 2節で述べた通り注目されてはいるが、本格的な普及には至っ

ていない。本節では筆者の TABS 設計と研究の経験から、普及に向けての課題と展望について述

べる。 

 

(1)TABS の標準ディテール化 
 日本においての TABS の普及には、TABS の性能の根幹をなすコンクリートスラブと配管の標

準ディテールを整備する必要があると考える。 

欧米においては、ISO11855-4 による TABS の標準ディテールが示されている。図 6.1 にその

ディテール例を示す。本図に示されているように、構造躯体に直接配管が埋設されており、配管

の改修に対処することは困難である。 

 
図 6.1 ISO11855-4 による TABS の躯体断面例 1) 

 
 図 6.2 に本研究対象建物の TABS の躯体断面と配管敷設の様子を示す。構造体となるコンクリ

ートスラブの上面に配管を敷設し、増打コンクリート（押えコンクリート）を打つディテールで

あり、古くから床暖房のディテールとして使われているものである。配管は構造体と分離される

ため配管の改修を行うことができるが、配管は上部に設置されるため床暖房には向くが、天井放

射空調には配管からの下向きの熱流が減少することが欠点となる。なお、第 5 章 2.3 節に示した

ように、増打コンクリートに熱伝導率の低い軽量コンクリートを採用すると、上向きの熱流が抑

えられる。 
 これらの問題を解決して TABS の構築に望ましい標準ディテールを整備するには、施工方法や

配管の耐久性向上を含めて、設計者、施工者、配管メーカーが一体となって取り組む必要がある

と考える。 
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図 6.2 本研究建物の TABS の躯体断面と配管敷設の様子 

 

(2) TABS の施工合理化 
 TABS の普及のためには、施工の合理化を図る必要があると考える。 
 図 6.3 は PC 床版に配管を敷設した TABS の断面例を示している。この事例では、PC 床版の施

工は埋設配管も含めて工場加工とすることで品質確保及び工期短縮を意図している。 
 

 
図 6.3 PC 床版に配管を敷設した TABS の断面例 2) 

 
 図 6.4 は配管のユニット化の例を示している。この事例では、配管を工場加工し、現場での配

管敷設の工期短縮を意図している。 
 このような取り組みは、TABS の標準ディテール化と同様に、設計者、施工者、配管メーカー

が一体となって行うことが必要である。 

増打コンクリート（押えコンクリート） 

コンクリートスラブ上面 
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図 6.4 配管のユニット化の例 3) 

 

(3) 木造における TABS の可能性 
 本研究対象建物（SRC 造）を含め、TABS を構築している事例の多くは RC 造または SRC 造

である。TABS の普及を考えると、構造形式を RC 造または SRC 造 に限らず、他の構造形式で

も成り立つことが必要と考える。第 5 章では、鉄骨造の建物における TABS の構築例を示した。 
近年の地球温暖化対策の一つとして、炭素貯蔵機能を有する木材の利用が注目され、木造の高

層化が検討されている。そこで、木造においての TABS 構築の可能性を探るため、シミュレーシ

ョンによる検討を行った。 
表 6.1 に構造種別の違いによる、床面積当たりの構造体重量及び躯体熱容量の例を示す。RC 造

は鉄骨造と比較して、躯体熱容量は約 8 倍にもなり、TABS の構築に有利であることは明らかで

ある。しかし、木造の躯体熱容量に着目すると、住宅では鉄骨造の 2 倍程度であるが、高層化を

想定すると RC 造とそん色ない熱容量を持つことがわかる。この理由は、高層化により木造躯体

断面積が大きくなるためである。また、住宅においても、伝統的な京町家などに見られる土壁に

より、熱容量を増加させることもできる。 
 

表 6.1 床面積当たりの構造体重量及び躯体熱容量の例 

構造種別 構造体重量[kg/㎡] 躯体熱容量[kJ/K･㎡] 

ＲＣ造  ９６０  ８４０ 

鉄骨造  ２５０  １１０ 

木造（住宅）  １００  ２２０ 

木造（高層）  ２７５  ６００ 

 

 そこで、木造の高層化を想定して、鉄骨造との室内温熱環境の挙動の違いをシミュレーションに

より解析し、木造における TABS の可能性を検討した。 
 表 6.2 に解析モデルを、表 6.3 に物性値を、表 6.4 に解析条件を、表 6.5 に外気温度条件を示

す。解析にはソフトウェアクレイドル STREAM を使用した。 
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表 6.2 解析モデル 

 

 

表 6.3 物性値 

 

表 6.4 解析条件 

 
表 6.5 外気温度条件 
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 図 6.5 に夏期の解析結果を示す。木造は鉄骨造に比べて、室内に面する壁の熱容量が大きく、

空調停止後にも室内環境悪化しないことがわかる。図 6.6 に居住域における平均温度の推移を示

す。夏期においては、空調停止２時間後の居住域における平均温度は、鉄骨造が約 3℃上昇するの

に対して、木造は 26℃を保っている。冬期においては、空調停止２時間後の居住域における平均

温度は、鉄骨造、木造共に徐々に低下するが、木造の温度低下勾配は緩くなっている。 
 このように、木造においても、RC 造と同様な熱的安定性と BCP 性能を得る可能性があり、

TABS の更なる普及に寄与し得ることが示された。 
 

 
図 6.5 解析結果（夏期） 

  
図 6.6 居住域における平均温度の推移（左：夏期、右：冬期） 
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(4) TABS コミュニティによるデマンドレスポンス 
 本論文では、本研究対象建物単体での TABS の特性を活かした運用を明らかにした。今後、

TABS の普及を図ることによって、TABS を備えた複数の建物でコミュニティを構築し、様々な

特性を備えた複数のサブシステムを共有化することが考えられる。図 6.7 にそのイメージ図を示

す。 
  

 

図 6.7 TABS コミュニティのイメージ 

 

 本研究で示した、TABS の熱的安定性、一次側と二次側の分離運用をこの TABS コミュニティ

に適用すれば、建物単体では得られないサブシステムの効率向上が図ることができるばかりか、

TABS コミュニティ全体のピークカット・ピークシフトを行うために、需要家側に使用エネルギ

ーの抑制を促す、所謂デマンドレスポンスの手法を適用することも可能となると考えられる。 
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3. おわりに 

筆者が環境・設備設計の駆け出しの頃、熱負荷計算において、コンクリート躯体の熱容量は蓄

熱負荷という得体の知れない何かを生み出すものと考えていた。しかしその実態を知るにつれ、

その熱容量の利用方法を考えるように変わっていった。 
図 6.8 は自ら設計した自邸のコンセプト図である。構造は RC 造として外断熱工法を採用して

いる。この意図は、コンクリートの熱容量を自分の身体で体感することにある。自然エネルギー

をふんだんに取り入れ、そして蓄えることを日々体感している。しかし、自然エネルギーの揺ら

ぎによって起こる熱容量のマイナス面、つまり冬季に一度冷えてしまうと温まり難いことも体感

している。これらの体感・体験は、本研究対象建物の設計と本研究に多いに役に立つこととなっ

た。 
最後に、本研究の成果により期待されるところは、蒸暑気候や都市騒音などの環境特性を持つ

都心部において、躯体の熱容量を活用した建築の普及を促す指標となることである。これまで一

般の対流空調の設計においての躯体熱容量は、蓄熱負荷となることでマイナス要素と捉えられて

いた。TABS は、躯体の熱容量を積極的に活用することで、温熱環境の快適性・安定性に大きく

貢献し、高い環境性能を導き出すと共に、BCP 性能の向上にも寄与することを示すことができた

と考える。本論文が今後の TABS の普及を促すことになれば幸いに思う。 
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図 6.8 自邸のコンセプト図 4) 
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鵜飼真成 
野部達夫 
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8 ホテルオリオンモトブにおけるエネ

ルギー管理（第 4 報）エネルギー性

能の分析 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.73-76 2018.09 杉原義文 
安達聡子 
村松宏 

9* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 5 放射空調シス

テムの温熱環境の実測評価 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1231-
1232 

2017.08 舘山岳 
村松宏 
井上瑞紀 
青木亜美 
鵜飼真成 
富樫英介 
野部達夫 

10* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 6 自然換気シス

テムに対する執務者評価 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1233-
1234 

2017.08 井上瑞紀 
青木亜美 
村松宏 
舘山岳 
鵜飼真成 
野部達夫 

11* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 7 熱源システム

モデルの作成と検証 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1235-
1236 

2017.08 富樫英介 
村松宏 
野部達夫 

12* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 8 年間エネルギ

ー消費傾向の検証 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1237-
1238 

2017.08 村松宏 
富樫英介 
野部達夫 

13* 都市における自然エネルギーと躯体

熱容量を活用した自律安定型 ZEB に

関する研究（第 4 報）躯体熱容量を

活用したオフィスの特性 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.325-328 2017.09 舘山岳 
鵜飼真成 
村松宏 
富樫英介 
野部達夫 

14* 都市における自然エネルギーと躯体

熱容量を活用した自律安定型 ZEB に

関する研究（第 5 報）自然換気シス

テムの評価と年間エネルギー消費傾

向の検証 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.329-332 2017.09 村松宏 
舘山岳 
鵜飼真成 
富樫英介 
野部達夫 

15* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 1 対象オフィス

の概要と環境技術 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1167-
1168 

2016.08 村松宏 
矢田達也 
舘山岳 
鎌田将吾 
鵜飼真成 
井上瑞紀 
青木亜美 
野部達夫 

16* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 2 自然換気シス

テムの運用状況および温熱環境の実

測評価 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1169-
1170 

2016.08 矢田達也 
舘山岳 
鎌田将吾 
鵜飼真成 
村松宏 
井上瑞紀 
青木亜美 
野部達夫 

17* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 3 自然換気シス

テムの温熱環境に対する執務者評価 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1171-
1172 

2016.08 舘山岳 
村松宏 
矢田達也 
井上瑞紀 
青木亜美 
鵜飼真成 
鎌田将吾 
野部達夫 
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18* 新発想ワークプレースによる環境志

向オフィス その 4 自然換気シス

テムの音環境に対する執務者評価 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1173-
1174 

2016.08 井上瑞紀 
舘山岳 
鵜飼真成 
鎌田将吾 
青木亜美 
矢田達也 
村松宏 
野部達夫 

19* 都市における自然エネルギーと躯体

熱容量を活用した自律安定型 ZEB に

関する研究（第 1 報）建物概要と導

入システム 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.305-308 2016.09 村松宏 
舘山岳 
矢田達也 
鵜飼真成 
富樫英介 
野部達夫 

20* 都市における自然エネルギーと躯体

熱容量を活用した自律安定型 ZEB に

関する研究（第 2 報）温熱環境実測

評価 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.309-312 2016.09 舘山岳 
矢田達也 
鵜飼真成 
村松宏 
富樫英介 
野部達夫 

21* 都市における自然エネルギーと躯体

熱容量を活用した自律安定型 ZEB に

関する研究（第 3 報）計算モデルに

よる吸着式冷凍システムの運用法検

討 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.313-316 2016.09 富樫英介 
村松宏 
野部達夫 
舘山岳 
鵜飼真成 
矢田達也 

22 ホテルオリオンモトブにおけるエネ

ルギー管理（第 3 報）実測値と LCEM 
ツールによる性能評価 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.333-336 2016.09 安達聡子 
杉原義文 
村松宏 

23 システムシミュレーションツールを

用いた熱源システムの計画・設計・運

転管理手法に関する研究（その 1） 

設計段階における熱源システム比較

への適用検討 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1419-
1420 

2016.08 岩田美成 
小池万里 
村松宏 
本郷太郎 
日比野裕 
丹羽英治 
坂井友香 

24 システムシミュレーションツールを

用いた熱源システムの計画・設計・運

転管理手法に関する研究 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.109-112 2016.09 日比野裕 
岩田美成 
坂井友香 
丹羽英治 
村松宏 
本郷太郎 
田中英紀 
奥宮正哉 

25 ホテルオリオンモトブにおけるエネ

ルギー管理（第 1 報）プロジェクト

概要と導入システム 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.217-220 2015.09 村松宏 
杉原義文 
安達聡子 

26 ホテルオリオンモトブにおけるエネ

ルギー管理（第 2 報）LCEM ツール

を用いた性能検証 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.221-224 2015.09 安達聡子 
杉原義文 
村松宏 

27 S 医療センターにおけるグリーン化

技術の取組み（第 1 報）地域特性を

生かした環境負荷低減手法について 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.121-124 2015.09 菅原華子 
村松宏 
関根亮 
斎藤詩織 
鵜飼真成 
野部達夫 
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28 S 医療センターにおけるグリーン化

技術の取組み（第 2 報）実測による

自然換気の評価 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.125-128 2015.09 関根亮 
菅原華子 
村松宏 
斎藤詩織 
鵜飼真成 
野部達夫 

29 S 医療センターにおけるクールヒー

トトレンチの効果検証 
日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.567-568 2015.09 関根亮 
高博也 
斎藤詩織 
村松宏 
菅原華子 
鵜飼真成 
野部達夫 

30 沖縄某病院におけるデシカント空調

システムの省エネルギー効果検証 
空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.1955-
1958 

2009.09 田端康宏 
杉原義文 
村松宏 

31 ４床病室におけるパーソナル空調シ

ステムの使用状況調査 
日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.993-994 2008.09 石田かなえ 
村松宏 
恩賀彩子 
野部達夫 

32 ４床病室におけるパーソナル空調シ

ステムの実測評価 
空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.189-191 2007.09 古川悠 
村松宏 
野部達夫 

33 ４床病室におけるパーソナル＆アン

ビエント空調システムの適用事例 
日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.1073-
1076 

2006.09 村松宏 

34 パーソナル空調の体感実験と省エネ

ルギーの評価  その 1 夏季冷房時

の体感実験 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.1049-
1052 

1990.10 木村建一 
田辺新一 
井ノ口将樹 
小金井真 
飯島一浩 
村松宏 
芳賀陽一 

35 パーソナル空調の体感実験と省エネ

ルギーの評価  その 2 冬季暖房時

の体感実験と省エネルギー性の検討 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.1053-
1056 

1990.10 木村建一 
田辺新一 
村松宏 
芳賀陽一 
栩木学 

36 非等温部分気流による不均一な温熱

環境下における人体の熱的快適感  
その 1. 環境試験室における被験者

実験 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.869-870 1989.10 村松宏 
木村建一 
田辺新一 
田宮建司 
渡辺睦典 

37 非等温部分気流による不均一な温熱

環境下における人体の熱的快適感  
その 2. サーマルマネキンを用いた

不均一環境の評価 

日本建築学会大

会学術講演梗概

集 

pp.871-872 1989.10 田宮建司 
木村建一 
田辺新一 
村松宏 
渡辺睦典 

38 蓄熱式床暖房システムのシミュレー

ション手法に関する研究－その１ 

一次元シミュレーションの理論とそ

の検証方法 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.997-1000 1988.09 村松宏 
鈴木彫也 
宿谷昌則 
斎藤忠義 

39 蓄熱式床暖房システムのシミュレー

ション手法に関する研究－その２ 

シミュレーションと実験の比較検証 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.1001-
1004 

1988.09 鈴木彫也 
村松宏 
宿谷昌則 
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40 塩化リチウム水溶液を用いた太陽熱

除湿乾燥システムの実験研究  その

1.蓄乾槽の実験 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.49-52 1988.09 木村建一 
崔光換 
染川信行 
鴇田泰弘 
村松宏 

41 塩化リチウム水溶液を用いた太陽熱

除湿乾燥システムの実験研究  その

2.開放形および密閉形再生器の実験 

空気調和・衛生

工学会大会学術

講演論文集 

pp.53-56 1988.09 木村建一 
崔光換 
染川信行 
鴇田泰弘 
村松宏 
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